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研究概要 
 本論文は ITに関する会計上・監査上の問題点について考察を行い、監査人にとって IT取引
が如何に危険性を含んでいるかについて、過去の不正事例や現在の IT業界の状況、IT取引に
関する現行の会計基準の整備状況を通じて吟味すること、及び、IT企業の不正の中でも早期に
対応を求められている架空循環取引に対する監査アプローチを構築することを目的としてい
る。当該目的を設定した理由としては、近年、不正に関する文献に IT 企業を中心とした考察
が多いことに興味を持ち、外部調査報告書等を用いて事例学習を行ったところ、監査人の IT
リテラシーの低さや IT取引に関する会計制度が未整備である点が目立ったこと、IT企業の不
正は悪質性が高い上に、監査人に幾度となく看過されている現状を知り、その原因はどこにあ
るのかといった興味を持ったこと、さらには、架空循環取引という不正に対する監査上の対応
方法が未だ確立されておらず、そのようなフレームワークの構築を独自に構築することに意欲
が湧いたことが当該研究を始めた理由である。 
ここで、本論文に関する構成を説明する。本論文は三章構成となっているが、各章ごとに一
応の結論を得る形となっており、全体としては、「IT」「会計・監査」「不正」の 3 点をキーワ
ードに、監査及び会計の論点を中心とした考察を行った。 
まず、第一章においては、IT 取引の会計上・監査上の問題点をテーマに、IT 業界の歴史的
構造や IT 取引特有の慣行の研究を通じ、現行の会計制度の問題点について考察を行う。本章
の前半では、IT 業界を構造する 7 つの産業群の紹介をし、IT 業界そのものがどのような構造
を採っているのかを実際の企業の説明を踏まえて解説し、その後、IT業界内部で行われている
取引慣行を考察し、それらがもたらす会計上・監査上の問題点について研究を行う。また、考
察の結果として判明した取引慣行の問題点について、ITの専門家ではない監査人がどのように
対応すべきかについても検討している。そして、本章の後半においては、IT取引に関する会計
上の問題点をテーマに、現行の会計基準では対応しきれていない箇所を洗い出し、諸外国の会
計基準の規定を参考に、どのような内容を盛り込むべきかについて考察を行った。とりわけ、
会計上の問題点として詳細な検討を行う論点としては、売上の認識時点及び方法、機能仕様の
見積り方法、受注金額確定のタイミングの検討、の 3点であり、これらはそれぞれ第一章で紹
介した不正事例に関連する論点となっている。 
次に第二章では、IT企業に関する過去の不正事例の分析をテーマに取り上げる。まずは、本
章の冒頭で、IT バブルが崩壊した 2000 年以降における IT 企業の不正事例の一覧データを示
し、IT 企業による不正が如何に多いかを示す。その後、IT 企業の不正の中でも、とりわけ、
悪質性の高い架空循環取引を用いた不正に焦点を絞り、その事例として、平成 16 年に粉飾が
発覚した株式会社メディア・リンクスを詳細に分析する。なお、分析には、メディア・リンク
スが粉飾時に提出した財務資料や外部調査報告書、当時の報道、当該事例についての先行研究
等を参考にした。この分析には、メディア・リンクスの手口を検討するだけでなく、同社の不
正を看過した監査人の問題点の考察や当該事件後における会計制度の対応についてもふれる。
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そして、本章の最後には、メディア・リンクスによって引き起こされた架空循環取引が未だに
他の IT 企業によって継続されている状況を示すため、一連の不正について図表による解説を
行った。 
 最後に、第三章では、架空循環取引をテーマに取り上げた。本章においては、まず、架空循
環取引の特徴や歴史的な経緯について、架空循環取引と判定された不正事例を参考に説明し、
その後、当該取引の分析を通じて、その兆候や発生箇所、発覚するまでの経緯等を検討する。
また、当該取引を構成する諸要素について詳細な検討を行うことで、独自に不正のスキームを
考案し、当該スキームを踏まえた上で架空循環取引を分類・体系化した。そして、今までの架
空循環取引に関する検討結果を基に、当該取引に対する監査アプローチを考察し、架空循環取
引対応アプローチとして独自のフレームワークの構築・提言する。 
 以上のように、本論文は、現状の IT企業の実態研究と会計・監査上の問題点の考察を行い、
ケーススタディとして事例を取り上げ、詳細な分析を行った後、具体的な不正対応アプローチ
として、架空循環取引対応アプローチという独自の監査対応フレームワークの提言を行うとい
う流れになっている。また、本論文の冒頭においては、ITが会計・監査に与えるインパクトに
ついて、その危険性を示唆すると共に、本論文の終末では、監査人にとって IT を学ぶことが
どれほど重要なことかについて自己の意見を示している。 
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はじめに ITの会計・監査へのインパクト 
 近年、情報化社会1という言葉が一般的になり、企業活動においてもコンピュータ技術をは
じめとする情報技術が欠かせない存在となっている。 
情報技術は企業活動に大きな変化をもたらし、企業のビジネスモデルや管理体制、経営理念
等を著しく変化させただけでなく、それらを数値化し、企業財務情報として投資家等へ報告す
る手段である会計にまで大きな影響をもたらした。例えば、従来、書面によって保管されてい
た証憑は電子的データとなり、企業間の契約や情報交換の手段はインターネットによる通信技
術により変化した。また、電子化が可能な製品が次々に開発され、法律上の問題点を除けば、
流通経路に関する障壁は無くなったといっても過言ではないであろう。また、販売網も全世界
へと拡がり、企業から個人、はたまたアバター2など、インターネット空間に存在する個人の
別人格に対してまでも取引が可能になった。このように、情報技術の発展は企業のビジネスモ
デルに劇的な変化を与え、事業活動に関する無限の可能性を与えた一方で、従来は見えていた
ものが見えなくなり、物理的に不可能であったことが可能となったことで、会計や監査の分野
には大きな脅威を与えている。当然、会計の専門家である監査人にも情報技術への対応力が求
められる時代になったといえよう。 
しかしながら、現状としては監査人が情報技術に対応できているとは言えない。情報技術を
中心に事業を展開する IT業界においては、不正事例が多発し、それを監査人は幾度となく看
過してきた過去がある。すなわち、適正な事業活動を行っていると思われていた企業が突然倒
産することで、ソフトウェアをはじめとする無形の IT製品の不正利用による会計操作や、数
百億円規模の大規模な粉飾が発覚する等、会計と情報技術を巧みに組み合わせた不正が横行し
ている。また、現行の会計基準においても、IT取引に関しては必ずしも取引の実態を適正に示
すような規定がなされているとは言えない部分が見受けられる。 
そこで、ITがなぜ会計操作のために悪用され、大規模な粉飾を引き起こしているのかについ
て考えてみると、以下のような問題点が見受けられる。 
・ITという無形の取引が不正に適していること。 
・ITを取り扱う企業群（IT業界）の構造や取引慣行が不透明であること。 
・ITに対する現行の会計基準が未整備であり、また、それを判断する監査人の能力や経験が
十分に蓄積されていないこと。 
このように、ITと会計の間には解決すべき難題が数多く存在しているといえよう。また、こ
うした ITの専門性の高さや業界の不透明さを利用した不正の中で、最も悪質で発見が困難で
あるとされるのが架空循環取引である。当該取引については、未だ有効な解決策が存在してい
                                                   
1 社会的に大量の情報が生み出され、それを加工・処理・操作するための機会が巨大化し、人々
の意思決定や行動に大きな影響を与えるに至った社会のこと。 
2 コンピュータ上の仮想的な空間において動作する、利用者の分身のこと。近年では、インタ
ーネット上のコミュニケーションツールなどによく用いられる。 
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るわけではなく、今後も再発する可能性が高い。したがって、当該取引に対しては、監査人が
依拠すべきフレームワークを早期に構築する必要がある。 
以上のような観点から、①過去の不正事例の検討や IT業界の構造研究を通じて、ITと会計
の間にある具体的な問題点を洗い出すこと、②ITの不正利用に対し、監査人がそれを阻止する
ための思考方法を導出すること、③具体的な不正に対する対応方法を示すため、架空循環取引
を対象にした具体的な監査手法を構築すること、以上の 3点をこの論文の目的とした。 
したがって、本論文は三章構成となっている。まず、第一章では、不正が多発する IT業界
の構造やそこでの取引慣行を分析し、IT業界に属する企業の事業活動がどのような経緯を経て
不正に利用されるようになったのか、その経緯を明らかにする。そして、その分析を基に、IT
取引に関する現行の会計制度が持つ問題点を洗い出し、制度全体としてどのような対応を図ら
なければならないかについて考察する。次に、第二章では、IT業界最大の不正事件として揶揄
される株式会社メディア・リンクス（以下、「メディア・リンクス」とする）の粉飾をはじめ、
一連の不正事件の中で頻繁に用いられる架空循環取引について分析する。そして、その架空循
環取引をテーマにした監査対応アプローチに関する考察を行い、結論として、架空循環取引対
応アプローチについて独自の提言を行うこととする。 
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第一章 IT業界の構造分析と監査上の留意点 
IT業界は、他の業界と比較して歴史が浅い。ITがビジネスとして台頭することとなったの
は、米国のMITS(Micro Instrumentation and Telemetry Systems)社が 1974年に世界で初め
てのパーソナル・コンピュータ（以下、「PC」とする）である Altair8800を開発したことが
その始まりであるといわれる3。その後、IBM社をはじめとする米国の各社が次々と開発を手
掛けたことや、米国のマイクロソフト社がオペレーティング・システム(OS)であるWindows
を提供し、ハードウェアとソフトウェアとの間にあった開発作業上の障壁を取り払ったことが
ITを爆発的に普及させ、そこへインターネットの普及も重なり、ITが一大ビジネスとして成
立することとなった。このような IT革命は、IT先進国である米国を中心として起きたもので
あるが、日本にも大きな影響を与え、多くの IT企業が誕生するとともに、ITが持つ無限の可
能性に期待した投資家たちが IT関連企業に過剰な投資活動を始めた結果、ITバブル4が発生し
た。このように、1990年代より一気に急成長を遂げた IT業界であるが、2000年付近になる
とバブルが崩壊し、その成長に陰りが見えるようになった。そして、近年では、IT企業による
不正が多発している。 
このような IT業界の不正はどのような要因によって生じているのであろうか。これには IT
業界の構造的な問題や会計制度が IT取引に対応しきれていないこと、あるいは、監査人が IT
に対する一般的な専門知識を習得していないこと等が挙げられるであろう。 
したがって、本章では、まず IT業界特有の会計環境や取引慣行等を考察し、不正が発生し
やすい要因を分析する。そして、現行の会計基準等が IT取引に対応しきれていない現状を示
すと共に、今後どのような対応を図ればよいのかという点について、IT取引に関する諸外国の
会計基準の適用の可能性を踏まえつつ検討を行うこととする。 
 
第一節 IT業界の会計環境 
 本節では、まず IT業界の会計上・監査上の問題点を洗い出す前に、当該問題を引き起こす
業界の特異な会計環境を明らかにするが、そのためには ITに関する一般的な知識を整理して
おく必要がある。そこで、本節の第一項では「IT業界の構造研究」として、ITの定義や IT業
界を構成する諸要素を整理し、IT業界の構造について具体的な説明を行った後、第二項で「IT
業界における慣行の考察」として、業界に存在する特有の取引慣行や業界構造、契約形態、業
務形態などを分析することで、IT業界の不透明な会計環境を明らかにしていく。 
                                                   
3 MITS社が Altair8800を発表した 1975年前後においては、既に類似の製品が複数存在して
いた。そのため、「世界で最初の PCが Altair8800である」とする見解には複数の意見が寄せ
られている。しかし、Altair8800が当時の人気雑誌『Popular Electronics』において、世界初
の PCであるとの記事が掲載され、それがマニアの間で爆発的なヒットとなったことから、
Altair8800が世界初の PCであるという見解が一般的となっている。 
4 ITバブルとは、1990年代後半から米国を中心に、世界各国でインターネット関連企業の実
質投資や株式投資が異常な高潮を見せた現象を指す。 
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第一項 IT業界の構造研究 
 本項では、IT業界における会計環境を検討する前に、ITとは何かを述べ、IT業界の全体像
について考察する。 
  
(1) ITとは 
 まず、ITとは、Information Technologyの略字であり、日本語では「情報技術」と訳され
る。辞書による ITの定義としては、「IT：情報技術のこと。定義はきわめて曖昧で、コンピュ
ータに関するハードウェアとソフトウェア、それらによるシステムの構築、情報通信技術と設
備、それから通信技術の使用法までも含み、さらに、これらに関連する企業や研究機関なども
包含する」5と記載されており、意味内容としては非常に曖昧なものとなっている6。そのため、
本論文においては、ITを「情報を有効に利用するための技術全般」という意味で使用し議論を
進めていくことにする。 
なお、今日ではインターネットを代表する通信技術の発展等、通信（Communication）技
術の重要性が増したことから、ICT（Information and Communication Technology）と呼ば
れることが多い。 
  
(2) IT業界を構成する 7つの産業 
 上記の ITの定義を踏まえ、IT業界を定義すると、「情報を有効に利用するための技術全般
に関わる事業を営む企業群」を指すことになるが、このような定義では、非常に業界区分が曖
昧になってしまう。そのため、まずは、ITを構成している主要な要素を説明する。 
 ITを構成する主要な要素としては、コンピュータ・システムを構成する個々の機器、あるい
は複合したコンピュータ機器全体を指す「ハードウェア」、コンピュータで実行するプログラ
ム等を指す「ソフトウェア」、データなどを伝送する通信網を指す「ネットワーク」の 3つが
挙げられる。これらの要素に携わる企業が主に IT業界を構成し、さらに、これらの要素をイ
ンターネット経由で提供する「サービス」という要素を加えたものが IT業界の全体像である
とされる。 
その全体像の理解のため、以下【図 1－1－1】に、具体的な産業を踏まえた IT業界の全体
図を示す。 
                                                   
5 『2011-‘12年版 最新 パソコン・IT用語事典』：p.200 
6 研究者によっては、ITを広義の概念と狭義の概念に分類している場合もある。前者は ITを
「コンピュータ機器や半導体を含む、情報技術全般に関わるもの」と定義し、後者は、コンピ
ュータ機器等は情報を処理する道具に過ぎず技術ではないという観点から、これらコンピュー
タ機器は ITに含まれないと定義している。 
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【図1－1－1】 IT業界の全体像
 
 
【図 1－1－1】では、一般的に理解される IT業界の見取り図を基に、IT業界を構成する産業
を「ハードウェア産業」、「半導体産業」、「ソフトウェア産業」、「通信産業」、「インターネット
サービス産業」、「システム開発産業」、「ITコンサルティング産業」という 7つに区分した。
以下では、各産業について検討する際に、上記の 7 つの区分に沿って説明を行うこととする。 
 ただし、近年話題のクラウド・サービス7といった、最新の IT サービスを提供する企業は、
インターネットを介して、ハードウェアやソフトウェアを時間単位で利用できるようにするも
のであることから、そのような技術を提供する企業群は、ハードウェア産業、ソフトウェア産
業、インターネットサービス産業が混在した位置づけとなる。したがって、上記のような業界
区分は絶対的なものではないことに留意されたい。 
 以下、各産業について説明を行う。 
 
 
 
 
                                                   
7 米国のグーグル社の CEOであったエリック・シュミット氏が提唱したインターネット構造
の新概念であり、ユーザに対する情報やアプリケーションのサービスが、インターネット上に
ある多様なハードウェア、ソフトウェア、データの集合体から提供される仕組みを指す。 
ハードウェア ソフトウェア 
ネットワーク 
サービス 
ハードウェア産業 
 
(コンピュータ・周辺機器) 
半導体産業 
ソフトウェア産業 
システム開発産業 
 ITコンサルティング産業 
インターネットサービス産業 
ハードウェア産業 
(通信機器) 
ソフトウェア産業 
(通信 OSなど) 
ソフトウェア産業 
(ドライバなど) 
通信産業 
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A．ハードウェア産業 
 ハードウェア産業とは、主にパソコンやサーバー8などのコンピュータ、プリンタなどの周
辺機器、通信網の役割を担うルータ9などの通信機器等の個々の機器を製造・販売する企業群
を指す。ハードウェア産業においては、製造コストを低減する目的で OEM契約10が頻繁に行
われており11、EMS(Electronics Manufacturing Service)12等の生産請負会社や、ハードウェ
ア産業に属しながらも自社の工場や製造設備を持たないファブレス化した企業も存在する。 
 ハードウェア産業は、個人に対するものから法人、政府などに対するものまで幅広い製品を
販売しており、販売製品自体は標準化し、自社のブランドを付加した量産型のものが多い。ま
た、企業に導入されるメインフレーム13などの大型のコンピュータのように、顧客からの受注
により個別に生産されるものもある。加えて、ハードウェアは IT業界のみならず他の業界が
業務に ITを導入するに当たり欠かせないものであることから、ハードウェア産業に属する企
業がその優位性を発揮し、他の産業に進出する場合や、子会社等を設立することでグループと
して幅広く業務を展開する例が多い。したがって、ハードウェア産業に属する企業は、一つの
企業としての事業範囲が広く、取引が複雑であるといった影響が会計処理に見られることとな
る。 
 また、ハードウェア産業における過去の不正事例としては、日本 IBM株式会社（以下、「日
本 IBM」とする）が平成 19年 2月に株式会社アイ・エックス・アイ（以下、「IXI」とする）
の行ったの架空循環取引に関与した疑いがあるとして、大阪地検特捜部の強制捜査を受けた。
ハードウェア産業は、下請け企業を含めた企業グループが大規模化しやすいことから、企業グ
ループ内における取引の複雑化が図られると、架空循環取引等の不正な取引を隠蔽してしまう
ようなスキームが作られやすい。そのため、監査人としては、企業の業務内容や組織構造、生
産の請負を担当する中小企業の存在等を含めた事業の全体像の把握が非常に重要な産業であ
るといえよう。 
 
 
                                                   
8 他のプログラムやコンピュータからの要求を受けて、処理を実行するプログラムや装置のこ
と。 
9 相互のネットワーク間の通信規約(プロトコル)やアドレスの変換を行い、両者を中継する装
置のこと。ネットワークにはそれぞれ識別番号を有し、ルータが用いることで通信の経路選択
(ルーティング)を行う。 
10 完成した商品や部品に、他社の商標を付けて供給を行う契約のこと。 
11 ハードウェア等のコンピュータ機器を新たに開発・製造するには膨大なコストがかかること
から、既存のメーカーと OEM契約を締結することで自社ブランドとしての販売を行うコンピ
ュータメーカーが多い。代表例としては、米国のアップル社やデル社などが挙げられ、これら
の企業は台湾や中国企業を相手に OEM契約を締結している。 
12 電子機器の受託製造を専門に行う企業のこと。 
13 事務処理から技術計算までの幅広い用途に使える大型のコンピュータのこと。 
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B．半導体産業 
 半導体とは、「電気をほとんど通さないガラスのような物質（絶縁体）と、銅のような電気
を通しやすい物質（導体）中間にあり、物理的条件に応じて、電流を通したり通さなかったり
する物質のこと」を指す14が、IT業界においては、トランジスタ15や発光ダイオード16、集積
回路17などの幅広い製品に対し、必要とされる部品のことを指す。これら半導体自体を製造・
販売する企業や半導体製造装置を製造・販売する企業が半導体産業に属することになる。 
 半導体産業は、製品のライフサイクルが短く、技術革新も激しい産業であることから、IT
業界の中でも、景気変動が激しい産業である。従来、日本においては、大手コンピュータメー
カーのほとんどが半導体事業を持っていたものの、全世界のシェアを外国企業にとられ、不況
時に全社の業績に多大な悪影響を及ぼすこととなった。そのため、今現在では大手コンピュー
タメーカーとして半導体事業を主力事業として継続しているのは、ソニー株式会社と株式会社
東芝、シャープ株式会社のみであるとされ、他の大手コンピュータメーカーは共同で半導体事
業を切り離し、ルネサスエレクトロニクス株式会社18やエルピーダメモリ株式会社19として日
本の半導体産業を支えている。また、半導体製造装置を主軸とする会社としては、東京エレク
トロン株式会社が挙げられる。 
 日本の半導体産業は、海外の企業に大幅に遅れをとっている状態である。その参考資料とし
て、以下【表 1－1－1】に 2012年の半導体産業の世界売上ランキングを掲載した。当該資料
の出典は、1997年から半導体業界の市場調査を行っている米国の ICインサイツ社の 2012年
調査レポート（単位は百万米ドル）である。 
 
                                                   
14 『2011-’12 最新 パソコン・IT用語事典』：p.930 
15 電流の増幅作用や電圧の制御などに利用される代表的な半導体素子の一つ。 
16 電流を流すと各種の光を放出する半導体素子。 
17 特定の複雑な機能を果たすために、多数の素子を一つにまとめた電子部品のことを指し、
Integrated Circuit(IC)とも言われる。 
18 ルネサスエレクトロニクス株式会社は三菱電機株式会社及び株式会社日立製作所から分社
化していた株式会社ルネサステクノロジと、日本電気株式会社(NEC)から分社化していたNEC
エレクトロニクス株式会社の経営統合によって平成 22年 4月に設立された。 
19 平成 11年 2月に日本電気株式会社(NEC)と株式会社日立製作所の DRAM事業部門の統合
によって設立された NEC 日立メモリ株式会社が平成 12年 5月に商号を変更し、エルピーダ
メモリ株式会社となる。しかし、平成 24年 2月には会社更生法適用を申請しており、現在で
は米国のマイクロン・テクノロジー社の完全子会社となっている。 
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【表1－1－1】 平成24年の半導体企業ランキング
 
 
上記の【表 1－1－1】を見ると、日本勢の半導体企業の世界ランキングは、株式会社東芝が
6位、ルネサスエレクトロニクス株式会社が 7位、ソニー株式会社が 12位という順番になっ
ており、トップである米国のインテル社と韓国のサムソン社との間に大きな差が見られる。ま
た、4位のクアルコム社と 11位のブロードコム社は共に米国のベンチャー企業であるが、こ
れらの企業は、近年のスマートフォン専用の ICチップの市場規模拡大に伴い、大幅に業績を
上げてきた企業である。 
ここで、【表 1－1－1】には、2012年のランキングと 2011年のランキングが並列して掲載
されているが、わずか一年足らずで順位が激しく変動しているところも見られる。これらは、
半導体産業の競争が激しいことを表しており、その理由として、半導体を部品として扱う他の
IT製品の技術革新が激しいことなどが挙げられる。 
また、半導体産業では、技術革新の速さや開発費の大きさから、半導体産業内で連携をとる
ことが多い。例えば、半導体の設計と生産だけを行う企業としてはホン・ハイ社（台湾）が挙
げられ、半導体の製造装置のみの製造・販売では東京エレクトロン株式会社（日本）、検査装
置の製造・販売では株式会社アドバンテスト（日本）、半導体の商社的な役割を担う企業とし
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ては株式会社日立ハイテクノロジーズ（日本）が挙げられる。これらの企業はそれぞれが半導
体を通じて、相互に差別化を図り、産業内で役割を分担することで協力的な事業活動を行って
いる。ただし、一方で、CPU(Central Processing Unit)20で全世界の 90％以上のシェアを確保
する米国のインテル社のように、自社で工場を持ち、製品の設計から製造まですべてを自社で
行っている企業も存在する。 
半導体産業の過去の不正事例として、最も世間を騒がせたものとしては、平成 22年に発生
した株式会社エフ・オー・アイ（以下、「FOI」とする）の虚偽記載事件であろう。FOIは、
平成 21年 11月に、東京証券取引所マザーズ市場に上場を果たしたのだが、そのわずか 6ヶ月
後の平成 22年 5月に粉飾の容疑がかかり、証券取引所等監視委員会の強制捜査を受け、同月
に東京地裁に対し破産手続開始の申立てを行った。そのため、翌月の 6月にマザーズ市場にお
いて上場廃止に陥った企業である。また、その粉飾額も驚くべきものであり、粉飾時に提出し
ていた有価証券届出書にある売上高の 97%が架空のものであった。手口は至って単純な架空売
上の計上であったが、収益認識基準に IT業界の取引慣行を悪用したものを採用し21、監査人に
虚偽の説明を行っていたという経緯がある。 
FOIのような大規模な不正が引き起こされた原因は、半導体産業の景気変動や競争の激しさ
が背景にあるといえる。そのため、監査人としては、業界の動向を視野に入れた企業の全体像
の理解が必要となるであろう。 
以上のような特徴を持つのが半導体産業である。 
 
C．ソフトウェア産業 
 ソフトウェア産業とは、主に個人や法人向けに完成されたアプリケーションソフトウェア22
や、パソコンの基本機能を提供する OS (Operation System)23、データベースなどのミドルウ
ェア24を開発・販売する企業群を指す。また、完成品を提供するだけではなく、他の法人等に
                                                   
20 コンピュータの中枢部分に相当する、基本処理装置・制御装置・入出力処理装置(チャネル)
などの主要部分をまとめた装置のこと。 
21 FOIが採用していた収益認識基準は「設置完了基準」といい、提供した財貨（FOIの場合
には、半導体製造装置）が取引相手先の工場に設置された時点を以て、売上を認識する基準で
ある。当該基準自体は同業他社（東京エレクトロン株式会社等）においても採用されている収
益認識基準であり、会計上必ずしも否定されるものではない。しかし、FOIの場合には、当該
取引によって生じた売上債権の回収条件が、「（FOIの）提供した半導体製造装置が相手先の工
場において稼働し始め、その後、目標歩留率を達成した時点を以て回収する」とされていたた
め、著しい売上債権の滞留がみられ、不正発覚時における売上債権回転期間は約 2年となって
いた。なお、このような収益認識基準や売上債権の回収条件の説明は、架空に計上した売上に
係る滞留債権の存在を隠すために行ったものであると推察される。 
22 OSなどの基本ソフトの下で、特定の目的(仕事)のために使用されるソフトウェア。 
23 コンピュータ・システムをできるだけ効率的に利用できるように設計されたソフトウェア。 
24 OSとアプリケーションソフトウェアの中間に位置するソフトウェアの総称をいい、OSの
基本サービスよりも論理的にレベルが高く、アプリケーションソフトウェアに対し、サービス
を提供するものを指す。 
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受注され、独自にソフトウェア開発を行う企業も含まれる。 
 ソフトウェア企業は、一般的に以下【表 1－1－2】のような 3つの分類がなされることが多
い。 
分類 メーカー系 ユーザー系 独立系
親会社 コンピュータメーカー
ユーザー企業
（金融や製造、商社など）
なし
（ただし、メーカー系やユー
ザー系との連携を図る）
強み
親会社に関する製品の
技術を持つこと
業種ならではの業務のノ
ウハウを持つこと
独自の技術やビジネスを
展開しやすいこと
主要取引先 親会社や製造業
親会社や親会社が属す
る業種の企業
業界内の同業者
【表1－1－2】 ソフトウェア企業の分類
 
 
【表 1－1－2】を見ると、当該分類は、親会社によって区別されることがわかる。メーカー
系とは、コンピュータメーカーなどを親会社に持つソフトウェア企業を指し、親会社の製造す
るコンピュータに互換性を持つソフトウェアの開発を行う企業である。一方、ユーザ系とは、
金融業や製造業等の他の業界で活躍する企業を親会社とすることで、親会社のノウハウを利用
し、親会社の業種に適合したソフトウェアを作り出す企業のことを指す。独立系とは、親会社
を持たず、独自にソフトウェアを開発・販売している企業であり、ソフトウェア産業の大半を
占めるものである。 
 ソフトウェア産業の特徴としては、産業内の同業者との取引が多いことが挙げられる。これ
は、ソフトウェア産業の構造が、ソフトウェアパッケージ25の開発やシステムインテグレーシ
ョン26、システム管理受託、コンサルティングなど、各企業がその強みを中心に機能別に専門
化された構造となっていることが原因と推察される。このような構造が生まれた理由としては、
ソフトウェアを利用する企業が大規模化するに当たり、大きな組織を動かすソフトウェアの必
要性が生じ、それに伴い当該ソフトウェアに実装すべき機能に高い専門性が求められためと推
察される。すなわち、一つの企業として全体的なソフトウェアの開発を行うよりも、それぞれ
の企業が様々な分野に対する専門性を高めて業界内の連携を図った方が効率の良い事業運営
ができる。また、ソフトウェアという事業の対象物が、他の企業の追加的な作業を生じさせや
すい性質を持っていることなども原因の一つといえるであろう。 
 ソフトウェア産業のもう一つの特徴は、この産業に属する企業数が非常に多く、その多くが
中小企業であることにある。ソフトウェア産業に属する企業は、全世界に約 23,000社あると
                                                   
25 ソフトウェア本体およびマニュアル等で構成される、販売用にひとまとまりとなった製品形
態のソフトウェア。 
26 ユーザの業務に合わせてコンピュータを高度に利用するため、システムとしての統合化を図
ること。 
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いわれ、日本においても平成 22年度の経済産業省の調査報告では、約 2,600社とされている。
このような中小規模の企業が多い理由としては、ソフトウェア開発業が人材派遣業に近い業態
を採っており、また、店舗も必要なく、仕入もほとんど必要ないため、規模を大きくすること
が必ずしも企業の業績の向上につながらないという特徴があるためであると推察される。しか
しながら、中には、パソコンなどの OS で有名なWindowsを開発し、全世界シェアの大半を
持つマイクロソフト社のような企業もある。 
 過去のソフトウェア産業の不正事例としては、平成 20年 2月に不正が発覚した株式会社ア
スキーソリューションズや、平成 20年 7月に不正が発覚した株式会社ゼンテック・テクノロ
ジー・ジャパン、平成 22年に 7月に不正が発覚した株式会社リミックスポイントなどが挙げ
られる。ソフトウェア産業における企業は比較的小規模なものが多く、不正額も他の産業と比
較して低くとどまっているため、告発事件にまで至った例はないが、産業内部での取引慣行や
プログラムをはじめとする無形の事業対象物が不正に利用されやすいといった特徴が見受け
られる。 
 
D．通信産業 
 通信産業とは、ネットワーク網や交換機、ルータなどの伝送路設備・伝送交換設備及びそれ
らに伴う付帯設備を保有し、利用者に通信サービスを提供する企業群からなる産業である。通
信産業はサービスの提供内容から、①固定通信事業（固定電話、FTTH27、IP-VPN28など）を
営む企業、②携帯通信事業（携帯電話、無線 LANなど）を営む企業、③ISP(Internet Service 
Provider)29事業を営む企業の 3つに分類される。ただし、NGN(Next Generation Network)30
という次世代ネットワークやWiMAX(Worldwide Interoperability for Microwave Access)31と
いう無線通信規格、FMC(Fixed Mobile Convergence)32などのサービスの発展により、今現在、
携帯通信と固定通信の隔たりが失われつつある。また、通信産業では低価格競争などが激化し
ており、通信産業に属する各社は共にユーザ数が頭打ちの状態であるといわれる。また、通信
事業者にとって重要な指標である ARPU(Average Revenue Per User：加入者１人当たりの月
                                                   
27 実際に光ファイバーを利用者の環境に引き込み、高速通信を実現するサービスのこと。正式
名称は、Fiber To The Homeという。 
28 IPベースで運用されているバックボーン・ネットワーク(基幹的役割を担うネットワーク回
線)を経由して構築される、仮想私設通信網(VPN：Virtual Private Network)のこと。企業に
とって、自社内のネットワークと同じような信頼性やセキュリティに優れた専用回線を指す。 
29 インターネットへの接続サービスを行うために、バックボーン・ネットワークを構築・管理
し、他のプロバイダーと相互に接続する事業者のこと。 
30 ITU-T(国際電気通信連合 電気通信標準化部門)などが中心となって標準化を進めている、国
際規格に準拠した次世代ネットワーク。平成 20年に NTTが商用サービスの提供を開始した。 
31 建物内部で利用することを想定した無線 LANとは異なり、利用する周波数帯を変更するこ
とで、人口密度の低い地域や見通しのきかない範囲にある端末との通信を可能にした通信規格。 
32 有線と移動体の両方の通信を組み合わせた電気通信サービスのこと。 
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間収入)33は、各社で減少傾向にあり、トータルコストの更なる圧縮や新たな収入源の確保を目
指す利益体質の強化が必要とされている。 
 また、通信産業に属する企業は、現時点で、上記の 3つの事業を同時に、もしくは、グルー
プ間で行っている企業が多く、垂直統合型の組織形態が大半を占める。例えば、通信業界の最
大手である日本電信電話株式会社(NTT)は①固定通信事業として、日本国内は東日本電信電話
株式会社(NTT東日本)や西日本電信電話株式会社(NTT西日本)、海外等の長距離通信はNTT
コミュニケーションズ株式会社、②携帯通信事業としては株式会社NTTドコモ、③ISP事業
としては株式会社NTTデータをグループに抱え、通信産業全体のサービス提供を行っている。
このような組織形態を採る理由としては、通信事業が大規模な設備（ITインフラ）を必要とす
る業種であることや、音声通信やデータ通信等に必要とされる ITインフラが上記の事業間で
共通して利用できることが挙げられる。 
しかしながら、近年、②の携帯通信事業に関しては、垂直統合型の組織では収益が確保でき
ない状態に陥っているとされる。なぜなら、上記のような低価格競争や日本国内におけるユー
ザ数の頭打ちの現状、MVNO(Mobile Virtual Network Operator：仮想移動体通信事業者)34に
代表されるネットワーク基盤や業務・IT基盤の他事業者への貸与・連携、米国のアップル社や
グーグル社等の海外勢力の日本市場への参入など事態が相次いで起こっているためである。 
従来、携帯通信事業を行う企業は、携帯の端末やネットワークの課金・認証といったアプリ
ケーション機能を自社で制作・提供していくことで他の携帯通信事業者との差別化が図られて
いた。しかし、平成 22年に総務省が「SIMロック解除35」の要請を携帯通信事業各社に発し、
それを受けて携帯通信事業最大手の株式会社 NTTドコモが「平成 23年 4月以降に発売する全
携帯電話端末について、SIMロックを解除する」と発表したことを契機に、上記のような従来
どおりの差別化が図ることが困難になった。以降、携帯通信事業者は親会社を含むグループ内
の通信事業者以外の事業者（携帯端末）に対し、自社のインフラを開放したり、連携を図った
りする必要性が生じ、ビジネスモデル自体を垂直統合型の組織形態から水平分業型へ転換する
ことが模索され始めていると推察される。 
 通信産業の過去の不正事例としては、平成 15年に米国の長距離通信事業を営んでいたワー
                                                   
33 NTTの提出した有価証券報告書によれば、ARPUは「地域通信事業の営業収益のうち、加
入電話、INSネット、及びフレッツ光の提供により毎月発生する収入を、当該サービスの稼働
契約数で除して計算する」としている。日本の携帯電話事業における ARPUは各社共に 8,000
円前後であるとされ、音声電話による収入は頭打ちの傾向が強まっているとの報告もなされて
いる。 
34 無線通信インフラを借り受けて携帯電話などのサービスを提供する事業者のこと。日本では
NECビッグローブなどが知られている。 
35 SIM(Subscriber Identity Module)カードという、携帯電話の番号を特定するために固有の
ID番号が記載されたカードに対して各携帯通信事業者が自社の携帯電話にかけていたロック
を解除することをいう。このロックが解除されるということは、携帯電話の利用者は、好みの
端末に対し、好みの携帯通信事業者の SIMカードを入れて利用することが可能になること、
すなわち、従来まで、利用者の確保に大きく貢献していた携帯端末に対する差別化が図られに
くくなったことを表す。 
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ルドコム社が約 38億円の架空利益を計上し、破綻している。同社の手口としては、本来は発
生時費用処理が求められる研究開発費や消耗品費等を資産計上し、翌期以降の償却費として処
理したとする単純なものであったとされている。 
 通信産業は、初期投資が多いことから新規参入の企業は少ない。しかし、一旦、通信技術に
著しい発展が見られた場合には、従来の ITインフラに対し、莫大な開発費等が必要となる。
また、他社を株式交換等の手法により、設備ごと取り込むような傾向もある。したがって、ワ
ールドコム社のように株価維持を目的とした不正な会計処理が行われる可能性があるであろ
う。 
 
E．インターネットサービス産業 
 インターネットサービス産業とは、インターネットを介して IT関連のサービスの提供を行
う企業群を指す。インターネットサービスには様々なものがあるが、中でもインターネットの
玄関と揶揄されるポータルサイト36運営企業や、近年、利用者のコミュニケーションツールと
して注目を浴びている SNS(Social Networking System)37を運営する企業、電子商取引
(Electronic Commerce：EC)を自社のサイト等で運営する企業、インターネット広告企業、イ
ンターネット介して証券・銀行・保険等の金融事業を行う企業などがある。 
 インターネットサービス産業に属する企業の特徴としては、まず、収益構造が不透明な企業
が存在することが挙げられる。中でも、SNS運営企業については、広告による収入や運営サイ
トによる有料アプリケーションの販売、運営サイトまたはアプリケーション内の課金システム
による収入、仮想空間内のグッズ販売による収入など、多様かつ複雑な収益構造を持つ。例え
ば、日本のゲーム・SNS運営企業である株式会社ディー・エヌ・エーは、携帯電話向けのゲー
ム・SNSサイト（モバゲータウン）を運営する企業であるが、基本的に無料によるサイト運営
をしている。しかしながら、無料で集客をすることによって、広告収入を上げたり、サイト内
のアバターの装飾やゲーム内のアイテムなどの課金システムによって収入を上げたりと、独自
の収益構造を構築している。このように、インターネットならではの企業独自の収益構造を持
つ企業が多い。 
次に、取引形態が多様であり、販売プロセスが不透明であることが特徴として挙げられる。
これは、特に電子商取引を行う企業に多いが、電子商取引には、B to B(Business to Business：
企業間取引)や B to C(Business to Consumer：企業・消費者間取引)、C to C(Consumer to 
Consumer：消費者間取引)の仲介、G to B(Government to Business：政府・企業間取引)など
の種類があり、販売プロセスが不透明な企業が多い。また、電子商取引を営む企業でなくとも、
インターネットサービスを営む企業は、消費者の行動履歴などの情報や大きな集客効果など、
                                                   
36 ユーザがブラウザ(閲覧ソフト)の起動時にアクセスするサイトとして便利なように、生活や
文化、スポーツ、政治などの話題を提供するWebサイトのこと。 
37 社交目的のネットワークを提供するサービスまたはサイトのことをいう。SNSは本論文の
第三章にて取り扱うことから、詳細については後述する。 
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経営上で重要となる情報的資源を多く有する機会がある。このような価値を他者に提供すると
いった、通常の取引と比較して、販売プロセスを理解しにくい企業も存在する。 
さらに、第三の特徴としては、当該産業に属する企業の事業内容から原価と販売費及び一般
管理費（以下、「販管費」とする）を区別することが難しいことである。また、インターネッ
トサービスにおいて提供されるサービスに費やされる資源は、ほとんどがプログラム等の無形
のものであり、その価値や提供されたサービスとの関連性を把握するのも困難であるとされる。
そのため、会計上の特徴としては、原価や販管費の把握に会計上の知識とは異なる専門性の高
い ITの知識が必要とされることが多い。 
 インターネットサービス産業の過去の不正事例としては、平成 16年に発覚したアソシエン
ト・テクノロジー株式会社の事例がある38。同社は主にソフトウェア受託開発業務に従事して
いたが、インターネットサービスを通じて当該業務を提供していたことから、当該産業の区分
で取り上げた。同社は、当時、マザーズ市場に上場していたが、プロジェクト経費の付替えや
外注費の未計上などの手口により、純利益を約 1億 7,000万円過大計上していたとして上場廃
止になっている。 
 以上のように、インターネットサービス産業は、不透明なビジネスモデルや外部から把握し
づらい収益構造、複雑な取引形態等が産業内の企業に存在し、不正会計がなされても監査人が
気付きにくい産業であるといえる。 
 
F．システム開発産業 
システム開発産業とは、SI(System Integration：システム統合)事業を主たる業務とする企
業群を指し、当該産業に属する企業をシステム・インテグレーター(SI)という。システム開発
業務の具体例としては、メーカーの異なるハードウェアをつなぎ合わせたり、そのためのソフ
トウェアを工夫したりすることが挙げられる。 
日本のシステム開発産業の特徴としては、産業構造が、大手企業が仕事を受託し、実際の作
業を下請けに任せるという建設業界に似た、ピラミッド構造が形成されている点であり、この
ようなピラミッド型の産業構造は「多段階請負構造」と呼ばれる。 
当該産業構造を図にしたものとして【図 1－1－2】を示す。 
                                                   
38 アソシエント・テクノロジー株式会社の不正事件は、証券取引等監視委員会(SESC)が公表
する告発事件の一覧表に掲載されていないことから、金融庁による処分を受けていないと思わ
れる。しかし、平成 16年 11月 11日に当時の同社社長が記者会見を開き、そこで平成 14年か
らの 2年間、IT業界の慣行である「スルー取引」を利用して不正を行っていたことを公表し、
平成 17年 1月に上場廃止となっている。 
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【図1－1－2】 システム開発産業のピラミッド構造
 
 システム開発産業の多段階請負構造は、【図 1－1－2】のようになっており、当該構造の上
位には大手の SI企業が存在し、顧客からの大規模システムの受注や官公庁案件の入札を行っ
ている。中でも、官公庁の案件を入札するためには、過去に同様の案件を落札し、システムを
開発した経験があるかどうかが問われていた時代があり、下請けの立場にある SI企業は、落
札経験を豊富に持つ大手 SI企業の下請けとなることで仕事を得ていた経緯がある。 
大手 SI企業は自社のネームバリュー等で入札だけ行い、実際の作業を下請け企業に流すこ
とで、コスト負担を避けながら効率の良い利益を得ることができる。また、下請け企業として
も、自ら営業活動等を行わずとも仕事が来るような環境に身を置くことができ、双方にとって
メリットがあるため、このような構造が形成されたと推察される。 
さらに、これらのピラミッド構造には、事実上の資本関係はないにもかかわらず、大手 SI
企業の系列であると世間的に認知されている下請け企業が存在したり、このような下請け関係
によって外部からは見えない強い協調関係が生じていたりする。このため、システム開発産業
に関しては、資本関係以外の業界内の企業の関係性についても留意する必要があるであろう。 
しかしながら、近年では、上記のようなピラミッド構造に反して、下請けや孫請け企業が大
手のネームバリューに頼ることなく、自身で積極的な営業活動を行い、ピラミッド構造から脱
却するような事例も出ている。そのような現象が生じた主な要因は、オープン・システムの時
孫請け企業 
曾孫請け企業 
下請け企業 
（大手メーカーや系列企業） 
大手企業 
プログラミング 
テスト 
人材派遣など 
顧客 
ネームバリュー等による受注 
受注 
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代39が到来したことである。ここで、オープン・システムとは、「コンピュータ・システムのほ
とんどが公開されている形式のこと」を指す40。このようなオープン・システム化の波に乗り、
下請け企業から脱却する企業の例としては、現在、宛名印刷ソフト「筆まめ」で有名な株式会
社クレオなどが挙げられる。また、もう一つの要因としては、官公庁の動きが挙げられる。近
年、官公庁のシステム開発の案件を落札する大手企業に対し、コスト面等を疑問視する声が聞
こえたことから、企画・開発・保守（運用）の作業ごとに受注企業を分離させるような動きが
みられている。そのため、双方にとってメリットのあったピラミッド構造が崩れていくと推察
する専門家もいる。しかしながら、下請け企業としては、人材派遣により自社の技術者に経験
を積ませることができたり、大手 SI企業のノウハウを得ることができたりと、未だピラミッ
ド構造にはメリットが存在する。したがって、当分の間はこのようなピラミッド構造は残ると
推察される。 
 システム開発産業の過去の不正事例としては、平成 16年 11月に不正が発覚したメディア・
リンクスが挙げられる。また、平成 20年に処分された株式会社アイ・エックス・アイ（以下、
「IXI」とする）、平成 22年に処分されたニイウスコー株式会社（以下、「ニイウスコー」とす
る）もシステム開発産業に該当しており、これら 3社は架空循環取引による不正を連鎖的に行
っていたことが後の調査によって判明している。この点は、不正の期間や規模から見ても、IT
業界の最大の不正であるといえるため、次章の事例分析において取り扱うこととする。 
また、システム開発産業は、上記のピラミッド構造により受注されたシステム受注・企画・
開発・運用・保守等の作業段階を踏むたびに、製品や商品が産業内の企業を渡り歩く傾向があ
る。そのため、販売相手が不透明になったり、付加価値の追加を伴わない取引がなされたりと
不正な会計処理がなされる可能性が高い産業である。詳細は次章において検討するが、メディ
ア・リンクスをはじめとする企業が不正の手口として使用していた架空循環取引は、このよう
な産業構造が隠蔽の手助けをしていた可能性もある。したがって、監査を行うに当たり、シス
テム開発産業の特徴と当該産業で行われる取引の全体像の把握は重要なものとなると推察さ
れる。 
 
G．ITコンサルティング産業 
 ITコンサルティングとは、顧客となる企業の経営に合致した ITを導入するために、IT導入
のプラン策定や、ITの導入・稼働・運用などがスムーズに進むようサポートすることであり、
このようなサービスを提供する企業群を総じて ITコンサルティング産業という。  
 ITコンサルティング業務は、大別すると「上流コンサルティング業務」と「下流コンサルテ
ィング業務」の 2つに分類される。前者は、顧客企業が ITを導入するに当たり、当該企業の
                                                   
39 一般に、システムの開発や利用にはハードウェア等の外部仕様やインターフェース(操作方
法)情報が必要とされるが、時代の変化により、それらが自由に使える形式で公開され、異機種
環境でも単一のものとして利用できるようになった。 
40 『2011-’12 最新 パソコン・IT用語事典』：p.496 
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業務内容を分析し、どのように改善すべきか、改善した際にどのような ITを利用すべきかな
どのプラン策定を行う業務をいう。一方、後者は、上流コンサルティング業務によって策定さ
れた IT導入プランや顧客が独自に策定した IT導入プランをスムーズに進行させるべく、サポ
ート役として従事する業務をいう。そのため、ITコンサルティング産業に属する企業は、主に
サポート役として、他の IT産業の企業、とりわけ、システム開発産業の企業との連携を図る
ことが多く、また、IT業界の企業とそれを利用する顧客企業との仲介役としても機能する。 
 ITコンサルティング産業の主な特徴としては、上にも示したとおり、他の IT企業と顧客の
仲介役またはサポート役として機能する点である。ITコンサルティング企業は、ITを導入す
ることで業務を効率化した企業と IT関連の製品を提供したい IT企業の橋渡し的な存在である。
そのため、代理人的な業務を行う企業が大半である。また、様々な企業と接触する機会が多い
ことから、業界動向に関するデータを豊富に持ち合わせている企業が多く、それらの情報をサ
ービスとして他の企業、あるいは、書籍にして消費者に対し提供している場合もある。 
 ITコンサルティング産業の過去の不正事例については、関与者としての事例がほとんどとい
える。例えば、平成 15年に伊藤忠テクノサイエンス株式会社（現、伊藤忠テクノソリューシ
ョンズ株式会社）の役員がメディア・リンクスの架空循環取引に関与していたとして逮捕・起
訴されている。このように、ITコンサルティング産業の仲介役としての機能を悪用し、他の
IT産業の不正手口に加担するような事例も見られている。また、ITコンサルティング産業に
属する企業は IT業界の構造を熟知していることから、業界の慣行等を利用した不正な会計処
理を提案するような可能性も否定できない。さらに、ITコンサルティング産業に属する企業は
IT企業同士の企業結合の際に、専門家としてのれんの評価等を担当することがあり、のれんの
過大評価等、ITコンサルティング企業が不正に関与することで企業結合会計自体が不正に利用
される可能性も否定できないであろう。そのため、監査人は ITコンサルティング企業の不正
関与についても注意を払う必要があるといえよう。 
 
 以上のように、ここでは、幅広い領域を持つ IT業界の業務内容を 7つの産業分野に分類し、
各産業の説明を行った。以下では、上記で説明したこれら 7つの産業の特徴や当該産業での不
正事例を参考にしながら、IT業界全般の会計環境について検討することとする。 
 
(3) IT業界全般の会計環境の特質 
 IT業界全般に共通する会計環境には、大きく分けて二つの特質があるといえる。 
 まず、事業の対象物が無形であることである。IT業界には、ソフトウェア開発やシステム開
発、ライセンス41販売や IT専門知識の提供を行うコンサルティングサービスなどが存在するが、
そのどれもが無形の財貨または役務を事業の対象物とする業種といえる。もちろん、コンピュ
ータ開発メーカーや半導体メーカーのように有形の財貨（ハードウェア等）を提供する企業も
                                                   
41 使用条件や契約条項に従って、特定の権利を使用するための許可証。多くのソフトウェアは、
使用許諾条件によって使用者の人数制限を設けている。 
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存在するが、それらの企業に関しても、当該財貨の価値を決定する主な要因は、ハードウェア
等を動作させるソフトウェアやプログラム等であるといえよう。 
 また、事業の対象物が無形であるということは、監査上、様々な問題を生じさせる要因とな
る。例えば、ソフトウェア等の開発を業務とする会社に対しては、外部から当該ソフトウェア
の開発状況や内容を確認することが困難である。また、ライセンスに関しても、開発当事者以
外がその内容や実在性を確認することは困難である。さらに、ソフトウェアの開発を行う企業
の場合、その作業は、企画・設計から検収・完成に至るまで、プロジェクトチーム内で完結し
ていることが多く、閉鎖性が高い。そのため、会計上の数値の信頼性を確保するためには、当
該プロジェクトに精通する人物に内容の説明を求めなければならないであろう。また、事業の
対象物が無形であるが故に、企業内部でも内部統制上の問題が生じる。目に見えない価値を管
理するためには、数値等の定量化された指標を用いる必要があるため、当該指標の管理に関し
ては、厳格な内部統制が必要となるであろう。このように、事業の対象物が無形であることは、
会計・監査上、様々な問題点を生じさせる要因であるといえる。 
 次に、第二の特徴として、技術環境が著しく変化することが挙げられる。IT業界は、技術革
新が起こる頻度が高く、製品や技術のライフサイクルが極端に短いという特徴がある。とりわ
け、半導体産業はその典型例であるといえよう。その他にも、IT業界は技術革新による環境の
変化以外に、法令等の変更による環境の変化、新規ベンチャー企業の登場による環境の変化等、
様々な変化にさらされており、監査人においても、そのような環境の変化に十分に対応してい
なければ、企業の実状を考慮した効果的な監査を行うことは困難であるといえよう。 
また、このことから IT業界に属する企業は、急激な環境変化に柔軟に対応するべく、経営
資源を社内に蓄積するという特徴も見受けられる。また、自社の経営資源が不足している場合
には、必要に応じて外部から積極的に支援を受けることもある。このような特徴は、業界内の
企業の協調関係を強めるものであるといえる。業界内に強い協調関係があることは、新たな技
術開発の促進や業界内における不当な競争の防止といったメリットが得られるものの、一方で、
外部から見えない不透明な環境による業界特有の慣行や特異な業界構造や、高度な専門的知識
を必要とする複雑な取引が発生するといった、デメリットもあると推察される。 
 以上の二点（事業の対象物が無形であること、技術環境が著しく変化すること）が IT業界
に共通する会計環境であると推察される。これらの会計環境は、監査人にとって不正を看過す
るといったリスクの高いものである。実際に、過去の不正事例を見ても、これらの環境が悪用
された結果として、監査人が不正を看過しており、責任追及にまで発展している事例も存在す
ることから、早期の対応が図られなければならないといえる。したがって、以下では、特に注
目すべき IT業界の取引慣行について、考察を行うこととする。 
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第二項 IT業界における慣行の考察 
 ここでは、IT業界における特殊な慣行がどのように発生し、それらが過去にどのような形で
不正に利用されたかについて考察を行う。 
 
(1) IT業界の取引形態と悪しき慣行 
 IT業界の取引はその事業物の特殊性から、「開発型」、「コンサルティング型」、「商社型」と
いう 3つに分けることができる。 
まず、開発型とは、ソフトウェアやシステム等を自らが制作し、それを納品する取引形態を
指す。このような取引形態は、一社もしくは企業グループとして行われ、グループで行う場合
には、トップの企業がそのネームバリューで仕事を受注し、企画・設計といった上流の開発工
程のみを担当し、その後、複数の下請企業に実際のプログラミングや個々のプログラムのテス
ト等を任せるといった形態を採ることが多い。これは、前述したシステム開発産業における多
段階請負構造と同じ原理である。このような取引形態に関しては、一つの製品に対し、複数の
企業が制作に絡んでいることから、開発担当者以外がその内容を確認することが困難であり、
また、実際に受注を行ったトップの企業は動作面の品質管理しか行っていない場合があり、実
際にどれほどのコストが発生したのかといった点や将来の保守作業がどのように変化するの
かといった点を把握していない場合があるといった特徴がある。 
次に、コンサルティング型についてであるが、これは、契約に基づいて様々なサービスを提
供することを目的とした取引形態であり、その内容は契約形態によって変化するものである。
一般的な契約形態としては、請負契約、準委任契約、SES(System Engineering Service)契約、
派遣契約に分類され、それぞれの違いは【表 1－1－3】のとおりである。 
【表1－1－3】 IT業界の契約形態の区別
契約形態 対価 指揮命令系統 責任 著作権
請負契約 成果物自体 請負側の指示
成果物完成責任
瑕疵担保責任
請負側(※)
準委任契約 作業 受任側の指示 過失責任のみ 受任側
SES契約 作業者の能力 受任側の指示 過失責任のみ 委任側
派遣契約 作業者自体 派遣先の指示 なし 派遣先
※特段の定めがない場合
 
 
【表 1－1－3】に示したとおり、基本的に各契約形態の違いは、何を対価としているのかと
いう点と、指揮命令系統がどちらに帰属するのかといった点にある。その違いによって、完成
された成果物を提供するのか、人材を選抜して提供するのか、マニュアル化された作業を提供
するのかといったように、取引内容に差が生じてくる。また、これらの契約形態は、契約書に
明記されているはずのものであるが、証憑等に示された形式と実際の作業内容等の間に矛盾が
ある場合、二重派遣や偽装請負といった違法行為に該当する可能性がある。したがって、監査
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人としても、業務内容を理解する際、形式と実態の間に矛盾がないか確認し、検討する必要が
あるといえよう。 
 最後に、商社型であるが、これはソフトウェアを含むシステムやライセンスを取次販売する
ことを目的とする取引形態であり、自社の保有する販売ネットワークを用いて仲介取引を担う
ものである。商社型の取引形態には、ユーザに対して販売を行うものもあるが、ユーザが直接
の取引先ではない場合もある。また、商社型の取引形態を持つ企業が、取次販売を依頼した開
発元の製品について検査立会等の保守作業を求められることもあり、契約の内容によって提供
する役務は様々な形態をとる。 
 以上の 3つが IT業界で主に行われる取引形態であるが、これらのうち特に商社型の企業に
は注意が必要である。過去の不正事例を見ても、商社型の企業が不正に関与していることが多
く、また、商社型の企業が架空循環取引等の不正に介入することによって、監査人による不正
の発見が一層困難になるといえる。さらに、このような商社的な取引は、特にソフトウェア産
業やシステム開発産業、あるいはこれらの産業にハードウェアを組み合わせた産業においてよ
く見られる。具体的には、ソフトウェア・システム開発の一環として、ハードウェアや既にパ
ッケージ化されたソフトウェア等の取引が、これらのサービスや製品を提供する企業間で日常
的に行われている。中には、商社的な役割を担う企業であるにもかかわらず、在庫リスク等を
抱えず、物理的にも機能的にも付加価値の増加を伴わない企業、すなわち、実質的に帳簿を通
過させているに過ぎない仲介取引も存在しているのが現状である。この点に関しては、代表的
な取引が 3つあり、これらは後述する「(3) 悪用された取引慣行の考察」において取り扱うこ
ととする。 
 また、これら商社的な取引に付随して問題となる慣行は、証憑の形式化であるといえよう。
IT業界では、上記のような取引形態の複雑化や無形の事業物を取り扱うといった特徴から、形
式的に証憑が発行されている場合があり、契約時に締結した契約書の内容について、追加的な
作業が発生する旨が抽象的に記されている場合や、保守作業等の内容について明確な期間が記
されていない場合などがある。これらは、ソフトウェアやシステムといった事業物の性質上、
不確実な事象により将来的に作業内容や保守期間に変更が生じるため、やむを得ないものでは
あるが、この事実を悪用するような事例もある。さらには、検収等に関して、実際の検収作業
が完了していないにも関わらず、検収書が発行されていることがあることや、分割検収等の内
容を明記していない場合など、証憑に関する問題点は後を絶たない。したがって、監査を行う
にあたり、形式的な証憑確認等のみで監査証拠を得たと判断することには注意が必要であると
いえよう。 
 以上が、IT業界の取引慣行であり、これらは実務上、やむを得ないものであるといった側面
があるものの、悪用されていることは事実である。そのため以下では、まず慣行を生じさせる
原因を具体的に検討し、その後、実際に悪用されている取引について具体的に述べることとす
る。 
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(2) 特有の慣行を生じさせる具体的要因 
「(1) IT業界の取引形態と悪しき慣行」において、商社的な取引と証憑の形式化について触れ
たが、このような慣行を作り出した原因は、IT業界の取り扱う事業物の特性と環境、及び、そ
れらに対応するために変化した業界の構造にあると考えられる。IT業界は、前述した「第一項 
IT業界の構造研究 (3) IT業界全般の会計環境の特質」で触れたとおり、①事業の対象物が無
形であること、②技術環境が著しく変換することといった会計環境の特質がある。そのため、
これらの環境に対応すべく、取引慣行は発展したと推察される。 
まず、証憑の形式化については、①の特質のように、事業の対象物が無形であるが故に、証
憑等の文書の発行回数が他の事業と比較して多いことや、契約時点では成果物がどのような機
能を有するかを予測することが難しく、契約書には暫定的な内容の記載しかなされていない場
合が多いことが推察され、また、②の特質のように変化する技術環境に迅速に対応する必要が
あることから、抽象的な内容、あるいは、実際の作業が完了していないにもかかわらず早期に
証憑を発行してしまうといった現状が推察できる。 
そして、②の特質による影響から、IT業界の企業は、リスクの大きい自社のみでの開発を避
けるために、必要に応じて外部から積極的な支援を受ける傾向があり、これが【図 1－1－2】
で示したシステム開発産業における多段階請負構造を生み出したと考えられる。また、このよ
うな構造に加え、ITの発展によって、ハードウェアやソフトウェアといった ITの構成要素の
垣根を越えた協力が必要となり、産業外部との連携を担う商社的な取引を事業とする企業が出
現したと考えられる。なお、この商社的な取引を行う企業の多くは、大手のコンピュータメー
カーの一部門から派生したものであったり、商社が行う事業の延長線上で発展したものであっ
たりすることから、IT業界の発展や過去の経験から新たに生じたものであると考えられる。商
社的な取引を行う企業は、他の IT業界にとっても、自社で販売先を探すといった負担から解
放され、開発にコストを集中することが出来たり、在庫リスク等のリスク回避が図られたりと
いったメリットがあり、これらのニーズがこのような慣行を生んだとも考えられよう。 
 一方で、上記のような慣行が IT業界の環境や構造、それらに伴うニーズといった合理性か
ら生み出されたのに対し、これらの慣行を悪用した例が後を絶たない。第二章において詳細に
事例を取り上げるが、IT企業による不正が、これらのような IT業界特有の慣行を使い、監査
人を含む利害関係者を騙したことは明白であり、また、このような慣行を悪用することに対し、
監査人側には今のところ有効な対策がないことも事実である。 
そのため、以下では、慣行を悪用した取引について代表的なものを解説し、対策を検討して
いくこととする。 
 
(3) 悪用された取引慣行の考察とその対応策 
 IT業界の取引慣行として悪用されるものの代表例としては、日本公認会計士協会が平成 17
年 3月 11日に公表した『IT業界における特殊な取引検討プロジェクトチーム報告「情報サー
ビス産業の監査上の諸問題について」』で取り上げられている「スルー取引」と「クロス取引」、
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並びに「Uターン取引」の 3つであろう。ここでは、これらの取引について、実際のモノの動
きを踏まえた内容の解説を行うとともに、状況に応じた対応策について検討する。 
 
A．スルー取引 
 スルー取引とは、複数の企業間で売上金額等の増額などを目的として行われる仲介取引であ
り、故意に企業を介入させることで、取引規模の増額を図るものである。具体的な例として、
【図 1－1－3】にスルー取引の概要を示す。 
【図1－1－3】 スルー取引
 
 
 【図 1－1－3】のように、スルー取引は、本来の販売先ではない会社を介入させることで、
取引金額を増額したり、製品の納入までのタイムラグを利用した押し込み販売を行ったりする
ために用いられている。ただし、このような取引自体は、B社が販売網の狭い A社に対して C
社を紹介するネットワークを有しているならば、経済的合理性のある取引であるといえ、取引
自体に問題はないといえる。しかし、仮に B社が会社としての実態を有していない、あるいは、
B社を介さなくとも正常な販売取引を A社‐C社間で実現できる場合には、取引金額を増額さ
せる目的で B社の帳簿を通過させているに過ぎないと判断されるため、不適切な取引となる。 
また、このような取引は、IT業界の慣行として把握されている「口座貸し取引」という取引
にも似通っている。口座貸し取引とは、「IT製品のメーカーが信用力の低い中小企業などに機
器を販売する際に、信用力のある企業を伝票に介入されることで、信用力に応じた値引きを行
う取引」である42。 
ここで、口座貸し取引を具体的に説明するために、以下に【図 2－1－4】を示す。 
                                                   
42 平成 16年 11月 30日付の日本経済新聞の記事における記載を引用した。 
A社 C社 
B社 
実際のモノの流れ 
（仲介） 
（販売者） 
） 
（販売先） 
） 
B社に販売 
一旦、 取引金額を増額して 
C社に販売 
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【図1－1－4】 口座貸し取引
 
 
 上記のとおり、口座貸し取引は、メーカー側からすれば信用力のある大手企業に販売するこ
とから代金決済に関してリスクを軽減することができ、一方、大手企業側からすれば、信用リ
スクを負うだけで（開発リスクを負わずに）利得を得ることができるというメリットがある。
また、中小企業側からすれば、多くの値引きをしてもらえるという全ての取引関係者にメリッ
トがある取引である。もともと技術革新が激しく、資金を適切に運用したい IT業界の企業に
おいて代金回収に関するリスクの低減は最重要項目であるものの、新興市場であるが故に信用
力の低いベンチャー企業を販売相手先としなければならない。このような現実から、信用力を
持つ大手企業が信用リスクを負担する商社的な取引を行うようになったと推察される。 
上記のような取引は一定の経済的合理性が見受けられ、IT業界の現状からすれば致しかたな
い慣行であると思われるのだが、このような取引慣行はスルー取引と相まって不正な売上高や
利益の水増し、納入までのタイムラグや不良在庫の飛ばしなどに結びつく虞がある。また、こ
れらを利用した不正な取引に関しては、取引に係る証憑がすべてそろっていることが多く、証
憑のみの確認では発見が困難である。さらには、このような取引の経済的合理性を検討する要
といえる仲介企業の信用力の判定には困難が伴うであろう。したがって、監査人としては、必
要に応じて、取引実態の適切な把握を行うために、取引に関与した企業の全体像の把握、各取
引先への質問とその回答に対する整合性の確認、伝票等の証憑の日付に留意したモノの流れの
調査等、形式面と実態面の双方を勘案した総合的な判断と検証が必要となるであろう。 
加えて、これらの取引については、取引自体の合理性が確認できたとしても、会計上の問題
点が生じる場合がある。【図 1－1－3】における B社や【図 1－1－4】における大手企業は、
取引の中で付加価値を生まない転売を行っているに過ぎない。すなわち、代理人としての機能
しか有していないため、本来であれば、委託販売と同様に手数料収入のみの収益計上が適切で
あると考えられるが、実際には、売上金額の全額を計上している場合がある。また、現行制度
上、我が国の会計基準には、売上の総額・純額計上に関する基準が存在せず、監査人としても
指摘しづらいのが現状である。したがって、この点については後述する「第二節 IT関連の取
引の会計上・監査上の問題点と対応策」で検討することとする。 
メーカー 中小企業 
大手企業 
2割引しかできない 
（信用力が低い） 
（信用力が高い） 
4割引できる 3割引で 
販売 
 一割の利得を得る 
信用力に応じた値引きを実施 
(大手企業の信用力 
の高さから) 
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B．クロス取引 
 クロス取引とは、複数の企業が互いに商品や製品、ライセンスなどをクロスして一旦販売し
合い、その後在庫を保有し合う取引である。また、在庫を保有しないにしても、外部に販売す
るに当たり、互いを介入させるケースもある。その概要は【図 1－1－5】のとおりである。 
【図1－1－5】 クロス取引
 
 
 【図 1－1－5】のように、クロス取引は、二社以上で自社の製品等を互いの企業に一旦販売
し合う取引を指し、外部の企業に販売したことを以て、売上計上を行うものである。また、ク
ロス取引の中には、転売した相手方の商品について、商品受注前又は顧客からの返品に関する
一般的な在庫リスクを負っていない場合や、在庫を保有しているにもかかわらず製品やサービ
スの仕様の決定に加われない、もしくは、自由に販売価格を設定する裁量が認められていない
場合などがあり、実態として販売の事実がないような場合もある。このような取引については、
一時的な利益操作に用いられる恐れがあり、単なる物品等の転換を以て収益の認識を行うこと
は、不適切な処理と考えられる。 
したがって上記のように、クロス取引は取引条件によっては、会計上の問題を含む不適切な
取引である場合があり、監査人としては訂正を求めなければならない事態が生じる可能性があ
る。しかしながら、実務上、このような取引に類似する適正な取引として、クロスライセンス
契約といった取引があるため、一様に不適切な取引として訂正を求めることは出来ない。 
ここで、クロスライセンス契約とは、企業が所有する製造技術や特許使用の技術をほかの企
業と相互に使用することを許諾する契約を指し、互いが保有する特許を交換して利用すること
で、開発費用を軽減する目的や、事前に特許紛争を回避する目的で行われるライセンス契約で
ある。近年においては、技術の複雑化や競争激化により、他社が保有する特許に抵触せずに技
術開発を行うことが困難になっていることから、技術提携の一環としてクロスライセンス契約
を交わす企業が増加している。このクロスライセンス取引も図にすると、上記のクロス取引と
類似した図になる事を示すため、【図 1－1－6】にその取引内容を示した。 
A社 B社 
商品、製品、ライセンス 
商品、製品、ライセンス 
商品 
製品 
ライセンス ライセンス 
商品 
製品 B社の A社の 
保有、もしくは、転売 保有、もしくは、転売 
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【図1－1－6】 クロスライセンス契約
 
 
【図 1－1－6】のように、クロスライセンス契約は経済的な合理性のある取引であり、双方
の企業が適正に事業活動を行うにあたって、重要な技術提携であるといえる。また、とりわけ
ハードウェア産業やソフトウェア産業においては、様々な部品、あるいは、ソースプログラム
43を組み合わせて IT製品を生み出す必要がある。その個々の部品には多くの企業の特許が存在
し、それらを考慮した上で開発活動を行わなければならないことから、クロスライセンス契約
は IT企業が事業を行う上で、重要な取引であるといえよう。しかし、クロスライセンス取引
は悪用されるクロス取引と非常に似たような取引の全体像を有しており、それらを区別するこ
とが困難であるといえる。したがって、当該取引に類似する実態を持つ取引については、販売
された商品や製品に係る条件（販売される製品等の仕様決定に関わっているかどうかや、価格
決定権があるかどうか）を把握し、当該取引が実態として販売に値するかどうかを検討すべき
といえる。また、当該取引に関し、取引の当事者双方が在庫リスクや代金回収の信用リスクな
どといった一般的なリスクを負っているか否かについても検討すべきであるといえよう。 
加えて、このような取引については、売上に関する期間帰属の適切性といった収益認識に関
する会計上の論点が生じる。クロスライセンス契約は、契約内容によって、契約総額、支払時
期、支払金額といった契約条件とライセンスの利用期間や効用に差異が生じており、これらの
契約要素がどのように対応しているかについて慎重に判断をする必要があるといえる。また、
ライセンス利用料については、受け取る側の会計処理も論点となっている。この点についての
内容は後述するが、受け取ったライセンス利用料の収益認識時点やライセンスに関する売上と
原価との対応、ライセンス自体の金額的評価とった論点が挙げられ、現行基準を踏まえた検討
が必要であると思われる。 
                                                   
43 プログラミング言語の文法に従って記述された文字列のことであり、プログラム自体の核と
なる文字列である。通常は、開発したプログラムが利用者等に複製されるのを防ぐため、開発
者は当該文字列を何らかの方法で秘匿しており、当該プログラムの利用者とライセンス契約を
締結することによって、当該プログラムの利用を許可するという形式を採用している。 
A社 B社 
ライセンス 
ライセンス 
B社の特許技術で A社の特許技術で 
技術開発を行う。 技術開発を行う。 
製品化 製品化 
・開発費の軽減 
・特許紛争の回避 
・ 
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C．Uターン取引 
 Uターン取引とは、自社が起点及び終点となって、その間に商社的な取引を行い、最終的に
自社が販売した商品・製品等が複数の企業を経由して自社に Uターンして戻り、在庫又は償却
資産として保有される取引である。以下【図 1－1－7】に、4社でUターン取引を行った場合
における取引の全体像を示す。 
【図1－1－7】 Uターン取引
 
  
【図 1－1－7】のように、Uターン取引は、自社で開発した製品等を他の企業に販売し、そ
れが複数の企業を経由した上で、自社に戻る取引である。このような取引は、A社が B社に販
売した物品等が最終的に A社に戻っている以上、当該取引による資金の動きを売上高として計
上するのは実現主義に照らして著しく不適切であり、このようなスキームを用いる不正な会計
処理が架空循環取引である。当該取引は、企業外部者である監査人がそれを発見することが困
難であるのだが、当該取引は一度手を染めてしまうと取引金額が膨大になり、発覚時に会社が
被る損失は膨大なものになる。そのため、監査人としても安易に看過してはならない取引であ
るといえよう。さらに、【図 1－1－7】における C社や D社のように、首謀者の A社から直接
に販売されていない企業は、架空循環取引とは知らずに不正に加担してしまっている場合もあ
る。したがって、現時点における有効な防止策としては、会社側が自らの手で内部統制を有効
に保ち、違和感のある取引には、事前の審査等を行い、適正な承認手続を踏むといったことで
あると第一義的には考えられているのだが、監査人側においても何らかの対応策を早期に見つ
けなければならないのが現状であるといえよう。 
 このように当該取引は、一般的に認知されている不正手法と似通った取引であり、売上高に
よる収益計上は不適切であることは【図 1－1－7】により見て取れる。ただし、このような取
引の全体像を以て、一概に経済的合理性が存在しないと判断することは出来ない。その理由は、
IT業界の企業に見られるソフトウェア等の開発工程のプロセスが Uターンする仕組みになっ
A社 
B社 
C社 
D社 
（終点） （起点） 
①B社へ販売 
②C社へ販売 
③D社へ販売 
④A社へ販売 
在庫または償却資産 
として保有 
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ているためである。 
このことを説明するため、【図 1－1－8】に一般的なソフトウェア・システム開発プロセス
を示した。なお、【図 1－1－8】は、ソフトウェア・システム開発に関する標準的なフレーム
ワークを提供する『共通フレーム 2007(英語名：SLCP-JCF2007)』44の記載を参考にした。 
【図1－1－8】 共通フレームにおける開発工程
 
 
【図 1－1－8】のように、一般的なシステムの開発作業はテストを含め、10のステップを経
ることになる。ここで、図中における「要件定義」とは、システムやソフトウェアの開発にお
いて、実装すべき機能や満たすべき性能などを明確にしていく作業のことであり、実際の開発
や実装作業を始める前に行う作業の一つである。そして、開発作業にある「システム要件定義」
と「ソフトウェア要件定義」はそれぞれ、システムレベル・ソフトウェアレベルでの機能や性
能を明確にする作業である。このように、システムの開発作業は、多くのステップを要するの
だが、これら一連のステップは一つの企業で行われる事よりも、ステップごとに下請企業に流
すことが多い。つまり、トップの企業が仕事を受注し、ユーザとともに理想的なシステムの機
能や性能を決め、システム開発の大枠を担う下請企業に作業を流す。そして、その下請企業が
                                                   
44 コンピュータ・システムの開発において、システムの発注側（ユーザ）と受注側（ベンダー）
の間で相互の役割や業務の範囲・内容、契約上の責任などに対する誤解が内容に、双方に共通
して利用できるよう用語や作業内容の標準化するために、情報処理振興事業協会(IPA)によっ
て作られたガイドラインのこと。 
システム要件定義 
システム方式設計 
ソフトウェア要件定義 
ソフトウェア詳細設計 
ソフトウェアコード作成及びテスト 
ソフトウェア結合テスト 
ソフトウェア適格性確認テスト 
ソフトウェア方式設計 
システム結合テスト 
システム適格性確認テスト 
詳
細
化 
ま
と
め
あ
げ 
受注 
・企画 
・要件定義 
ユーザ引渡 ・運用テスト 
・移行作業 
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システムの要件定義や具体的な設計を行い、個々のソフトウェアを設計する作業を更なる孫請
企業に流す。加えて、ユーザに引き渡すためのシステム・ソフトウェアの要件が満たされてい
るかを確認するため、それぞれ作業を担当した企業がテストを行い、最終的にユーザと直接的
に取引を行ったトップの企業まで完成品がUターンして戻る仕組みである。 
このような取引は、作業に携わる企業が、それぞれの優位性を発揮した合理性のある構造で
あるが、前述したUターン取引に類似した取引の全体像を有しており、その区別は外部者の監
査人にとっては判断に迷うであろう。加えて、このような全体像を持つ取引は前述した架空循
環取引に利用されるという危険性がある。したがって、この点については「第三章 架空循環
取引の脅威と監査アプローチの考察」で取扱い、具体的な監査人のアプローチ手法を検討する
こととする。 
 また、当該取引に関する会計上の問題点であるが、【図 1－1－7】のような合理性のない取
引に関しては、販売したとされる物品やサービスがUターンして自社に戻ってくることを踏ま
えれば、売上高の計上は不適切であるといえよう。しかし、【図 1－1－8】のような作業分担
の事実が各企業に存在し、実際に作業を行った形跡が各企業において確認された場合には、収
益の計上は妥当であるとも考えられ、また、当該取引に関する売上計上を否定してしまうと当
該取引に関与した下請企業に売上高が計上されなくなってしまう可能性があるため、一概に否
定することは適切とは言えない。したがって、この点に関して、我が国も会計基準も何らかの
対応を図るべきであるといえよう。 
 
 以上が、悪用される IT業界の取引慣行の代表例である。ここまでの内容を見る限り、IT業
界では、我が国の会計基準が有効に機能していない可能性があると思われる。 
 したがって、次節においては、これまでに把握した内容を基に、IT関連取引に関する会計上
及び監査上の問題点と対応策について検討を行う。 
 
第二節 IT関連の取引の会計上・監査上の問題点と対応策 
 本節では、前節において疑問視された IT取引の会計上・監査上の問題点について考察を行
う。主に、IT取引上の問題点としては、売上の認識やソフトウェア等の無形資産の資産性、売
上や仕入の基礎額となる受注金額が確定するタイミングが挙げられることから、それらを中心
に考察を行う。併せて、いくつか IT取引に関する代表的な論点についても触れることとする。 
 
第一項 売上の認識 
 これまでの考察を踏まえると、IT取引に伴う不正については、我が国で会計慣行として多く
の業界で用いられてきた売上収益の認識基準が悪用されていると思われる。まずその点から明
らかにしたい。 
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(1) 現行の売上認識基準 
 IT取引に関わらず、我が国において広く採用されている売上収益の認識基準について、その
設定背景や根拠を簡潔に整理すると次のとおりである。 
我が国において、売上に関する収益認識基準として根幹を成すのは、昭和 24年 7月 9日に
公表された『企業会計原則』であろう。企業会計原則では、「売上高は実現主義の原則に従い、
商品等の販売又は役務の給付によって実現したものに限る」45と規定している。ここで、売上
認識の基礎概念として用いられている実現主義の定義については諸説があるが、平成 20年に
中央経済社から出版された加古宜士氏の著書『財務会計概論[第 8版]』によると、実現主義は、
「(a)財貨または用役（商品等）を外部者に提供し、かつ、(b)これと引き換えに現金または現
金等価物（受取手形、売掛金等）を受領することによって、企業と外部者との取引が完結した
時点で、収益を計上する基準」とされている。この点、その他の文献においても同様の解釈が
なされており、その内容は概ね一致しているといえる。また、昭和 27年 6月 16日に経済安定
本部企業会計基準審議会から公表された『税法と企業会計原則との調整に関する意見書』には、
実現主義の適用要件として①財貨の移転又は役務の提供の完了、及び、②対価の成立の二要件
を明記している。実際、当該要件が満たされた時点が売上認識時点であるという考え方は、諸
説ある実現主義の定義に共通するものであり、我が国においても、当該概念を基準に売上収益
を認識してきた。 
 では、具体的に多くの企業が事業活動を行うに際して、実際に売上を認識する時点、すなわ
ち実現主義の適用要件である①財貨の移転又は役務の提供の完了、及び、②対価の成立が満た
される時点はいつなのか。 
先にも示したとおり、企業会計原則においては、その時点として「商品等の販売又は役務の
給付」を挙げている。このことから、その時点は商品等もしくは役務の引渡しを行った時点で
あると解釈できる。しかし、実際には多種多様な事業活動があるため、商品等もしくは役務の
引渡し時点を一律に規定することは出来ない。そこで、当該時点の具体例を挙げている法人税
法基本通達の記載を以下【表 1－2－1】に示した。 
【表1－2－1】 法人税法基本通達
（棚卸資産の販売による収益の帰属の時期）
2-1-1
（棚卸資産の引渡しの日の判定）
2-1-2
　棚卸資産の販売による収益の額は、その引渡しがあった日の属する事業年度の益金
の額に算入する。
　2－1－1の場合において、棚卸資産の引渡しの日がいつであるかについては、例えば
出荷した日、相手方が検収した日、相手方において使用収益ができることとなった日、
検針等により販売数量を確認した日等当該棚卸資産の種類及び性質、その販売に係る
契約の内容等に応じその引渡しの日として合理的であると認められる日のうち法人が継
続してその収益計上を行うこととしている日によるものとする。（以下、略）
 
 
 【表 1－2－1】によれば、商品等もしくは役務の引渡しを行った時点の具体例として、①出
                                                   
45 『企業会計原則 第二 損益計算書原則 三 B』 
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荷した日、②相手方が検収した日、③相手方において使用収益ができることとなった日、④検
針等により販売数量を確認した日が挙げられており、それらは出荷基準や検収基準といった名
称で今日の企業会計に用いられている。中でも、「出荷基準」は、平成 21年 9月 8日に企業会
計審議会により公表された『収益認識に関する論点整理』の 172項で、「顧客への引渡前の商
品発送時点で収益を認識する方法」と紹介され、我が国の企業においては、出荷日を引渡日と
する実務的にも簡便であることから、会計慣行として同基準は広く採用されている。また、我
が国においては収益認識に限らず税法の基準が会計基準の設定主体となっていたこともあり、
出荷基準の是非を問う声はあまり聞かれていない。 
 しかし、実現主義を厳密に解釈した場合には、出荷日を収益が実現した日とするには疑問が
残る。平成 21年 7月に日本公認会計士協会会計制度委員会が公表した『我が国の収益認識に
関する中間報告－IAS第 18号「収益」に照らした考察－（以下、『中間報告』とする）』は、
売上収益の認識に関して、実現主義の二要件に言及し、以下のように結論付けている。まず、
財貨の移転又は役務の提供の完了についてであるが、通常、財貨の移転は、物品を買手の指定
する場所に納入し、買手による検査が終了した時点であるとし、買手による物品の検査が終了
するまでは、財貨の移転が完了していないと結論付けた。また、対価の成立についても、買手
による物品の検査が終了するまでは対価が成立しないとし、あくまで実現主義を厳密に解釈す
る立場から、買手による物品の検査終了時点をもって初めて収益を認識できる時点としている。
これに加え、中間報告では、「売手の出荷の日をもって財貨が買手に移転することが取引当事
者間で明らかでない限り、出荷基準による収益認識は適切でない」という見解を示している。
これらを踏まえると、出荷基準による売上収益の認識は、①引渡す財貨の所有権が出荷した時
点で移転すると取引当事者間で合意されており、かつ、②輸送中を含む出荷時点以降の在庫保
有に伴うリスクを買手が負担していることが契約上も取引慣行上も客観的に認められること、
の二点が少なくとも前提条件となる。 
では、我が国の IT取引に関する会計基準についてはどうであろうか。 
現行の会計基準を見ると、企業会計審議会から公表された『研究開発費等に係る会計基準』
の一部にソフトウェア制作費の基本的な処理が記載され、また、会計制度委員会報告第 12号
『研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針』に詳細な説明がある。両基準は
いずれもソフトウェア制作費の資産計上に関する基準である。一方、ソフトウェアの収益関連
の基準としては、企業会計基準委員会が平成 18年 3月 30日に公表した実務対応報告第 17号
『ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い』（以下、『実務対応報告第 17
号』とする）がある。このように、我が国においてもソフトウェア取引についての基本的な会
計処理の基準が設定されており、一応の対応は図られているといえる。しかしながら、近年の
IT取引の複雑さを見れば、当該基準が適合していない状況が生じていると思われ、また、その
ような規定の抜け穴を狙った不正が多発しているのも事実である。したがって、次に、IT業界
の会計上の問題点について、取引慣行等を踏まえながら考察を行うこととする。 
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(2) IT取引における売上収益認識の論点 
 IT取引における売上収益の認識に関しては、売上収益の認識時点、商社的取引を行う企業の
売上認識、複数の要素のある取引の取扱い、といった論点がある。したがって、以下では、そ
の問題点の内容を実際の IT取引において発生する事象を踏まえて検討する。 
 
A．収益認識時点 
 IT取引に係る収益認識時点は、IT業界の中でも無形物を取り扱うソフトウェア産業やシス
テム開発産業の全般並びにWebサイト制作等を担うインターネットサービス産業において特
に問題となるであろう。また、この問題については、IT取引の対象物自体が持つ特性と IT取
引を行う企業の慣行に問題があるといえる。 
 まず、IT取引の対象物自体の特性としては、全体的な取引対象物が無形であり、取引証拠を
確認するものが形式的な証憑にとどまること、取引対象物の構造上の問題から、当該物品は複
数の業界内の企業が役割分担をして制作していることが多く、業界内での物品の移動が複雑で
あることなどがある。また、ライセンス契約等、物品（マスターを保存する記憶媒体等）が存
在するにもかかわらずその機能のみが他者に移転するものや、クラウド・サービス等のインタ
ーネット上での役務提供、既に提供を完了した無形製品のバージョンアップに関する収益の認
識、システム開発などで多く見られる様々な契約形態、といった個々の事業に付随する問題点
がある。 
一方で、IT取引を行う企業の慣行上の問題点として、取引証拠となる証憑が形式的に発行さ
れていることや、分割検収と呼ばれる IT製品の開発プロジェクトを幾つかのフェーズに分け
た検収が行われていること等がある。 
このように、IT取引の収益認識時点については多くの論点があり、出荷基準や検収基準など、
ある一定の日時をもって収益認識を認めることは出来ない。また、IT取引は多くの場合、無形
物を取り扱うため取引実態の把握が困難なことに加え、商社取引等の複雑な取引構造や取引慣
行の存在により、一概に財貨の移転又は役務の提供の完了時点を示すことが困難であり、加え
て、ユーザ要件を満たした製品提供等、研究開発費に似た不安定な成果物を取り扱う場合があ
るため、対価の成立の判断も困難である。したがって、実現主義で求められる二要件のみで収
益認識を認めた場合には、不適切な収益の計上には対応できないであろう。 
そこで、実務対応報告第 17号では、ソフトウェア取引に関する収益認識について【表 1－2
－2】のような要件を示し、不適切な収益の計上を否定する考え方を示している。 
【表1－2－2】 実務対応報告第17号における収益認識の考え方
　成果物を提供する取引における収益認識は、一般的には、一連の営業過程において販売が完了した段階、すな
わち売手が財を引き渡し、現金や金銭債権の取得等により対価が成立した段階であるとされている。ソフトウェア
の特質として、ソフトウェアが無形の資産であることによりその状況や内容確認の困難さはあるものの、その収益
の認識においては、当該取引の実在性、一定の機能を有する成果物の提供が完了し、その見返りとしての対価が
成立することが必要である。
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【表 1－2－2】の記載を見ると、実務対応報告第 17号は、ソフトウェア取引の収益認識の要
件として、①ソフトウェア取引の実在性、②一定の機能を有する成果物の提供の完了、③対価
の成立、という三点を挙げている。また、②の要件については、ソフトウェア取引を『研究開
発費等に係る会計基準』と同様に、市場販売目的と受注制作とに分類し、それぞれの収益認識
時点の考え方を示している。前者の市場販売目的のソフトウェア取引は、市場で販売すること
を目的としている以上、一般的に企業側（ベンダー）で仕様が既に確定しており、相手先に納
品した時点で実質的に成果物の提供が完了することになる。したがって、収益認識時点は「納
品の完了時点」であるとした46。一方、受注制作のソフトウェア取引については、基本的にオ
ーダーメイドによるもので仕様が確定されておらず、納品後においてもユーザ側で機能確認の
結果次第では、ソフトウェアの修正作業が発生することになる。したがって、ユーザ側の機能
確認が完了した時点を超えない限り、実質的に成果物の提供が完了したとは言えず、当該時点
が受注制作のソフトウェア取引における最も早い収益認識時点であるとしている。 
なお、上記要件の①ソフトウェア取引の実在性の内容については、同報告書に明記されてい
ないものの、ソフトウェア取引の収益を認識するにあたり、企業がそれらの事実の存在を確認
しており、客観的な説明が可能であるような証憑等を保存しておくことを目的として設定され
たものであると解される。このような同報告書の考え方は、ソフトウェア取引が無形であると
いう点に着目し、有形物の取引における収益認識の際には課されていなかった①ソフトウェア
取引の実在性という要件を従来の実現主義の要件でもあった②、③の要件の前提として課すこ
とで、不適切な収益が認識されないような仕組みとなっている。 
例えば、第二章の事例研究において取り扱うメディア・リンクスの場合は、本来の顧客（ユ
ーザ）との間にパートナー企業という代理人を置き、架空循環取引を隠蔽して架空の収益を認
識していた。この時、メディア・リンクスはパートナー企業との契約書を監査人に提示し、収
益計上の妥当性を主張した一方で、パートナー企業が介入したためにエンドユーザとの直接的
な契約は行っておらず、同時にエンドユーザを把握していないから自社の製品がどこに行って
いるのかわからないという主張をしている。このような事例に関しても、上記の要件の①を当
てはめると、エンドユーザとの契約書が存在していない以上、取引の実在性に疑義が生じると
判断でき、企業がエンドユーザの基に自社の製品が納入されたことを客観的に証明できない限
り、収益認識は否定されることになる。この例の他にも、正式な契約書を発行しておらずドラ
フト47のみで収益認識を行っているケースや、検収書や作業完了報告書等の証憑に不備がある
ケースにおいては同様に、収益認識を否定する基礎が得られたことになる。 
また、①の要件が加えられることにより、IT業界の悪しき慣行である形式的な証憑発行が改
善されることが期待される。①の要件は、外部に収益の根拠について説明が可能であることを
                                                   
46 同報告書においては、商社的な取引を行う企業が介入する場合についても言及しており、そ
の場合には、「取引の代理人がエンドユーザに対して納品を完了させた時点」が当該取引の収
益認識時点であるとしている。 
47 IT製品の標準化の試案や、最終決定前にある新技術に関する仕様書（草案）などを指す。 
  
36 
 
求めているため、非合理な証憑を保有していたとしても、それ自体が収益計上の根拠とはなら
ず、不適切な収益を仮装するために発行した形式的な証憑は監査人に合理的な説明がなされな
い限り、意味をなさなくなることが予想される。また、収益認識に関して、市場販売目的の IT
取引であれば少なくとも検収書等が、受注制作の IT取引であれば作業完了報告書等の証憑が
必須となり、当該証憑の日付を基に収益を認識すべき適切な期間の判断が可能となるであろう。
このように、上記のような認識要件は一定の効果をもたらすことが期待される。 
 ただし、上記のような要件を設定したとしても、不適切な売上計上の抜け穴が存在している
ことには留意が必要といえる。例えば、先ほど半導体産業の特徴を述べた際に触れた FOIの
事例においては、債権の回収に約 2年もかかる半導体製造装置の収益が設置完了時点において
計上されていたが、上記の要件を当てはめる限り、証憑等によって取引の事実は確認され、設
置完了に伴い財の移転は完了、加えて契約時に対価が確定しているという状況であった。結果
として、FOIの場合は当該取引自体が架空のものであったのだが、これが適正に行われた取引
であったとしても、債権回収に 2年もの歳月を費やすような取引の売上を一会計期間に計上で
きる会計基準が適正なものといえるかどうか疑問である。 
 さらに、IT業界の収益認識時点に関して論点となるのが、分割検収である。分割検収とは、
実務対応報告第 17号の記載を引用すると「1つのソフトウェア開発プロジェクトをいくつか
の作業ごとのフェーズに分けて契約を締結し、各フェーズに検収を行うこと」である。これは、
受注制作の IT取引、とりわけ、システム開発産業の企業によく見られるものであり、例えば、
設計段階の完了や開発段階の完了といった時系列的な分割と、購買システムの完了や経理シス
テムの完了といったシステムの引渡しを伴う物的な分割のケースがある。後者のケースのよう
に、単体で機能し得るシステムごとに納入が行われる場合には、それぞれのシステムにおける
原価や取引価額を区別する仕組みを合理的な根拠に基づいて設けることが可能であり、ユーザ
からしても、受け入れたシステムが成果物であると判断しやすい。しかしながら、前者のよう
な単なる時系列的な分割のケースでは、ユーザにとっての成果物の判定が難しく、収益認識時
点をどの時点とするかが論点となるであろう。この点について、実務対応報告第 17号は【表
1－2－3】の記載をしている。 
【表1－2－3】 実務対応報告第17号における分割検収の処理
　（前略）
　契約が分割された場合においても、一般的には、最終的なプログラムが完成し、その機能が確認されることによ
り収益認識されることになるが、最終的なプログラムの完成前であっても、例えば、顧客(ユーザー)との取引にお
いて、分割された契約の単位(フェーズ)の内容が一定の機能を有する成果物(顧客が使用し得る一定のプログラム
や設計書等の関連文書も顧客にとってはそれ自体で使用する価値のあるものと考えられる。)の提供であり、か
つ、顧客(ユーザー)との間で、納品日、入金条件等について事前の取決めがあり、その上で当該成果物提供の完
了が確認され、その見返りとしての対価が成立している場合には、収益認識の考え方に合致しているため、収益
認識は可能である。
 
 
【表 1－2－3】では、分割検収に係る収益認識について、分割時の収益認識の要件を設けて
おり、①一定の機能を有し、かつ、顧客にとって価値のある成果物であること、②顧客との間
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で、事前の取決めが存在すること、③分割部分の提供完了の確認ができ、かつ、対価が成立し
ていること、の 3点を挙げている。これによって、例えば、成果物の提供の確認がない単なる
検収作業のみをした場合や部分検収の単位を単なる手付金の入金の事実に基づいて区分して
いる場合は収益認識をすることは出来ず、また、立場を利用した売手の一方的な分割納入の場
合などの顧客の意向を無視した売上計上は否定されることになる。このように、実務対応報告
第 17号では、分割検収の論点についても一定の要件を明示しており、特に①の要件について
は、ソフトウェアの製作者の立場ではなく、各フェーズの成果物が顧客にとってそれ自体で利
用する価値があるかどうかを判断させることを重要視したものであると考えられる。 
 ただし、分割検収は最終的なプログラムの完成前にその一部を提供する行為であり、各フェ
ーズが最終的に提供完了となった際には、既に提供した部分に関して事後的な修正作業を伴う
こともある。その際、当初合意していた対価が変動する事態や返金の可能性等もあり得ること
から、そのような点も考慮した収益認識を行うべきであろう。 
 ここまで、我が国の現行の会計基準の考察を行ってきたが、基準の対象は未だ網羅的である
とは言えず、基準の抜け穴を狙った不正が発生する可能性がある。一方、米国会計基準は、ソ
フトウェア取引に関する収益認識について厳格な要件を定めており、当該要件をすべて満たさ
ない限り、収益認識は認めないとする姿勢を保持している。このような姿勢は、IT業界に蔓延
する不正に対する防止策となり、我が国においても参考とすべきと思われるため、【表 1－2－
4】には、AICPA（米国公認会計士協会）が公表した SOP(Statement of Position)97-2『Software 
Revenue Recognition(ソフトウェアの収益認識)』が挙げる要件を示した。 
【表1－2－4】 AICPAにおけるソフトウェア取引に関する収益認識要件
　　① ソフトウェア取引に関する立証可能な取引証拠が存在すること
　　② ソフトウェアの引渡しが完了していること
　　③ 対価が固定あるいは確定していること
　　④ 販売代金の回収可能性が高いこと
　　AICPAにおいては、以下の4要件をすべて満たす場合に限り、ソフトウェア取引の収益認識を
　認めている。
 
 
 【表 1－2－4】のように、米国においては、ソフトウェア取引に関する収益認識に厳しく対
応しており、我が国においては実務上許容されている業界慣行等を一切排除している。この点
は、IT先進国として、IT取引の会計不正に悩まされてきた米国らしい基準設定であると思わ
れる。IT取引が多様化し、広く企業活動に ITが浸透してきた我が国においても、このような
厳格な要件を設けるべきではないかと思われる。具体的には、対象となる IT取引に応じて通
常の取引よりも多くの要件を課すか、あるいは一定の要件を満たさない限り収益計上を認めな
いとする姿勢が必要であるといえよう。 
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B．商社的取引 
 商社的な取引に関する論点としては、認識すべき売上の金額を手数料相当額に限定すべきか、
それとも取引総額とすべきかという問題と、商社的取引であることの合理性についての判定が
ある。また、このような問題は、複数の企業が共同でプロジェクトに参画する事業に多く、シ
ステム開発産業やコンピュータを受注制作するハードウェア産業の企業において多く発生す
ることが予想される。 
まず商社的な取引では、当該企業は仲介役としての機能しか有しておらず、在庫保管に関す
るリスクや信用リスクのみを負担する場合が多い。このような場合、製品を実際に製造してい
るわけではないことから、そのような企業が取引金額の総額を売上計上した場合、取引規模を
財務諸表利用者が誤認する虞があり、取引実態を適切に示しているとは言えない状況がある。
また、先にも述べたとおり、商社的な取引が架空循環取引をはじめとする不正に悪用されてい
るという事実がある。企業の中には適正な商社的取引を仮装して、物理的にも機能的にも付加
価値の増加を伴わず、ただ単に帳簿上を通過させているに過ぎないものも存在する。このよう
な企業については収益認識を認めるべきではなく、反対に、適正な商社的取引を行っている企
業の収益を否定してもならない。したがって、これら企業の区別をする判断基準が必要といえ
よう。 
 そこで、収益の総額表示の適否について、我が国の会計基準がどのような対応をしているか
を検討する。【表 1－2－5】は実務対応報告第 17号に記載されている商社的取引についての収
益の総額表示に関する考え方である。 
【表1－2－5】 実務対応報告の収益の総額表示に対する考え方
　ソフトウェア取引においては、技術革新による取引の多様化や高度化に伴い、複数の企業
を介する取引が見受けられるが、このような取引には、在庫リスクを抱えて行われる取引だ
けでなく、物理的にも機能的にも付加価値の増加を伴わず、会社の帳簿上を通過するだけ
の取引も存在する。
　このような複数の企業を介する情報サービス産業におけるソフトウェア関連取引において、
委託販売で手数料収入のみを得ることを目的とする取引の代理人のように、一連の営業過
程における仕入及び販売に関して通常負担すべきさまざまなリスク（瑕疵担保、在庫リスク
や信用リスクなど）を負っていない場合には、収益の総額表示は適切ではない。
 
 
この実務対応報告書は、収益の総額表示にあたり、「一連の営業過程における仕入及び販売
に関して通常負担すべきさまざまなリスクを負っているか」という点に着目しており、このよ
うなリスクを負っていないと判断される場合には、収益の総額表示は否定される。例えば、受
注制作のソフトウェアやシステムについては、ネームバリューを利用して受注のみを担当し、
実際の開発作業は協力企業に丸投げするような例も見られるが、そのような場合には何らかの
リスクを負っていないと収益を総額で表示することは出来なくなる。 
 しかし、実務上、このようなリスクを負っているか否かの判断は困難であり、また、ITにつ
いての専門知識の少ない監査人に対し、高度な IT知識を有する者がリスクを負っているよう
に見せかけるのは容易であろう。であれば、監査人がそのような企業の収益を純額表示に訂正
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させることは困難ではないかと思われる。現に、ソフトウェア企業が受注した案件について、
当該企業がソフトウェアの開発のほんの一部でも担当した形跡を表す証憑があれば、監査人が
ソフトウェアの内容を把握しない限り、当該企業がリスクを負っていると判断してしまうであ
ろう。また、近年、技術的にも複雑化する ITには、通常の営業過程で負うとされるリスクは
複雑化しており、一定の指標を示すことは極めて困難であろう。 
 これらを踏まえると、IT業界における収益の総額・純額表示を、単一の指標で判断すること
は困難であり、複数の指標が必要であると考えられるが、我が国の会計基準に、そのような指
標は示されていない。そこで、諸外国の会計基準を検討したところ、FASB（米国財務会計基
準審議会）の公表する EITF(Emerging Issues Task Force)99-19 『Reporting Revenue Gross 
as a Principal versus Net as an Agent(収益を本人として総額計上すべきか代理人として純額
計上すべきか)』に収益の総額・純額表示に関する指標が示されていた。これを示しているのが、
【表 1－2－6】である。 
【表1－2－6】 FASBによる収益の総額・純額表示の指標
《売上を総額で計上する指標》
　・会社が稼得する金額は確定していること
　・取引において主たる債務者(ユーザーに対してサービス責任を負う者)であること
　・商品受注前又は顧客からの返品に関して一般的な在庫リスクを負っていること
　・自由に販売価格を設定する裁量があること
　・商品の性質を変えたり、サービスを提供したりすることによって付加価値を加えていること
　・自由に供給業者を選択する裁量があること
　・製品やサービスの仕様の決定に加わっていること
　・商品受注後又は発送中の商品に関して物的損失リスクを負担すること
　・代金回収にかかる信用リスクを負担すること
《売上を純額で計上する指標》
　・供給業者が契約の主たる債務者であること
　・供給業者が信用リスクを負うこと
 
 
 FASBにおいても、IT業界の収益の総額・純額表示の指標を単一の指標で評価すべきでない
と判断しており、【表 1－2－6】にある指標が示す事実関係と状況に基づいて総合的に判断す
べきとの姿勢を示している。例えば、自社が販売した物品であるにもかかわらず、顧客からの
返品対応は製作者の責任とし、返品時の在庫発送すら自社で行わないような場合は、純額表示
となるであろう。 
 このように、過去に発生した多くの事例を参考に、総額・純額表示の指標を積み上げ、多く
の状況に対応できるようすることが必要ではないかと思われる。ただし、収益の総額表示・純
額表示については、財務諸表利用者等による財務分析など、投資判断や与信判断において論点
となるものであり、大規模な粉飾に直結するものではない。IT業界の商社的な取引の問題は、
あくまで架空循環取引等の不正利用に関するものであると考えられることから、その点にも留
意が必要である。なお、架空循環取引に関する問題点については、「第三章 架空循環取引の
脅威と監査アプローチの考察」において、詳細な検討を行う。 
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C．複数要素契約 
 複数要素契約に関する問題点の多くは、ソフトウェア産業やシステム開発産業、インターネ
ットサービス産業、ITコンサルティング産業、通信産業などで生じることが予想される。この
問題は、物品等の提供に係る価額以外に、保守作業やリース契約、アップグレードの実施、ア
ウトソーシング・サービスの提供などの各要素の価額が契約書上、一括して記載されている場
合に生じる。その場合、物品等の提供とそれ以外の作業に係る売上を区分する必要がある。通
常、物品等の提供に係る販売価額は、その引渡時点で一括計上し、保守等のその他の要素につ
いては、当該作業の実施時点で計上するか、若しくは期間配分による。 
 実際には、財の販売とサービスの提供とが複合した契約として、以下のようなケースが見受
けられる。 
 ・ソフトウェア販売に保守サービスやユーザのトレーニングサービスが含まれているケース 
 ・ライセンス販売にアップグレードの実施が含まれているケース 
 ・システム開発請負契約に期間的なシステム利用や保守サービスに関する契約が含まれてい
るケース 
 これらの複合契約の売上を一括して、ソフトウェア等の販売時に認識してしまうことは、未
実現である保守サービス等に係る収益を前倒しして認識してしまうことにつながることから、
このような契約内容を分解する処理が求められる。 
 この点について、我が国の現行の会計基準を検討したところ、実務対応報告第 17号で、【表
1－2－7】のような考え方が示されていた。 
【表1－2－7】 実務対応報告第17号における複数要素契約の考え方
（前略）
　収益認識時点が異なる複数の取引が1つの契約とされていても、管理上の適切な区分に基づ
き、販売する財又は提供するサービスの内容や各々の金額の内訳が顧客(ユーザー)との間で明
らかにされている場合には、契約上の対価を適切に分解して、機器(ハードウェア)やソフトウェアと
いった財については各々の成果物の提供が完了した時点で、また、サービスについては提供期
間にわたる契約の履行に応じて収益認識を行う。
 
 
 ここ記載では、管理上の適切な区分に基づき、契約上の対価を分解するとされており、契約
時における企業と顧客の契約内容が分解のベースとなる。したがって、契約時に財の提供に合
わせて、保守サービス等の期間的な役務提供が混在していた場合には、契約時に顧客との間で
合意した各作業の金額に基づいて、契約上の対価を分解し、適切な会計期間に認識を行うこと
になる。なお、同報告書においては、当該サービス提供が財の提供に付随して提供される場合
には、一体として収益認識を認める記載をしている。 
 ただし、同報告書の記載内容によると、顧客対価の分解を求めているため、契約上で不適切
な価格が各作業に振り分けられてしまう可能性を否定できない。この点については、諸外国の
会計基準である FASBが公表した EITF 00－21『Revenue Arrangement with Multiple 
Deliverables(複数の製品・サービスを伴う収益取引の会計)』で、対応がなされていた。同基
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準では、「たとえ契約上でそれぞれの要素の対価を定めたとしても、それぞれの要素の価格は、
当該約定価格にかかわらず契約価額総額を各要素の公正価値(当該ソフトウェアベンダーに固
有の立証可能な公正価値)で按分することによって算定する」という旨の記載があり、契約上の
対価の振り分け方についても規定している。 
 もちろん、これらの規定をしたとしても、契約書上の作業内容を隠蔽し、一括して財の提供
時に収益認識をしてしまうなどの方法が考えられるが、この点については、先ほど「第一項 収
益認識時点」で考察したソフトウェア取引の収益認識要件で、契約書の不備に対する収益認識
を否定するなど、他の規定によって補完することが可能であると思われる。 
 さらに、複数要素契約の規定に関しては、作業内容に応じた按分方法の判断や公正価値の把
握など、実務上、監査人の負担が増加することも想定されるであろう。 
 
以上のように、IT取引に関する売上の認識については、様々な論点が確認されており、我が
国においてもメディア・リンクスの事件以降、次々と会計基準の草案が公表されている。この
ことから、近い将来、IT取引に関する会計基準が規定されることが予想されるが、これに対応
するためにも監査人の ITリテラシーの向上は欠かせないと思われる。 
 
第二項 機能仕様の見積り 
 本章の冒頭で、IT業界の会計環境の特質として、事業対象物が無形であることを挙げたが、
それに伴って会計上、外せない論点に IT製品の評価方法がある。本項では、この点の考察を
行うこととする。 
 完成したソフトウェアや仕掛品状態のソフトウェアについては、制作者である企業によって
価値が評価され、財務諸表に計上される。企業側から見れば、実際にプログラムを制作してい
る担当者や同プロジェクトのメンバーは、ITに精通しており、独自の方法によって、ソフトウ
ェア等の原価を集計している。一方、その記載の適正性を判断する監査人は、当該ソフトウェ
アの資産性の検討や評価の妥当性について監査手続を実施しなければならない。しかしながら、
ソフトウェア等の IT製品は無形の価値を有するため、金額の妥当性の判断は ITの専門知識を
持たない監査人にとっては困難なものとなる。また、それ以外にも、ソフトウェア等の制作工
程が煩雑であることや新技術の発生、あるいは、旧技術の陳腐化、法律の改正等の影響から製
造コストが変動しやすいこと、外部からは同一の機能を有すると感じるシステムであっても、
規模やプログラム構成によって大きくコストが異なるといったことも影響するであろう。 
 これらの点を踏まえても、会計上、ソフトウェア等の IT製品の機能仕様を見積り、見積原
価の妥当性を検証するには、監査人としてもある程度の知識を有していなければならない。し
たがって、本項では、実務で利用される原価見積手法を紹介し、当該手法によって算定された
見積原価の適正性を監査人がどのように評価すべきであるかについて検討を行う。 
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(1) 実務における原価見積手法48 
ここでは、実務で利用される原価見積手法の内、理論的にも妥当性が評価されているアナロ
グモデル、アルゴリズムモデル、ファンクションポイントモデルの 3つの手法49について検討
を行い、それらの計算過程や前提、適用環境を考察する。 
 
A．アナログモデル 
 アナログモデルとは、同じ企業で過去に実施され、原価が既に判明しているプロジェクトを
基に、原価を類推（analog）する見積手法である。このモデルでは、開発初期の工程において
包括的な見積原価を算定し、その後、工程が進むにつれて見積原価の精度を上げていく。この
方法は、経験をもとに原価を見積もるため、基本的な原価見積のアプローチとなる他、適切な
データが入手しづらい開発初期段階の工程において見積りをスタートさせるためのきっかけ
ともなる。 
 当該モデルの基本的な手続は、まず、提案されたプロジェクトと類似している過去のプロジ
ェクトを識別し、それを基準プロジェクトとする。次に、原価に影響するシステムの複雑性、
スキル、規模などについて、基準プロジェクトとの違いを埋めていくという順で進められる。 
 しかしながら、アナログモデルによって算定された見積原価の妥当性は、新規プロジェクト
と過去の基準プロジェクトが、どの程度類似しているかに依存することから、当該モデルによ
って算定されたソフトウェアの見積原価を妥当と判断するには、以下のような要件が必要であ
るとされる50。 
 ・基準とする過去のプロジェクト全体の規模と目的が、新規プロジェクトとほぼ類似してい
ること 
 ・基準とする過去のプロジェクト全体の作業方法が、提案されたプロジェクトと類似してい
ること 
 ・過去の作業について非常に詳細な記録が存在していること 
 上記のように、アナログモデルによるソフトウェア原価の見積りは、過去に行ったプロジェ
クトの詳細がデータベース化されているような状況で効果を発揮する。ただし、アナログモデ
ルによると、過去の基準プロジェクトと新規プロジェクトとで変化した項目のチェックリスト
を社内で公式化しており、パーセント表示された両者の相違を適切に評価できるよう、変化項
目の基準値からの相違を根拠あるものとする仕組みがなくてはならない。 
 しかしながら、アナログモデルは他に適当な見積手法が存在しない場合や迅速かつ比較的正
確なマクロ予測による見積が要求されている状況で有効であるといえる。 
また、ソフトウェア原価の見積りの妥当性を判断する監査人としては、被監査会社が当該モ
                                                   
48 櫻井通晴(1996)『ソフトウェア原価の見積りと管理』を参照。 
49 モデル名は文献によって複数あるが、本論文におけるモデル名と内容は、平成 8年に白桃書
房から発行された櫻井通晴氏の著書『ソフトウェア原価の見積りと管理』を中心に引用した。 
50 Cowderoy, A.J.C. and Jenkins, J.O.(1989)『New trends in cost-estimation』「In 
Measurement for Software Control and Assurance」を参考。 
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デルによって原価を見積もっていた場合には、見積の基準となった過去の基準プロジェクトに
ついて理解し、見積対象のプロジェクトとの変化項目及び変化項目に対する修正値の検討を行
うことで、評価対象となるプロジェクトを完全に理解できずとも、評価に関する一定の心証を
得ることが可能となるであろう。このように、アナログモデルよる見積りは、他の手法と比較
して感覚的な部分が多く、ITの専門家でない監査人とっても評価しやすく、見積原価の妥当性
を検討する第一段階としての活用が期待される。 
 
B．ファンクションポイントモデル 
 ファンクションポイントモデルとは、IBM社の A.J.Albrechtによって考案されたモデルで
あり、見積対象となるプロジェクトを、「外部インプット(外部入力機能)」、「外部アウトプット
(外部出力機能)」、「内部論理ファイル」、「外部インタフェースファイル」、「外部インクワイア
リ(外部照会機能)」という 5つの機能（ファンクションタイプ）に分類し、それらに対して複
雑さによる重み付けを施して算出される数値（ファンクションポイント）によって、プロジェ
クトの規模を見積もる手法である。 
 ファンクションポイントモデルの利点はプロジェクトの初期段階でシステムの規模を定量
化することができ、マクロ予測のために的確な基礎が得られることであるとされ、様々な規模
のプロジェクトや新規開発のプロジェクト、既存ソフトウェアの改良といった様々なケースの
プロジェクトへの適用が可能である手法である。ただし、ファンクションタイプに対して掛け
合わされる重みについては、多くの要素によって変化するものであり、それらが適切に設定さ
れているかについても注意が必要であるといえる。また、プロジェクトを 5つのファンクショ
ンタイプに分類する方法についても注意が必要であろう。 
 以上のように、ファンクションポイントモデルは、ファンクションタイプの分類及び重み付
けの設定が適切になされていることが検証できれば、比較的容易にプロジェクトの規模を算定
することが可能な手法である。このことを踏まえて、監査人としては、算定された見積原価の
値だけではなく、その計算過程にあるファンクションタイプの分類及び複雑さを考慮する重み
の算定方法に関する手続を実施するべきであろう。 
 
C．アルゴリズムモデル 
 アルゴリズムモデルとは、数学的アルゴリズムを利用した分析的なモデルであり、他のモデ
ルよりも理論的な根拠を示すことができるモデルである51。具体的には、「MM＝a𝐿𝑏」という定
式を基本にして算定される。ここで、MMとは人月52(month time)を指し、Lはコード行数
(LOC：Lines of Code)を指す。また、定数である aと bについては、詳細は割愛するが、aは
約 2~5の間の値をとり、bは約 0.4~5弱の間の値をとると数学的に証明されている。また、ア
                                                   
51 Boehm, B.W.(1981)『Software Engineering Economics』を参照。 
52 ソフトウェア開発時の単位であり、1つのソフトウェアを開発するために必要とする作業要
員の人数と時間を表す。 
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ルゴリズムモデルは多くの研究者の手によって研究され、COCOMO、SDC、TRW、SLIM、
RCA PRICE S、IBM-FSD、Boeing、GRCといった複数の手法が次々と考案されている。た
だし、これらの手法には一定の原価を見積もることのできる範囲が存在するため、注意が必要
である。 
このようにアルゴリズムモデルは、数学的にプロジェクトの原価を見積もることができ、客
観性と一貫性が確保された手法であるが、以下のような技術上の問題点が存在する。 
・基本的な定式における定数 aと bの値は過去のプロジェクトを基礎にして決定されること
から、過去のプロジェクトのデータが適切に収集・管理されている状況が存在し、かつ、
設計手法と設計ツールが従来からほぼ一貫して使用されている場合にのみ適用が可能で
あること 
・アルゴリズムモデルはあくまでプロジェクト内のソフトウェアを対象に原価を見積もって
いることから、場合によっては一部の工程の原価が反映されないことがあること 
 ・既存ソフトウェアの機能強化によるコストや小規模なプロジェクトのコストを見積もるこ
とは出来ないこと 
 上記の問題点に加えて、監査人が見積原価の妥当性を判断するには、数学的な知識が不可欠
であり、ITの専門家の利用が必要であると考えられる。ただし、各アルゴリズムモデルにおけ
る定式の妥当性が ITの専門家によって得られた場合には、その定式によって導きされる見積
原価の妥当性は確保されているといえよう。したがって、アルゴリズムモデルを採っている企
業の見積原価の妥当性の検証は、個々のプロジェクトの見積原価を検討するのではなく、当該
モデルにおける定式の妥当性の検証及び当該モデルの適用の合理性の検証を行うべきである
といえる。 
 
(2) 監査人が採るべきアプローチ 
 上記のように、ソフトウェア等の原価見積りについては、専門性の高い算定方法が多く、IT
の専門家ではない監査人にとって理解できないものも存在するであろう。そのため、基本的に
は IT製品の機能原価の見積は専門家に委ねるのが妥当であろうが、上記で記した各手法の特
徴や前提等については、監査人も把握しておくとソフトウェアの評価に関する不正の端緒を掴
む契機となるかもしれない。 
また、平成 17年 3月 11日に日本公認会計士協会から公表された「IT業界における特殊な
取引検討プロジェクトチーム報告『情報サービス産業における監査上の諸問題について』」で
は、無形資産の評価アプローチとして、インカムアプローチ、コストアプローチ、マーケット
アプローチの 3つを記載しており、ITの専門家に問い合わせる以前に監査人が対応できる機
能原価の見積手法の考え方について触れている。これらの手法の内容と特徴、具体例について
は次のとおりである。 
・インカムアプローチ 
   無形資産の経済的寄与の流列を推計し、経済的寄与を積み上げて無形資産の価値を計算
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する方法であり、無形資産の評価としては広く適している手法であるとされる。具体的に
は、DCF(Discount Cash Flow)法、超過収益力法、バランスシート法などがあり、過去の
データを基礎に見積対象の価値を見積もる方法である。 
 ・コストアプローチ 
   現時点で無形資産を再制作する場合に要するであろうコストの総額を無形資産の価値
として計算する方法であり、再現性の高いソフトウェアの評価には適しているとされる。 
 ・マーケットアプローチ 
   評価を行う無形資産に類似した無形資産の取引価格を市場調査することで、無形資産の
価値を類推しようとする方法であり、類似の事例が存在することが条件であるとされる。 
 上記のように、インカムアプローチとコストアプローチは会計を出発点とした原価見積りの
方法であり、会計の専門家である監査人が実施しやすい手法であるといえよう。ただし、その
計算の基礎となる証憑が偽造されていることには十分留意する必要があり、ソフトウェアの開
発環境や期間、開発担当者に対するヒアリングの回答と整合するかどうかを検討する必要があ
るであろう。また、マーケットアプローチについては、前述したアナログモデルと同様の考え
方であり、類似の事例の検討を慎重に行う必要があるといえる。 
 
 以上が、IT製品の機能仕様の見積利に関する論点である。IT製品の原価見積は、ITの専門
家でない監査人には困難に思えるが、後に紹介するメディア・リンクスの事件のように IT製
品は不正に利用されていることが多く、監査人にとっては避けてはならない論点であろう。し
たがって、上記手法のような考え方を知識として持つことは有用であるといえよう。 
 
第三項 受注金額確定のタイミング 
 ある項目が財務諸表においてオンバランスされるためには、当該項目における対象物の測定
額の基礎が客観性と確実性を備えていなければならない。しかし、IT業界においては、その基
礎、即ち受注金額が確定していないにもかかわらず財務諸表にオンバランスされているような
事態が生じている。したがって、ここでは、受注金額確定のタイミングに関する考察を行うこ
ととする。 
  
(1) IT業界における受注金額と問題点 
 受注制作によって、ソフトウェアやシステム等を制作する場合、通常は、前述した【図 2－
1－8】で示したようなプロセスを経て開発作業が実施される。しかし、ソフトウェアやシステ
ムは目に見えるものではなく、開発側とユーザの間で機能や仕様に関する認識の相違が生じや
すいものである。そこで、通常のソフトウェア取引においては、開発者とユーザとの間に
SLA(Service Level Agreedment)という文書が締結されることになる。SLAとは、顧客・開発
者間で取り決められたサービスレベルに関する合意書のことであり、顧客と合意したサービス
の詳細を顧客の言葉によって記述した文書である。当該文書においては、達成すべきサービス
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の指標やその評価尺度、計測方法等の事項に加えて、計測したサービスレベルが未達時の補償、
あるいは、過達時の報奨に関する事項等も記載されるのが一般的である。このように、SLAが
契約時に締結されることによって、目に見えないソフトウェア取引に関する開発者とユーザと
の認識の相違を少しでも低減させる工夫が実務では行われている。 
しかし、このような文書により契約を締結したとしても、ユーザの求める機能や仕様が実現
可能であるかどうかといった問題や実際に作業を開始してみなければ総額でどれほどのコス
トがかかるのかが不明であり、当該時点においてもプロジェクトの受注金額が確定したとは言
えないであろう。したがって、これらの問題が原因で、IT業界においては受注金額が変動した
り、形式的な受注金額だけを契約書に明記し、実質的な受注金額は開発後に締結される、ある
いは、全く受注金額が締結されないままプロジェクトが開始したりすることがある。さらに、
保守作業や顧客の求める品質が未達成であったために生じる追加コストの影響等で、顧客に製
品が引き渡された後でも受注金額が確定していないこともある。 
 このような IT業界の慣行は、ITという技術が無形で、かつ、どこまで実現が可能なのか不
明であるといった IT自身の特質に根ざしており、実際に開発を行う現場では仕方ない状況で
あるといえよう。しかしながら、会計上はこのような現状を放置してはいられない。受注金額
が確定するタイミングが不明であるということは、顧客に引渡しを行った時点で計上された売
上が一部取り消されたり、引渡しが完了し損益計算書に計上された原価が再度発生したりする
ということが生じるからである。 
加えて、これらを悪用した不正も予想される。例えば、意図的に一つのプロジェクトに係る
収益を各期に分割したり、売上として計上される金額を水増しし、実際の入金額が異なること
について受注金額が変動したことを名目に利用したりといったことが挙げられる。さらに、通
常の監査においては、売上の取消処理が行われていた場合、その理由等の検討を詳細に行う必
要があるが、IT業界のように売上の取消処理が日常的に発生するものとして認知された場合に
は、監査人の懐疑心を低下させる要因にもつながるため、監査上も注意すべき点であるといえ
よう。 
 
(2) 不確実な受注金額への対応策の検討 
 上記のように、IT業界において受注金額が確定しない理由は一定の合理性から生まれたとも
捉えられ、このような受注金額が変動する案件については、今後も多数確認されることが予想
される。そのため、ここでは、受注金額が確定したとは言えない案件について、会計上の対応
策を検討する。 
 まず、第一に考えられるのは、受注金額が確定したと見なされる事象が生じるまで、収益等
の認識を認めない方法である。この場合、実際にソフトウェア等の成果物が顧客に納品され、
当該成果物が契約時に当事者間で合意した品質レベルにまで達していると顧客が判断した時
点が、受注金額が確定したと見なされる時点であるといえよう。とすれば、成果物の制作側に
おいては、たとえ契約上の対価の一部が当該時点前に入金されていたとしても、貸借対照表上
  
47 
 
で前受金処理をするのみで、収益の認識は行わないことになる。この方法によれば、認識した
売上等が減額修正されることや追加的に生じたコストが損益計算書上にいきなり発生すると
いったことはなくなるであろう。しかし、制作側の企業にとっては、ソフトウェア等の設計を
開始してから、顧客が品質確認するまでの間、収益が一切計上されないこととなり、業績が低
迷する可能性や事業計画が立てることが困難になるといった問題点が生じてしまう。また、IT
業界においては、大規模システムの開発等、一年を超える大口案件が存在しており、そのよう
な案件を受注すると収益が計上されない期間が延び、IT企業自体がそのような案件を拒否して
しまう、あるいは、収益に余裕のある企業のみがそのような案件を独占してしまうといった可
能性も否定できない。加えて、会計上においても、受注制作のソフトウェアについては、一定
の要件の基で工事進行基準の適用が認められており、このような基準設定の趣旨を没却してし
まうといった問題点もあろう。したがって、当該方法を適用するにはあまりにも問題点が大き
すぎると考えられる。 
 そこで、次に対応策として挙げられるのが、引当金による対応である。この方法は、受注金
額自体は不確実であってもこれまでどおり現行制度の規定に従って売上等の認識を行い、それ
に加え、不確実な部分に対して引当金を設定するという方法である。 
ここで、当該方法を採用するためには、受注金額の変動という事象が引当金の設定要件を満
たすのかといった点を検証する必要がある。そのため、受注金額が、受注契約の締結時におけ
る成果物に対する認識が制作者と顧客との間で相違したことに起因して追加コストが生じた
場合を想定し、当該事由が引当金の設定要件を満たすかどうかを検証する。 
まず、受注契約当事者間の成果物に対する認識の違いにより生じると見込まれる受注金額の
減少は将来の特定の費用に該当する。また、そのような認識の違いは契約締結という過去の事
象に起因するものであるといえよう。そのため、当該受注契約に関する費用の発生可能性が高
く、その金額を合理的に見積もることができる場合には、引当金の設定要件を満たすといえる。
加えて、引当金の設定に際し、論点となる負債性については、受注契約時の合意によって、制
作者側に顧客の求める成果物を引き渡すという義務が生じていることから問題はないといえ
よう。 
このように引当金による処理を規定すれば、一定の合理性の基で受注金額が確定していない
場合においても、通常の収益認識を行え、かつ、将来発生するであろう費用に対し、適切な期
間による認識が可能であるといえる。また、財務諸表利用者への情報提供機能の向上につなが
るとも考えられる。なお、引当金による処理に関しては、一部ではあるが、既に適用している
企業も存在しており、「プログラム保障引当金」や「プログラム補修引当金」といった名称に
よって開示されている。 
以上のように、受注金額が不確定な案件に係るオンバランスの問題については、引当金によ
る処理が妥当といえ、現行制度においても、このような規定の追加がなされることが期待され
る。 
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 以上が、IT取引の会計上の問題点である。これまでの考察を見る限り、我が国の会計基準は
IT取引に対し、十分に対応できているとは言えないであろう。これら対応が遅れている部分が
IT企業によって不正に利用されていることを鑑みれば、早期に対応が図られるべきである。 
 
第三節 IT業界と不正 
本章においては、冒頭で IT業界の業界構造を開設した。それによって会計環境の特質とそ
れに伴う問題点、及び、取引慣行の合理性を検討するとともに、当該取引を悪用した不正をす
るためである。その際、IT業界、あるいは、IT取引における不正の危険性について触れた。
また、それらを踏まえた上で、IT取引の会計上・監査上の問題点を考察し、現行制度の規定で
は網羅しきれていない現状を明らかにした。その原因は、ITという事業対象物の特性や現行制
度の規定と IT業界の実態とのあると考えられるが、過去の粉飾事例を見る限り、監査人自体
の能力や知識にも原因があると思われる。積極的な不正の発見自体が監査の目的ではないとす
る姿勢に異論はないが、不正が発覚する度にメディア等によって監査人に非難の声が多数挙げ
られているのは事実であり、監査人としても不正を看過するのは本意ではないであろう。その
ため、監査業界としては IT業界という不透明な業界に対応できる人材を育成すべきであり、
監査人は、スペシャリストとして会計・監査の仕事を全うする責務がある。 
また、IT業界の近年の不正事例における損失金額や隠蔽期間、頻度、市場の反響等を考察す
ると、その手口として圧倒的に利用されているのが架空循環取引である。ところが、この手口
に対しては、今現在も、監査人としての有効なアプローチが確立しておらず、早急に対応が必
要なものである53。 
したがって、次章においては、IT業界における近年の不正に関するデータを示すと共に、そ
の中でも、とりわけ悪質性の高いメディア・リンクスをはじめとする架空循環取引による不正
事例を詳細に考察する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
53 公認会計士協会も、架空循環取引は早急に対処すべき重要な課題としており、平成 23年 9
月 15日には、当時の会長であった山崎彰三氏が会長通牒として「循環取引等不適切な会計処
理への監査上の対応について」を公表している。 
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第二章 IT企業による不正事例の考察 
 前章で考察したとおり、IT業界に関しては、会計環境の特質や業界特有の取引慣行、IT取
引に関する会計制度の盲点、監査人自体の ITリテラシーの不足等の要因によって、悪質な不
正が発生しやすいことが判明した。中でも、架空循環取引に関しては、問題とすべき事項が多
く、過去の事例においてもその悪質性が指摘されている。 
したがって、本章では、まず、過去に発生した IT企業の粉飾が如何に多いかを示し、それ
らの不正の中でも代表的なメディア・リンクス事件を事例に詳細な検討を行い、IT業界で蔓延
している架空循環取引に関する考察を行うこととする。 
 
第一節 近年の IT企業の不正事例 
 まずは、IT 企業による不正が如何に多いかを示すため、【表 2－1－1】の資料を示す。この
【表 2－1－1】は、ITバブルの崩壊やコンピュータに関して世間を騒がせた「2000年問題54」
が発生した平成 13年以降の IT業界の不正事例の一覧表である。 
なお、当該一覧表は、告発事件及び課徴金納付命令として金融庁の HP(http://www.fsa.go.jp/)
に掲載されたものを参考に作成しており、また、表中における「主要業務」は企業の IR 情報
を基に、独自に分類したものであることに留意されたい。 
                                                   
54 西暦 2000年になるとコンピュータが世界中で誤作動を起こすと可能性があるとされた問題。
当時のコンピュータでは、その処理能力の低さからメモリに負担をかけないように、年数を下
2桁で処理する方式が採られていたことから、コンピュータが 2000年を 1900年と認識し、誤
作動を起こす可能性が示唆されていた。また、グレゴリオ暦での閏年適用のルールからすれば、
100で割り切れる年数は閏年にしないとされていたものの、400で割り切れる場合には例外的
に閏年とするとされていた。すなわち、2000年は例外的に閏年が発生する年でもあり、コン
ピュータがそれを認識できない可能性も示唆されていた。 
  
50 
 
【表2－1－1】 平成13年以降におけるIT企業の不正事例
番号 発生年月 会社名 主要業務 処分方法
1 平成14年12月26日 株式会社エムティーシーアイ 通信産業 告発
2 平成16年11月2日 株式会社メディア・リンクス システム開発産業 告発
3 平成18年2月10日 株式会社ライブドア インターネットサービス産業 告発
4 平成19年5月10日 エー・アンド・アイシステム株式会社 ITコンサルティング産業 課徴金
5 平成19年7月13日 ネクストウェア株式会社 ITコンサルティング産業 課徴金
6 平成20年1月18日 株式会社ネットマークス 通信産業 課徴金
7 平成20年2月21日 株式会社アスキーソリューションズ ソフトウェア産業 課徴金
8 平成20年6月16日 株式会社アクセス システム開発産業 告発
9 平成20年6月17日 株式会社アイ・エックス・アイ システム開発産業 告発
10 平成20年11月21日 株式会社サイバーファーム 通信産業 課徴金
11 平成20年11月28日 株式会社アーバンコーポレイション システム開発産業 課徴金
12 平成20年12月24日 オー・エイチ・ティー株式会社 ハードウェア産業 告発
13 平成21年3月25日 株式会社プロデュース ハードウェア産業 告発
14 平成21年4月10日 株式会社アイ・ビー・イーホールディングス ソフトウェア産業 課徴金
15 平成21年5月21日 株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン ソフトウェア産業 課徴金
16 平成22年2月23日 株式会社SBR インターネットサービス産業 課徴金
17 平成22年3月2日 ニイウスコー株式会社 システム開発産業 告発
18 平成22年4月6日 モジュレ株式会社 システム開発産業 課徴金
19 平成22年7月9日 株式会社リミックスポイント ソフトウェア産業 課徴金
20 平成22年10月6日 株式会社エフオーアイ 半導体産業 告発
21 平成22年11月2日 ユニバーサルソリューションシステムズ株式会社 システム開発産業 課徴金
22 平成23年1月19日 株式会社アクロディア ソフトウェア産業 課徴金
23 平成23年1月19日 エムスリー株式会社 インターネットサービス産業 課徴金
24 平成23年4月7日 東京日産コンピュータシステム株式会社 システム開発産業 課徴金
25 平成23年5月31日 SBIネットシステムズ株式会社 システム開発産業 課徴金
26 平成23年6月23日 株式会社DPGホールディングス インターネットサービス産業 課徴金
27 平成23年9月29日 株式会社fonfun インターネットサービス産業 課徴金
28 平成23年10月3日 株式会社ディー・ディー・エス ハードウェア産業 課徴金
29 平成24年3月2日 クラウドゲート株式会社 インターネットサービス産業 課徴金
30 平成24年11月21日 株式会社ストリーム インターネットサービス産業 課徴金  
 
 【表 2－1－1】を見ると、IT関連の企業が引き起こした不正は、平成 13年から平成 24年ま
での 10年間に 30件に上ることがわかる。中でも、虚偽の有価証券報告書、もしくは有価証券
届出書を提出したとして、告発された会社は平成13年から全体で19社存在するが、そのうち、
9 社が IT 関連の事業を行う会社であった。上記のデータを見ても、如何に、IT 業界における
不正の発生件数が多く、また、告発事件とされるほど悪質性の高いものであるかがわかるであ
ろう。 
 また、【表 2－1－1】にある不正を行った IT企業を産業別にみると、システム開発産業が最
も多く、9件（内、告発事件は 4件と最多）となっている。当該産業において最初に告発され
たのは、表中の事件番号 2番の株式会社メディア・リンクスであるが、同社は架空循環取引と
いう不正手法を用いて大規模な粉飾を行っていた。この架空循環取引については第三章におい
て詳細に検討をするが、当該取引は、メディア・リンクスの処分後もシステム開発産業を中心
とする IT 業界内で多発し、「IT 企業＝不正」というイメージを多くの資本市場関係者に与え
てしまった。 
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したがって、次に、IT企業による不正の代表例として、メディア・リンクスによる虚偽記載
事件を考察し、IT企業による不正が如何に悪質性の高いものであるかを示すこととする。 
 
第二節 メディア・リンクスの虚偽記載事件の分析 
メディア・リンクスは、大阪市に本社を構え、情報システムの販売・サービス提供を行うシ
ステム事業等を営んでいた会社である。当時、同社は大阪証券取引所の新興市場であるヘラク
レス（現、ジャスダック）に上場しており、平成 16年 5月 1日に大阪証券取引所の適時開示
規則違反（情報開示の遅延）により上場廃止となった55。 
以下では、メディア・リンクスの虚偽記載事件（以下、「メディア・リンクス事件」とする）
を事例に、当時の同社の状況と監査上の問題点、当該事件を契機に見直された監査の姿勢を中
心に検討する。 
 
第一項 メディア・リンクスの上場廃止までの経緯56 
まずは、メディア・リンクスの上場廃止までの経緯を説明する。 
同社は、平成 5年 8月に有限会社リンクスとして設立され、株式会社への組織変更、コンピ
ュータグラフィック57コンテンツやゲームソフト制作を扱う旧株式会社メディア・リンクスの
全株式を取得し、以降、当該会社の吸収合併及び商号の変更を経て、現名称でナスダック・ジ
ャパン市場（その後、ヘラクレスに改名）に上場した。 
その後、翌年の平成 15年 6月に提出した平成 15年 3月期の連結決算において、仕掛品のソ
フトウェアの評価損を大幅に計上し、債務超過の状態となる58。しかし、同年同月に当時、同
社の会計監査人であった新日本監査法人との監査契約を解除し、そのわずか一週間後、会計監
査人を公認会計士みのり共同事務所に変更する旨を公表した59。そして、当該会計監査人の交
代を行った同社は、前会計監査人の指摘事項であり、かつ、債務超過の原因であったソフトウ
ェア評価損をオフバランスし、債務超過が解消された旨を公表した60。 
しかし、同年 10月に、同社の社長が暴力団との関係を知人男性に示し、同人を脅かしてい
たとして、暴力行為法違反で警視庁中央署に逮捕されることになる61。それを受けて、同年 12
月に、大阪証券取引所がメディア・リンクス株を監理ポストに割り当て62、その後、同年同月
にメディア・リンクスが二度目の不渡りを出すという事実上の銀行取引停止に陥ったことを以
                                                   
55 平成 16年 3月 31日付 大阪証券取引所「㈱メディア・リンクス株式の上場廃止等の決定」 
56 平成 15年 3月期のメディア・リンクスの有価証券報告書を主に参照した。 
57 コンピュータの処理能力によって描画される画像(映像)、あるいはコンピュータを用いて作
成された画像のことを指す。 
58 平成 15年 6月 3日付 日本経済新聞朝刊 
59 平成 15年 6月 10日付 日本経済新聞朝刊 
60 平成 15年 6月 17日付 日本経済新聞朝刊 
61 平成 15年 10月 21日付 日本経済新聞夕刊 
62 平成 15年 12月 18日付 日本経済新聞朝刊 
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て、平成 16年 5月に上場廃止とした63。加えて、同年 10月には、同社の元社長がインサイダ
ー取引で逮捕・起訴されるとともに、同社の虚偽の業務発表に関与したとして会社役員が風説
の流布の容疑で逮捕・起訴、続いて、同年 11月に同社の元社長が有価証券報告書の虚偽記載
で逮捕・起訴されるに至った。 
本件は、経営者個人の私的な刑事罰を契機として粉飾が発覚した事件であり、会計監査にお
いて粉飾は発覚していない。本来であれば、会計監査においてそのような不正な会計処理を指
摘すべきであったといえ、結果として、多くの利害関係者に損害を生じさせたことから監査は
失敗であったといえる。したがって、以降では本件の詳細な検討を行うこととする。 
 
第二項 メディア・リンクス事件の具体的内容64 
 前述のとおり、本件は、平成 15年 3月期の連結決算について発覚した粉飾事件である。本
件は、粉飾額の大きさや不正の手口の巧妙さだけでなく、粉飾が発覚する直前で異例の監査人
交代があったことや交代直後の決算の黒字訂正など、不可解な点が多い。したがって、本項で
は、これらの点を踏まえた上で、同社が提出した当時の有価証券報告書を基に、同社が行った
虚偽記載について(1)財務状況の分析、(2)公表書類の異常点の明確化、(3)具体的手口とその対
応策、に分けて考察を行う。 
 
(1) 財務状況の分析 
 まず、当該事件が発覚した平成 15年 3月期のメディア・リンクスの財務状況を分析する。
【表 2－2－1】は同社が平成 15年 3月期に提出した有価証券報告書における主要な連結経営
指標の要旨である。 
回次 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期
決算年月 平成11年3月 平成12年3月 平成13年3月 平成14年3月 平成15年3月
売上高 （千円） ― ― 2,047,182 6,551,815 16,863,656
経常利益 （千円） ― ― 29,102 275,198 342,642
当期純利益 （千円） ― ― 11,139 123,190 66,240
純資産額 （千円） ― ― 314,758 462,531 848,284
総資産額 （千円） ― ― 2,998,408 4,665,289 11,612,671
… … … … …
営業活動による
キャッシュ・フロー
（千円） ― ― △400,141 △218,241 △4,474,464
投資活動による
キャッシュ・フロー
（千円） ― ― △593,220 △479,111 109,565
財務活動による
キャッシュ・フロー
（千円） ― ― 1,618,639 254,844 5,126,147
現金及び現金同等物の
期末残高
（千円） ― ― 711,844 269,336 1,030,583
　（注）　1　売上高には消費税等は含まれておりません。
【表2－2－1】 メディア・リンクスの平成15年3月期連結経営指標等
（略）
 
                                                   
63 平成 16年 5月 1日付 日本経済新聞朝刊 
64 主にメディア・リンクスの有価証券報告書及び同社に関する報道記事等を参照した。 
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【表 2－2－1】を見ると、同社は平成 13年 3月期から有価証券報告書を提出していることが
わかるが、まずは、同社の売上高に注目してほしい。同社の売上高は、初めて財務資料を開示
した平成 13年 3月期から、毎期 3倍程度増加していることがわかる。この点だけを見れば、
上場後に円滑となった資金調達によって事業が好調となったと考えることができるが、それに
対して、当期純利益はそれほど変動しておらず、まして、平成 15年 3月期に至っては、前期
の半分程度に減少しているという状況に違和感を受ける。また、総資産額についても平成 15
年 3月期は約 11億 5,000万円という、前年同期比 250％の水準となっている点や売上高を 3
倍程度増加させながらも営業活動によるキャッシュ・フロー（以下、営業 CFと略す）が毎期
マイナスである点も不可解であるといえよう。とりわけ、営業 CFについては、平成 15年 3
月期が約 40億円のマイナスという本業の資金繰りが著しく悪化している兆候があり、それを
補うように財務活動によるキャッシュフロー（以下、財務 CFと略す）の増加が行われている
等、売上高の大幅な増加との間に矛盾が見受けられる。 
このように、同社は経営指標の要旨である【表 2－2－1】を見るだけでも、違和感が多い財
務状況となっており、加えて、これらの指標の異常な変動は、主に平成 15年 3月期に集中し
ているように見受けられる。したがって、以降では、平成 15年 3月期の経営指標に着目して
検討を行っていくこととする。 
 次に、同社の財政状態の分析を行う。【表 2－2－2】に平成 15年 3月期における同表の資産
の部を、【表 2－2－3】には同年期の負債・純資産の部を示した。なお、メディア・リンクス
単体における指標は、連結指標とそれほど差異がないことから、ここからはメディア・リンク
スの連結グループを前提に議論を進めることとする。 
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区分
注記
事項
構成比
（％）
構成比
（％）
（資産の部）
 Ⅰ　流動資産
  　１　現金及び預金 ※1 1,433,803 2,081,821
 　 ２　受取手形及び売掛金 ※4 1,739,106 4,104,180
 　 ３　たな卸資産 1,163,795 5,098,341
 　  ４　繰延税金資産 20,840 16,464
　  ５　その他 19,417 64,719
　  　　貸倒引当金 △4,024 △8,550
　  　　流動資産合計 4,372,938 93.7 11,356,977 97.8
 Ⅱ　固定資産
　  １　有形固定資産
  　　（１） 建物及び構築物 39,552 42,340
　  　　　  減価償却累計額 8,122 31,430 17,125 25,215
　　　（２） 工具、器具及び部品 29,084 35,979
　　　　　  減価償却累計額 8,446 20,638 15,783 20,196
　　　　有形固定資産合計 52,069 1.1 45,411 0.4
  　２　無形固定資産
　　　（１） 営業権 5,130 ―
　　　（２） その他 42,016 25,389
　　　　無形固定資産合計 47,146 1.0 25,389 0.2
  　３　投資その他の資産
　  　（１） 繰延税金資産 3,691 14,504
　  　（２） その他 ※1 208,733 189,887
　  　　　　貸倒引当金 △19,350 △19,500
　 　 　投資その他の資産合計 193,075 4.2 184,892 1.6
　　　  固定資産合計 292,291 6.3 255,693 2.2
 Ⅲ　繰延資産
　　  　社債発行差金 60 ―
　　  　繰延資産合計 60 0.0 ― ―
　　資産合計 4,665,289 100.0 11,612,671 100.0
【表2－2－2】 平成15年3月期 連結貸借対照表（資産の部）
前連結会計年度
（平成14年3月31日）
金額（千円） 金額（千円）
当連結会計年度
（平成15年3月31日）
 
 
【表 2－2－2】を見ると、各期ともに同社は流動資産の割合が大きいことがわかる。その割
合は各期で 9割を超えており、ほとんどが流動資産である上に、当該流動資産の内訳も過半数
が「受取手形及び売掛金」と「たな卸資産（以下、本文では「棚卸資産」とする）」といった
状況である。また、金額としては、平成 15年 3月期のデータを見ると、平成 14年 3月期より
も受取手形及び売掛金と棚卸資産が 2倍以上に膨らんでいることもわかる。特に、棚卸資産は
前期よりも 5倍近い水準となっており、これについては滞留在庫の存在や評価損の計上等を詳
細に検討する必要があったはずである。 
次に負債・純資産の部の分析を行う。 
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【表2－2－3】 平成15年3月期 連結貸借対照表（負債・純資産の部）
区分
注記
番号
構成比
（％）
構成比
（％）
（負債の部）
 Ⅰ　流動負債
　　１　支払手形及び買掛金 1,433,710 3,169,121
　　２　短期借入金 ※1 2,500,000 6,487,040
　　３　一年以内返済予定 ※1
　　　　長期借入金
　　４　未払法人税等 136,134 49,445
　　５　賞与引当金 10,521 ―
　　６　その他 102,962 191,359
　　　　流動負債合計 4,183,329 89.7 10,185,956 87.7
 Ⅱ　固定負債
　　１　社債 12,000 100,000
　　２　長期借入金 ※1 ― 472,225
　　３　退職給付引当金 1,877 2,376
　　４　その他 5,292 3,829
　　　　固定負債合計 19,169 0.4 578,430 5.0
　　　　負債合計 4,202,499 90.1 10,764,386 92.7
（少数株主持分）
　　　　少数株主持分 259 0.0 ― ―
（資本の部）
 Ⅰ　資本金 174,000 3.7 ― ―
 Ⅱ　資本準備金 64,583 1.4 ― ―
 Ⅲ　連結剰余金 223,948 4.8 ― ―
　　　　資本合計 462,531 9.9 ― ―
 Ⅰ　資本金 ※3 ― ― 317430 2.7
 Ⅱ　資本準備金 ― ― 253242 2.2
 Ⅲ　利益剰余金 ― ― 277611 2.4
　　　　資本合計 ― ― 848284 7.3
　　　　負債、少数株主持分
　　　　及び資本合計
金額（千円）
前連結会計年度
（平成14年3月31日）
前連結会計年度
（平成15年3月31日）
金額（千円）
―
4,665,289 100.0
288,990
11612671 100.0
 
 
【表 2－2－3】を見ると、同社の負債の部は主に流動負債で構成されており、中でも「支払
手形及び買掛金」と「短期借入金」の割合が高い。また、短期借入金については、平成 15年
3月期において 2倍以上に増加しており、平成 15年期に多額の借り入れを行ったと推察され
る。ここで、先ほど【表 2－2－1】において、同社の営業 CFが多額のマイナスであったこと
に触れたが、この短期借入金は本業の資金繰りの悪化を改善するために借り入れられたものな
のであろうか。それを検討するために、【表 2－2－4】で同社の平成 15年 3月期の連結キャッ
シュ・フロー計算書（以下「連結 CF計算書」とする）を示す。 
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前連結会計年度
（自　平成13年4月1日
至　平成14年3月31日）
注記
番号
金額（千円） 金額（千円）
1 　税金等調整前当期純利益 250,707 180,678
2 　減価償却費 18,507 33,763
3 　連結調整勘定償却額 23,091 ―
4 　たな卸資産評価損 17,291 28,394
5 　賃貸借契約解約損 ― 16,659
6 　貸倒引当金の増減額（減少：△） △9,493 4,675
7 　賞与引当金の増減額（減少：△） 2,679 △10,521
8 　退職給付引当金の増加額 760 498
9 　受取利息 △2,433 △11,404
10 　支払利息 57,468 103,707
11 　固定資産除却損 20 26,387
12 　売上債権の増加額 △503,257 △2,365,074
13 　たな卸資産の増加額 △1,107,252 △3,906,213
14 　仕入債務の増加額 1,046,134 1,735,410
15 　未払消費税等の増加額 ― 24,273
16 　その他 53,228 △33,456
　　小計 △152,547 △4,172,222
17 　利息の受取額 2,433 11,404
18 　利息の支払額 △60,649 △105,822
19 　法人税等の支払額 △7,478 △207,824
　営業活動によるキャッシュ・フロー △218,241 △4,474,464
1 　定期預金の預入による支出 △1,096,681 △1,286,270
2 　定期預金の払戻による収入 691,123 1,399,499
3 　有形固定資産の取得による支出 △42,793 △15,284
4 　無形固定資産の取得による支出 △39,758 △15,941
5 　子会社株式の取得による支出 △14,212 ―
6 　貸付けによる支出 △75,000 △1,438,000
7 　貸付金の回収による収入 127,772 1,438,000
8 　その他 △29,561 27,562
　投資活動によるキャッシュ・フロー △479,111 109,565
 Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
1 　短期借入金の純増加額 786,400 3,987,040
2 　割賦債務の増加による収入 37,170 ―
3 　割賦債務の返済による支出 △31,878 △13,298
4 　長期借入れによる収入 ― 900,000
5 　長期借入金の返済による支出 △557,577 △138,785
6 　株式の発行による収入 23,729 305,959
7 　社債の発行による収入 ― 97,900
8 　社債の償還による支出 △3,000 △92
9 　配当金の支払額 ― △12,577
　財務活動によるキャッシュ・フロー 254,844 5,126,147
 Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △442,508 761,247
 Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 711,844 269,336
 Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 269,336 1,030,583
 Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
区分
 Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
【表2－2－4】 平成15年3月期 連結CF計算書
前連結会計年度
（自　平成14年4月1日
至　平成15年3月31日）
 
 
【表 2－2－4】を見ると、同社は【表 2－2－1】にもあったとおり、平成 15年 3月期の営業
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CFは約 45億円のマイナスとなっており、同時に約 50億円の資金調達を行っていることがわ
かる。営業 CFのマイナスとなっている主な原因としては、「売上債権の増加額」と「棚卸資
産の増加額」が合計で約 60億円となるため、これらが原因であるといえる。また、これらの
指標については、平成 15年 3月期において急激な増加を見せていることから、当該期間に同
社の販売プロセスに何らかの変更がなされた可能性が高いといえる。したがって、変更の事実
がないか確認するとともに、同社には売上債権と在庫が急激に増加してしまった理由の説明を
求め、その経済的合理性を詳細に検討する必要があるといえる。加えて、売上債権と棚卸資産
が急激に増加しているという事実は、貸倒引当金や棚卸資産評価損が適切に計上されているか
といった論点につながることから、損益指標の動向にも留意して、これらの金額的妥当性につ
いて検討する必要があるといえよう。 
また、【表 2－2－4】にある投資活動によるキャッシュ・フロー（以下、「投資 CF」という）
及び財務 CFの指標を見ると、同社は、平成 15年 3月期に約 15億円の貸付けを行っていると
同時に、貸し付けた金額と同額の資金を同じ会計期間内に回収していることがわかる。これは、
平成 15年 3月期の会計期間において、同社が何者かに一時的な貸付けを行ったことを示すも
のだが、営業 CFの数値を見る限り、本業の資金繰りが急激に悪化している状況の同社が 15
億円もの大金を外部に貸し出しているのは不可解である。この点については、同社に関係する
外部者に何かしらの緊急性を要する事象が発生していた可能性があり、同社がこれを手助けし
たことが考えられる。そのため、この点についてもヒアリングを行う等、詳細に検討すべきで
あろう。 
 
 以上がメディア・リンクスの財務状況の分析である。これまでの検討を見る限り、同社には、
①売上高と利益の関係、②増加する売掛金と棚卸資産、③不可解な貸付けの点で違和感がある
財務状況となっていることが判明した。そのため、以下において、同社の説明事項と実態の整
合性を検討する。 
 
(2) 公表書類の異常点の明確化 
 ここでは、前述の財務分析で指摘した検討事項について、それぞれメディア・リンクスの公
表書類における説明箇所を参照し、また、必要に応じて同業者や業界の一般的な実態等と比較
しながら、その合理性について検討する。 
 
A．ビジネスモデルについて 
 まず、各指摘事項の検討を行う前に、メディア・リンクスの事業の内容やビジネスモデルに
ついて検討を行い、メディア・リンクスという企業の全体的な特徴を把握する。 
【表 2－2－5】は、平成 15年 3月期の有価証券報告書における【事業の内容】である。 
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３　【事業の内容】
　（１）　事業の内容について
①　システム事業
（中略）
（後略）
　ヒューマンリソース事業は、システム事業から派生するデータ入力業務や子会社の㈱シスコ二一世紀
が行う人材派遣及びテレマーケティング等の業務請負が主な事業内容であります。
　当社グループは、株式会社メディア・リンクス（以下、当社）及び子会社１社（㈱シスコ二一世紀）の2社か
ら構成されており、情報処理システムの販売・サービス提供を行うシステム事業とコンピュータスクールの
運営並びに人材派遣・業務請負を行うヒューマンサービス事業を行っております。
　これらは事業の種類別セグメントと同一区分であり、事業内容は次のとおりであります。
　システム事業は、情報機器・ソフトウェアの販売及び情報サービスの提供から構成されております。
　情報機器等の販売においては、パーソナルコンピュータやミッドレンジコンピュータ等のコンピュータ機
器、液晶タッチパネル等の端末装置の販売及びこれらに付帯するシステム保守・管理サービスを一括し
て提供しております。また、コンピュータグラフィックス作成支援ソフトやグループウェア等の自社プロダク
トの開発、販売も行っております。
【表2－2－5】 メディア・リンクスの事業の内容
　情報サービスの提供においては、顧客の要望に応じたソフトウェアの開発、カスタマイズ等のソフトウェ
ア開発及びコンピュータグラフィックスを用いた各種コンテンツの受託開発を通じて多様化する顧客の
ニーズに対応しております。また、自社プロダクトとしてドキュメント（図面・図書）のデータベース化やGIS
（※1）と連動したドキュメント管理システムの提案を行ってまいりましたが、現在は当該ドキュメント管理
システムの発展型として「プロセスナレッジウェア（PKW：後述3（3）を参照」を開発し、知識の蓄積、共有
化及び有効活用を課題とする企業や地方自治体を対象として販売を展開しております。
②　ヒューマンサービス事業
　ヒューマンサービス事業は、コンピュータスクールの運営を中心とするエデュケーション事業と人材派遣
及びテレマーケティング等の業務請負を中心とするヒューマンリソース事業の2つで構成されます。
　エデュケーション事業は雇用・能力開発機構大阪センターにより受託のパソコンスクールとJava（※2）
プログラマー養成講座等の高度な技術の取得を目的とする一般社会人向けのコンピュータスクールの運
営を行っております。
 
 
【表 2－2－5】によれば、メディア・リンクスは、①情報機器・ソフトウェアの販売や情報
サービスの提供等を行う「システム事業」と、②コンピュータスクールの運営やテレマーケテ
ィング65等の業務請負等を行う「ヒューマンサービス事業」の 2種の事業を営む会社であるこ
とがわかる。ヒューマンサービス事業は人的なサービスを売りとする事業であると推定される
ことから、同社の保有する棚卸資産は、①のシステム事業に関するものである可能性が高いと
推察される。 
ここで、同社は①システム事業の説明において、「プロセスナレッジウェア(PKW、以下「PKW」
とする)」という製品を前面に押し出している。同社の説明によると、PKWとは、「組織にお
けるあらゆるプロセス（過程、工程、手法等）での知識を蓄積し、有効活用できるようにする
ナレッジマネジメントシステム66であり、組織内に蓄積された膨大な情報を、容易に検索し、
                                                   
65 電話を用いて直接顧客に販売活動をする行為を指す。 
66 ナレッジマネジメントシステムとは、単なるコンピュータのシステムではなく、個人の知識
を組織の知識として活用する仕組みを設けることで、組織の業務全体を効率化する知識共有化
の仕組みを指す。 
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適時に利用できるようにするシステム」であるという。当該システムは、平成 15年当時、同
社の「システム事業」が属するシステム開発業界において、情報機器やソフトウェアの販売競
争の激化によって収益率の低下傾向が懸念されていたという状況67を踏まえると、同社が収益
性獲得のため独自に開発したシステムであると推察される。同社は、この PKWを主力製品と
し、企業や地方自治体を販売相手として営業政策を進めていたようである。 
 また、連結グループの構成であるが、同社は、「メディア・リンクス」とその子会社である
「㈱シスコ二一世紀（以下、「シスコ」という）」の 2社で構成されている。シスコは、ヒュー
マンサービス事業を行い、主に、人材派遣やテレマーケティング等の業務請負を行っていた。
メディア・リンクスが保有するシスコの議決権は 90％であり、メディア・リンクスの役員の
うち 3名がシスコの役員を兼任していた状況であった。 
 以上が、メディア・リンクスのビジネスモデルである。以下では、同社のビジネスモデルを
前提に、財務分析で指摘された各事項について検討を行う。 
 
B．売上高について 
 まず、平成 15年 3月期に急上昇した売上高について検討を行う。【表 2－2－6】は同社の平
成 15年 3月期の有価証券報告書における業績の説明記載である。 
1　【業績等の概要】
　(1)　業績
【表2－2－6】 有価証券報告書「事業の状況」
　当期におけるわが国の経済環境は、失業率の悪化や金融機関における不良債権処理の拡大など依然として景
気天候の兆しが見えず、厳しい状況が継続しております。
　このような経営環境の中で、当連結会計期間のシステム事業につきましては、パートナー企業との連携強化や
営業要員の増強などを重点施策として実施してまいりました結果、新規顧客の獲得や販売チャンネルの拡大など
において成果をあげることができました。
　また、プロダクトの強化面におきましても当社の収益基盤の核となるべきプロセスナレッジウェア(PKW)の商品
力、幅広いアプリケーション応用展開の可能性などに高い評価をいただき、パートナー企業と共同でインターネット
を介したe－ラーニング、e－メンテナンスなどの分野で応用展開を図っております。
（略）
 
 
【表 2－2－6】によれば、同社の大幅な売上拡大は、「パートナー企業との連携強化や営業要
員の増強などを重点施策として実施したこと」、「PKWの商品力とアプリケーションとしての
応用の可能性に高い評価が得られたこと」の 2点を挙げているが、これらを以て、売上高を前
期の約 3倍にまで上昇させることが可能であるかについては疑問が残る。 
続いて、同社が収益獲得の重点施策として説明したパートナー営業という営業形態について
の検討を行うため、【表 2－2－7】を示す。 
                                                   
67 平成 15年というと、日本においては ITバブルが崩壊した直後ということもあり、IT業界
の企業の株価は軒並み下落傾向にあった。 
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(2)　営業形態について
　（※3）　パートナー営業
【表2－2－7】 メディア・リンクスの営業形態 「パートナー営業」
　当社の営業形態の特徴として、販売面におけるパートナー営業（※3）政策が挙げられます。当社は、パー
トナー企業との連携を強化し、パートナー企業の営業力の活用及び情報を共有化することにより事業の展
開を図っております。当社はこれらと並行的にエンドユーザーに対しても独自に営業活動を展開しておりま
すが、一次納入先としてはパートナー企業となることが多く、当該パートナー企業に対する売上高が、全売
上高の68.5％（平成15年3月期実績）を占めております。
 パートナー営業とは、当社がエンドユーザーに直接販売するのではなく、強力なネットワークを有する大
手SI企業や専門分野において強みをもつ企業（これらを総称してパートナー企業という。）に対し営業活
動を行い、パートナー企業を通じてエンドユーザーに販売することをいいます。
当社グループの事業の系統図は次のとおりであります。
 
 
 メディア・リンクスによると、どうやらパートナー営業とは、エンドユーザの間に強力なネ
ットワークを持つ大手 SI(System Integration)企業等、仲介を行う企業(パートナー企業)を置
き、その企業にエンドユーザの販売の多くを任せる営業形態であると推測される。実際に、呼
称は様々であるが、このような商社的な役割を担う企業を介在させる営業形態は IT業界で多
く見られるのは、前章の考察において確認済みである。特にシステム開発業界においては、シ
ステム開発側は、販売等の余計なコストをかけず開発作業に人員やコストを集中でき、他方、
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仲介側はシステム開発の要員を自社で持つ必要がない上に、開発失敗のリスクを回避できると
いった双方にメリットがある。つまり、環境変化に対応した迅速な開発や市場シェアの獲得に
よる開発費の早期回収といったことが求められる IT業界ならではの仕組みであるといえよう。 
 以上が、同社の営業形態である。次に、平成 15年 3月期の有価証券報告書中にある同社の
販売実績を【表 2－2－8】で検討する。 
　（注）　１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
　　　　　２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）
伊藤忠テクノサイエンス㈱ 2,562,688 39.1 2,534,775 15.0
ダイワボウ情報システム㈱ 4,505 0.1 2,260,345 13.4
合計
相手先
前連結会計年度 当連結会計年度
前年同期比
270.1
86.3
16,863,656 257.4
【表2－2－8】 販売実績
　(4)　販売実績
事業の種類別セグメントの名称
システム事業
ヒューマンサービス事業
金額（千円）
16,471,952
391,703
 
 
【表 2－2－8】を見ると、同社の売上高の大半はシステム事業から生じていることがわかる。
また、主な販売先として挙げられている伊藤忠テクノサイエンス㈱68とダイワボウ情報システ
ム㈱は共に、先のパートナー企業に当たると推察される。これらパートナー企業に対し、同社
は営業活動を行っており、【表 2－2－7】にもあったとおり、平成 15年 3月期の売上高約 170
億円のうち、その 68.5％にあたる約 116億円をパートナー企業に販売していたとされる。パー
トナー営業に関して、その売上増加の効果は不明であるものの、パートナー企業のような IT
関連機器の商社的な取引を行う企業は、当該機器の導入に際し保守作業等を行い、長く取引関
係を結ぶユーザを広く有することから、強いネットワークを持っていると推定され、そのよう
な商社的な企業の特性を用いて自社の販売網を広げるような営業形態は、少なからず売上増加
に起因すると思われる。 
 続いて、同社が売上高の増加要因として挙げた同社の主力製品 PKWの商品力についての検
討であるが、同社によれば、PKWのメインマーケットは製造業であるという。製造業では、
部門や工程ごとの膨大な知識を共有化し、組織全体に有効活用できる仕組みが求められる。そ
こで、同社が推すPKWを用いることで、情報や知識の共有化及び有効活用が図られるという。
まずは、その仕組みを理解するため、【図 2－2－1】に PKWの概要図を示す。 
                                                   
68 平成 18年に株式会社 CRCソリューションズと経営統合し、現在は伊藤忠テクノソリュー
ションズ株式会社に社名変更している。 
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【図2－2－1】 プロセスナレッジウェアの仕組み
 
 
【図 2－2－1】に加え、同社の説明によれば、PKWの商品力は、「多次元の検索システムの
機能を持つこと」にあるという。ここで、従来のナレッジマネジメントシステムは、知識の共
有化を図るために必要となる検索システムに全文検索69を採用しているのが一般的であった。
従来から全文検索は、利用者が入力した文字列に対し、該当するものがあれば全データを抽出
                                                   
69 利用者が検索したい知識項目に関して検索画面で入力した全文を機械的にデータベースに
存在する全てのデータから検索する検索方法を指す。 
ユーザ自身の手により新規
データが追加蓄積され、 
データベースが成長する。 
レガシー 
データ 
① レガシーデータの電子化 
＜当社 PKWシステムのしくみ＞ 
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② 構造化作業 
データの分析 
検索キーワードの抽出・分析 
インデキシング 
FAQ形式による PKW基礎モデルの構築 
シソーラス手法、パターンラ
イゲージ手法、意味ネットワ
ーク手法等を駆使し、自然言
語を構文解析 
③ データベースの構築 
検索エンジン付きデータベース 
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端末 
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熟練技術者等） 
回答・ 
登録 
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してしまい、利用者が本当に利用したい知識が余計なものと混じって検索されてしまうことや、
文字列を誤って入力すれば検索されないという問題が指摘されていた。そこで、同社の PKW
は、「人の手により日常で使用される言葉（自然言語）を解析・構文化することにより、様々
な視点からの検索を可能とするシステムである」と説明し、従来のナレッジマネジメントシス
テムの問題点を解消していると説明している。確かに、このような仕組みを持つナレッジマネ
ジメントシステムは、他の製品と比較して、付加価値の高い製品であるといえ、その商品力の
強さが売上の上昇につながることも考えられるであろう。 
 以上が、売上高についての考察である。確かに、メディア・リンクスは売上の増加について、
自社の強みを端的に説明しており、売上増加との関連性も見受けられる。しかし、平成 15年
3月期に約 10億円もの売上増加を果たしたにもかかわらず、当時の報道では同社の PKWに
ついての記事が見受けられない点や利益自体が減少している点を踏まえると、依然として疑問
が残ったままである。 
 
C．受取手形及び売掛金について 
 続いて、平成 15年 3月期に棚卸資産とともに倍以上に膨らんだ受取手形及び売掛金につい
て検討する。【表 2－2－9】は、平成 15年 3月期に保有される受取手形及び売掛金の金額の内
訳の資料である。 
　　b　受取手形
　　　（イ）相手先別内訳
　　c　売掛金
　　　（イ）相手先別内訳
（略）
【表2－2－9】 受取手形及び売掛金の内訳
相手先 金額（千円）
　（株）NPCシステムドットコム 606,825
197,589
174,905
　（株）リオスコーポレーション
　山陽電子システム㈱
979,320合計
相手先 金額（千円）
　小池イマテクス㈱ 754,824
　TIS㈱ 533,862
530,733
343,224
278,250
649,339
3,090,232
（略）
　エッジ㈱
　ハイブリットインターナショナル㈱
　㈱ヒューコム
　その他
合計
 
 
【表 2－2－9】を見ると、同社の受取手形及び売掛金は、特定の企業に大幅に偏っているとい
った状況はない。上記の数値を基に、各債権の回収期間を計算したが、受取手形は約 21日、
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売掛金は約 50日となった70。また、売掛金の当該期間の回収率は 83.1％となる。受取手形及
び売掛金の増加率と売上高の増加率の関係についても、売上高が前期と比較して約 2.6倍に増
加しているのに対し、受取手形及び売掛金の増加も前期の約 2.4倍とほとんど同水準であった
ため、これらの指標を見る限り、特段の異常はないと思われる。 
また、当該債権に係る貸倒引当金や貸倒損失についても検討を行ったが、同社は貸倒引当金
について貸倒実績率に基づく設定を行っており、平成 14年 3月期、平成 15年 3月期のともに、
約 0.2％で計上していた。貸倒損失についても前期は約 750万円、当期は約 460万円計上され
ているものの、通常の営業の範囲内にあるものと思われ、特段、疑問に思う点は見当たらない。
しかしながら、先ほどパートナー企業に当たると推察した伊藤忠テクノサイエンス㈱とダイワ
ボウ情報システム㈱に関する債権が表中に存在していない点については疑問に思うところで
ある。 
 以上のことから、受取手形及び売掛金の増加は、売上高の大幅な増加に起因して発生したと
推察され、受取手形及び売掛金の数値及び貸倒引当金等の項目についても特に異常な点は見ら
れないといえる。ただし、主要な売上債権の内訳にパートナー企業に相当する企業が存在して
いないことには注意が必要であろう。 
 
D．棚卸資産について 
 続いて、受取手形及び売掛金とともに平成 15年 3月期に 5倍近い水準まで増加した棚卸資
産について検討を行う。棚卸資産の内訳については、連結貸借対照表に記載されないことから、
【表 2－2－10】に同社単体の貸借対照表の流動資産の区分を記載した。 
区分
注記
事項
構成比
（％）
構成比
（％）
 Ⅰ　流動資産
　　１　現金及び預金 ※2 1,419,267 2,068,623
　　２　受取手形 ※6 180,931 979,320
　　３　売掛金 1,502,523 3,090,232
　　４　商品 66,248 24,742
　　５　未着品 1,086,188 5,071,376
　　６　仕掛品 10,341 892
　　７　貯蔵品 1,016 1,330
　　８　前渡金 ― 4,790
　　９　前払費用 15,684 29,975
　 １０ 繰延税金資産 20,840 16,464
　 １１ 短期貸付金 60,000 ―
　 １２ その他 2,942 30,211
　　　　貸倒引当金 △2,800 △8,550
　　　　流動資産合計 4,363,185 93.7 11,309,409 97.8
（略）
【表2－2－10】 メディア・リンクス単体の貸借対照表(流動資産の区分)
金額（千円） 金額（千円）
第9期
（平成14年3月31日）
第10期
（平成15年3月31日）
 
                                                   
70 「売上債権(期首期末の平均値)÷売上高×365(日)」によって計算している。 
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【表 2－2－10】において、棚卸資産の項目である「商品」、「未着品」、「仕掛品」を見ると、
その割合は、平成 14年 3月期において、商品が 5.7％、未着品が 93.4％、仕掛品が 0.9％とな
る。また、平成 15年 3月期においては、商品が 0.5％、未着品が 99.5％、仕掛品が 0.02％で
あった。なお、主な棚卸資産の内訳を確認したところ、そのすべてがシステム事業に関するも
のであり、かつ、商品と未着品は「ネットワーク機器等」、仕掛品は「システム開発受託等」
に関するものであった。 
 ここで、今までの検討結果を踏まえると、同社の棚卸資産については、四つの疑問が生じる。 
まず、一点目として、同社の事業内容は情報機器・ソフトウェアの販売及び情報サービスの
提供とされていたが、このような事業内容をもつ企業にとって、棚卸資産の大半が未着品勘定
という状態は、通常の状態なのであろうかという点が挙げられる。未着品勘定とは、一般的に
「遠隔地で買い付けて運送途中にある商品を処理する勘定」71とされる。会計処理としては、
当該商品自体の所有権は貨物証券又は船荷証券を買い手が入手することで移るとされるもの
の、運送途中であることから当該商品の品質や現物を確認することができない。そのため、買
い手の手元商品と区別するために、一旦未着品勘定として借記しておき、実際に当該商品が到
着し検収を終えてから、仕入勘定あるいは商品勘定に振り替えられるものである72。この未着
品勘定の特性を考慮すると、同社の販売商品であるネットワーク機器等の大半が、遠隔地で買
い付けて運送途中にあることを示すこととなる。 
次に、二点目として、当該未着品の回転期間が、あまりに長期間となっている点が挙げられ
る。同社の平成 15年 3月期の有価証券報告書を基に、未着品の棚卸資産回転期間73を計算す
ると、平成 15年 3月期は約 3.7ヶ月という水準になった。この指標に未着品勘定の本質を踏
まえて取引のプロセスを想像すると、これは、同社がどこか遠隔地の仕入先からネットワーク
機器等を仕入れ、それをエンドユーザ等に販売するまで約 3.7ヶ月の運送期間を経ていること
を意味することになり、あまりにも長期的すぎる運送期間となってしまう。この点について、
【表 2－2－8】や【表 2－2－9】に得意先として表示されている表中の各社の所在地をインタ
ーネットによって確認した74ところ、いずれも日本国内に存在する企業であることが判明した。 
ただし、一旦、メディア・リンクスの自社倉庫を経由して引き渡されている場合や、同社が
海外企業から仕入を行い、自社を経由することなく販売相手先に納品している場合についても
未着品という勘定科目は登場すると考えられることから、同社の倉庫等の設備や仕入先がどこ
に存在するのかについても検討する必要があろう。そのため、【表 2－2－11】に、平成 15年 3
月期における買掛金の相手先別の内訳を示した。 
                                                   
71 安藤英義等編集代表(2007年)『会計学大辞典 第 5版』：p.1268 
72 安藤英義等編集代表(2007年)『会計学大辞典 第 5版』：p.1268 
73 「未着品(期首期末の平均値)÷売上原価×12(ヶ月)」によって計算した。 
74 帝国データバンク HP「TDB企業サーチ」(http://www.tdb.co.jp/service/u/1000.jsp)により
調査した。 
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【表2－2－1１】 買掛金の主要相手先
相手先
ベルネット㈱
㈱アイアイジェイテクノロジ
エッジ㈱
㈱NPCシステムドットコム
富士通ミドルウェア㈱
その他
合計
311,430
308,534
487,755
3,171,047
金額（千円）
1,275,495
445,531
342,300
 
 
この【表 2－2－11】における各主要相手先の所在地を販売相手先の調査と同様の手法で調
べたところ、そのすべてが日本国内に拠点を構える企業であったことが判明した。これらを踏
まえれば、同社の販売相手先や仕入先は全て日本国内に存在、あるいは、拠点を構えている。
それにもかかわらず、約 3.7ヶ月も運送期間を有するような場所は日本国内の一体どこにある
のだろうか。また、仮に海外の工場等に一旦搬入し、加工等を経て日本国内に運送されるのに
約 3.7ヶ月がかかるとしても、仕入先及び販売先の拠点が日本国内に存在する以上、日本国内
で作業が完結できることから、経済的合理性が感じられず、大きな違和感を覚えることになる。 
続いて、三点目として、未着品と買掛金との金額のバランスが不自然である点が挙げられる。
この疑問点に触れる前に、同社が未着品に関して、どのような会計処理を行ったかについて検
討することとする。まず、【表 2－2－10】における商品勘定の金額を見ると約 2,500万円とな
っており、この金額は、同会計期間の同社単体の損益計算書における「期末商品たな卸高（以
下、「期末商品棚卸高」とする）」と一致する。一方、未着品勘定については、【表 2－2－10】
にあるとおり、期末商品とは別建てで計上されている。これを踏まえ、同社の未着品に関する
会計処理を推察すると、【表 2－2－12】のようになる。 
【表2－2－12】 「未着品」に関する会計処理の推察
　① 未着品の仕入時
　→仕入時には、「当期商品仕入高」及び「期末商品たな卸高」には含めない。
　② 当該未着品がエンドユーザー等の下へ到達したとき
　③ 未着品に係る仕入債務の決済時
未着品　××× ／ 買掛金　×××
未着品売上　×××売掛金　××× ／
未着品　×××
売上原価　×××
　　（当期商品仕入高）
／
買掛金　××× ／ 現金等　×××
 
 
【表 2－2－12】における①の処理について、借方の未着品は、同社単体の貸借対照表で未着
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品が商品と区別して計上されていたこと、及び、未着品と商品との金額が大幅に乖離していた
ことから推察し、貸方の買掛金については、同社単体の貸借対照表の負債の部に支払手形が存
在しないことから推察した。また、②と③の処理については、①の処理を行ったことに付随し
て推察される処理である。すなわち、同社は、未着品の仕入時に当期商品仕入高及び期末商品
棚卸高に含めることはせず、①の処理を行い、一方で、当該未着品がエンドユーザ等において、
検収などが行われた時点を以て、売上原価に算入していたと思われる。なお、この処理に関し
ては実務上も用いられている処理であり、当該仕訳自体には会計上の問題はない。 
しかし、上記のような会計処理を行っていたと仮定するならば、買掛金と未着品の金額のバ
ランスに疑問を感じることとなる。同社では、未着品の仕入れを行う度に、【表 2－2－12】の
①の仕訳がなされ、仕入れた未着品とほぼ同額の買掛金が増加することとなる。これを踏まえ
て、未着品及び買掛金の増加額について調べると、【表 2－2－10】にあるように、未着品は前
期から約 40億円分増加しているが、【表 2－2－3】にある同社の負債の部を確認すると買掛金
は 20億程度しか増加していない。この差額の 20億円は、【表 2－2－12】の③のように現金等
によって決済されたと推定できるが、このことは、同時に、一向に処理されない（到着しない）
未着品に係る仕入債務の決済が先行していることを示す。これはつまり、未着品が売上高に対
応して売上原価に振替えられる前、すなわち、未着品が目的の場所に到達していないにもかか
わらず、約 20億円もの仕入債務を現金により決済していることを意味する。これは、明らか
に同社に不利な販売プロセスとなっており、ビジネスとして成立しないのではないであろうか。
また、同社はパートナー営業を採用しており、これが平成 15年 3月期の売上拡大に貢献した
と説明しているが、これほど合理性のないパートナー営業が前期の約 3倍もの売上獲得を果た
せるとは到底思えない。 
最後に四点目の疑問として、同社の平成 14年 3月期の好業績に貢献したと説明する主力製
品 PKWに係る原価の存在である。PKWは前述のとおり、同社が独自開発している製品であ
り、従来の同種システムにはない強みを有し、他者との差別化が図られていると説明した。と
すれば、PKWは、同社の特殊技術を用いて製造されているため、その製造設備は同社が保有
している可能性が高く、外部者が製造している可能性が低い。また、【図 2－2－1】を見る限
り、PKW自体の価値はほとんどが内部構造、つまり、プログラムが占めていると考えられ、
運送という概念が乏しいことから、遠隔地からの仕入という実態はないといえよう。加えて、
同社のコア・コンピタンスともいえる他者にない検索システムの技術が外部に流出する危険性
を防ぐことを踏まえるならば、遠隔地からの仕入や外部への委託といった実態は合致しないと
推察される。このことから、同社の製品である PKWに係る原価は、未着品勘定には存在しな
い、すなわち、仕掛品として存在することが推察できる。これを前提に、以下【表 2－2－13】
における同社の製造原価明細書を見ると違和感を受ける点が浮上する。 
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【表2－2－13】 製造原価明細書
区分
注記
番号
金額（千円）
構成比
（％）
金額（千円）
構成比
（％）
Ⅰ　外注費 395,935 53.2 120,069 28.9
Ⅱ　労務費 ※2 43,611 5.9 36,534 8.8
Ⅲ　経費 ※3 304,739 40.9 258,937 62.3
　　当期総製造費用 744,286 100.0 415,541 100.0
　　期首仕掛品たな卸高 ― 10,341
合計 744,286 425,882
　　他勘定振替高 ※4 34,696 17,540
　　期末仕掛品たな卸高 10,341 892
　　当期製品製造原価 699,248 407,449
　　　（脚注）
 　当社は実際原価によるプロジェクト別個
別原価計算を採用しております。
 同左
（略）
　１　原価計算の方法
第9期
（自　平成13年4月1日
至　平成14年3月31日）
第10期
（自　平成14年4月1日
至　平成15年3月31日）
第9期
（自　平成13年4月1日
至　平成14年3月31日）
第10期
（自　平成14年4月1日
至　平成15年3月31日）
　１　原価計算の方法
 
 
【表 2－2－13】で期末仕掛品の金額を見ると、その額が約 90万円と僅少であることがわか
り、先ほど検討した未着品と比較して、PKWは生産から納入まで非常にスムーズであったこ
とが伺える。通常、従来から続けていた販売プロセスの方が経験的な効果から、新たに開始し
た販売プロセスよりもスムーズに生産・納品が行われると考えられるが、同社の販売プロセス
はなぜか従来の販売プロセスの方が非効率である。また、【表 2－2－13】を見ると、当期総製
造費用は約 4億円と、未着品の金額を大幅に下回っている。この点を踏まえれば、同社が注力
している製品（PKW）の規模は、従来から売上取引の大半を占めていたと思われる商品（ネ
ットワーク機器等）よりも小さいことが推察されるが、両者は納期や効率性を表す回転期間で
比較するとあまりに差が大きい。これは、両者の販売管理や在庫管理自体に大きな差異が生じ
ていることを間接的に表しており、この差はいったい何に起因しているのであろうか。仮に、
同社の場合、売上や利益の拡大に関して戦略を立てるのであれば、新製品の商品力を強化する
よりも先に、この異常なまでの未着品の納期の悪さを改善する方が、コストや売上への貢献度
の両面から見ても、はるかに良いと思われる。しかし、同社の公表資料にはそのような改善を
行った形跡がない。加えて、PKWが売上獲得に貢献していると説明する同社の主張を前提と
するならば、PKWは活発に製造及び販売がなされていると想像できるのだが、PKWと思わ
れる製品に係る製造費用が未着品に対して著しく低いことを考慮すると、これが売上を前期の
約 3倍にしたとは到底信じ得ない。つまり、同社の推す PKW自体についても疑問が生じるこ
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とになる。 
以上が棚卸資産についての検討である。上記 4点の疑問を踏まえると、同社における未着品
には不可解な点が多く、販売管理や在庫管理にも合理性が感じられない。このような同社の不
合理な実態と好調な財務数値の矛盾を見ると、同社が適切な事業活動を行っていたのかどうか
にも疑問が生じる。特に、未着品取引については、異常点の多さから不正を感じさせる部分が
あり、未着品という勘定科目自体がもつ性質（運送途中であること）、すなわち、監査時の現
物確認等の実施を困難にする性質を有することを悪用したのではないかという疑念すら生じ
る。また、先ほど「C．受取手形及び売掛金について」の検討を行った際に、数値上の異常点
が見当たらなかったことを踏まえると、棚卸資産の異常点は、売上債権に関する異常点を隠蔽
した結果として生じた可能性が示唆され、同社の全体としての財務数値から違和感の原因を突
き止める必要があろう。この点については以下の「(3) 具体的手口とその対応策」で検討する
こととする。 
 
E．棚卸資産評価損について 
 次に、「D．棚卸資産について」で検討した結果に付随する会計処理として、「棚卸資産評価
損」の計上の適正性について検討を行う。 
 同社は、平成 15年 3月期の連結損益計算書によれば、特別損失として約 2,800万円の棚卸
資産評価損を計上している。現在は、『企業会計基準第9号 棚卸資産の評価に関する会計基準』
の第 64項において、棚卸資産評価損を特別損失として計上することに制限を課しているが、
当該基準は平成 18年に施行され、その後、平成 20年の改正を経て設定されたものであること
から、同社が棚卸資産評価損を特別損失として計上した平成 15年当時には規定自体がなく、
このことは問題とはならない。しかしながら、当時の報道おいて、同社は棚卸資産評価損の計
上について、当時の会計監査人であった新日本監査法人と激しい対立をしていたという事実が
ある。したがって、ここでは、当該科目の計上の可否や金額の適切性、表示の妥当性について
ではなく、会計監査人との対立に主眼を置いて検討を行う。 
まず、本節の冒頭で触れたとおり、メディア・リンクスは、平成 15年 6月 2日に棚卸資産
の評価損約 11億円を特別損失として計上した結果、約 2億円の債務超過に陥った旨を公表し
ている75。この時点では、「D．棚卸資産について」の検討の際に違和感を受けた未着品から生
じた多額の評価損を計上すべきとする新日本監査法人の指導をメディア・リンクス側が一度は
聞き入れた形となっている。しかし、その一週間後の同月 9日に、メディア・リンクスが急遽、
新日本監査法人との監査契約を解消し、公認会計士みのり共同事務所に会計監査人を交代する
旨を公表した76。通常、会計監査人の交代は定時株主総会において行われるため、このように
決算期末日を終え、会計監査がほぼ完了したような時点での会計監査人の交代は異例の事態で
あったといえる。また、同月 16日には、約 11億円と公表していた棚卸資産の評価損を約 2,800
                                                   
75 平成 15年 6月 3日付 日本経済新聞朝刊 
76 平成 15年 6月 10日付 日本経済新聞朝刊 
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万円に修正し、同時に債務超過が解消された旨を公表した77。 
このような経緯があったことを踏まえると、棚卸資産評価損の額にも疑念が生じる。当該計
上額自体の適正性は、公表書類に明記がない以上検討できないのだが、前会計監査人が多額の
計上を指導した結果、監査契約をイレギュラーなタイミングで打ち切られた事実は異常である。
また、新たに監査契約を締結した公認会計士みのり共同事務所には、前会計監査人の指摘事項
を全面否認し、メディア・リンクスの債務超過を解消させる形としたことから、オピニオン・
ショッピング78の疑念が生じるであろう。したがって、この点についても後の「(3) 具体的手
口とその対応策」において触れることとする。 
以上のように、棚卸資産評価損の検討した結果、当該評価損を巡る前会計監査人との対立が
見られたことによって、メディア・リンクスという企業自体の企業情報開示義務の姿勢に疑問
を感じた。 
 
F．営業 CFのマイナスについて 
 次に、同社が平成 15年 3月期に大幅なマイナスとなった営業 CFについて検討する。 
 同社は【表 2－2－1】によると、平成 13年 3月期に財務資料を公表してから毎期連続して
営業 CFがマイナスであり、とりわけ減少が激しい平成 15年 3月期の主な原因は、「売上債権
の増加額」（約 24億円）及び「棚卸資産の増加額」（約 39億円）であった。この点について、
同社がどのような対応を図ろうとしているのかを検討するため、【表 2－2－14】に、同社の継
続企業の前提に関する注記を記載した。 
　連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表
には反映しておりません。
【表2－2－14】 継続企業の前提に関する注記
　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況
　当連結会計年度（自　平成14年4月1日　至　平成15年3月31日）
　当連結会計年度における、当社グループの連結キャッシュ・フロー計算書において、重要なマイナスの営
業キャッシュ・フロー（4,474,464千円）が発生しております。これは、当社システム事業の急拡大に伴い、仕
入れによる支払が先行することにより、前期に比し、多額の未着品および売掛金が増大したことによりま
す。当該状況により、継続企業の前提に関する重大な疑義が生じています。
　連結財務諸表の提出会社である当社は、当該状況を解消すべく未着品の売却を進めており、平成15年6
月15日現在のたな卸資産勘定に含まれる未着品残高は、期末日5,071,376千円から3,017,458千円減少
し、2,053,917千円となっております。また、当社第11期の資産収支計画において、営業キャッシュ・フロー
の黒字化を計画しております。
 
 
【表 2－2－14】によると、営業 CFの急激な減少の理由は、「当社システム事業の急拡大に
伴い、仕入れによる支払が先行すること」、「多額の未着品および売掛金が増大したこと」を挙
                                                   
77 平成 15年 6月 17日付 日本経済新聞朝刊 
78 他の監査人による監査意見の買取り行為を指す。上場企業としては、監査人の監査報告書に
おいて意見不表明や不適正意見が表明されると、上場廃止の事態に陥ることから、別の監査人
と契約することで自社に都合の良い意見を表明するために当該行為を行うおそれがある。 
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げている。先ほど【表 2－2－12】で検討した未着品の会計処理を前提とするならば、同社の
未着品は仕入先行の状態にあり、また、【表 2－2－2】から、未着品および売掛金が増大して
いることも確認しているため、同社が述べる営業CF減少の理由について異論はない。しかし、
同社は【表 2－2－14】の後段において、「対応策として未着品の売却を進めた結果、約 20億
円もの未着品の解消が行われた」と述べている。当該内容は後発事象として注記されていたの
だが、これについては次の二つの違和感を禁じ得ない。 
まず、第一に、運送途中であるとされるはずの未着品の解消をどのように行ったのであろう
か。約 20億円もの未着品を解消するためには、通常であれば、単純に①現時点で未着品とな
っている項目の運送自体を短縮すること、②期末日以降の未着品の仕入を取りやめること、の
2パターンが想定できる。しかし、貸借対照表中の未着品は平成 15年 3月 31日の決算期末日
時点の数値であり、期末日後、すぐに対応策を実施したとしても、【表 2－2－13】に記載され
た日付の 6月 15日までは、わずか 3か月ほどの期間しかない。わずか 3か月で、約 20億円
もの未着品の解消が可能であったのならば、なぜ、期末日以前に行わなかったのであろうか。
また、運送自体に約 3.7ヶ月かかると推察されていた未着品の 4割に相当する 20億円をわず
か 3か月で減少させることが現実に可能なのかといった点も疑問である。 
加えて、上記①、②の解消案は、あくまで適正な会計処理を前提とした検討である。同社が
粉飾を行ったことまで視野を広げて検討するならば、③未着品勘定を別の勘定科目に振り替え
る方法、あるいは、④当初から未着品は存在しなかったという事態が想定される。これら③、
④を完全に否定するような情報は同社の財務資料から得られていない。また、短期間での未着
品の解消が現実的に可能かどうかといったことを踏まえれば、③、④の可能性が高いといえよ
う。 
第二に、全売上の 68.5％がパートナー営業であるとした同社にとって、「未着品の売却を進
める」といった表現は、未だ売却相手が定まっていないかのような印象を与える。そもそも、
同社はパートナー企業がエンドユーザを多数抱えているが故に、パートナー営業という形態を
採用したはずである。【表 2－2－7】では、全売上高の過半数がパートナー営業によるものと
説明していた。とすれば、未着品の最終的な売却はパートナー企業に任せるのが本来の姿であ
り、同社は未着品の売却に力を注ぐ必要はない。にもかかわらず、メディア・リンクス自身が
エンドユーザを探すような事態になっていたとすれば、パートナー営業の存在意義にも疑いが
生じる。仮にこのような営業形態が架空のものであったとすれば、先ほど「C．受取手形及び
売掛金について」でも述べたとおり、パートナー企業と推察される企業への売上債権がほとん
ど内訳に残っていなかった点とも整合するであろう。 
 
G．不可解な貸付けについて 
 最後に、メディア・リンクスが平成 15年 3月期に行った不可解な貸付けについて検討する。 
同社は【表 2－2－4】の連結 CF計算書にもあるとおり、資金繰りが悪化していたにもかか
わらず、「貸付けによる支出」が約 14億円計上されており、同会計年度中に当該貸付金と同額
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を「貸付金の回収による収入」とし、計上している。したがって、自身の資金繰りが悪化して
いる状況で 14億円もの大金を貸付けた合理性について検討を行う。 
まず、【表 2－2－2】の連結貸借対照表を見ると、平成 14年 3月期と平成 15年 3月期とも
に、「貸付金」という項目はない。すなわち、同社は、両会計期間ともに一会計期間をまたぐ
ような金銭の貸付けを行っていなかったことが判明する。とすれば、同社は、平成 15年 3月
期の一会計期間のうちに何者かに約 14億円もの金銭を一時的に貸付け、その後、会計期間を
またぐ前に当該資金を回収したことが推察できる。 
このような非常に短期間かつ多額の資金の貸し付けは、緊急を要したものであった可能性が
高い。金額や貸借対照表に反映されない期中のみの貸付けであった点を踏まえると、当該貸付
けについて検討したいところであるが、平成 15年 3月期の有価証券報告書等には、当該資金
の貸付けの詳細が記載されておらず、他の資料からも事実を読み解くことは不可能であった。
そのため、以下「(3) 具体的手口とその対応策」で、実際に同社が行った不正な手口を考察し
た上で、再度、事実から推察される当該貸付けの必要性について触れることとする。 
 
 以上、ここまでが公表書類の検討である。その検討結果を見る限り、同社の公表書類につい
てはいくつかの疑問を禁じ得ない。特に棚卸資産については異常点が明確である。しかし、同
社の平成 15年 3月期の有価証券報告書には会計監査人の無限定適正意見が表明されている。
そのため、以下では当該事件の具体的な手口と、ありうべき監査上の対応策を検討していくこ
ととする。 
 
(3) 具体的手口とその対応策 
ここでは、メディア・リンクスが行ったとされる不正手口と対応策について検討を行うこと
とする。 
 まず、同社の状況として、これまでの検討の結果、以下の点が確認されている。 
 ・売上は毎期 3倍ほどの増加傾向にあるが、利益はほとんど変化していないこと。また、営
業 CFは大幅なマイナスとなっていること。 
 ・パートナー営業という営業形態の割合が、全売上高の 68.5％にあたること。 
 ・同社の事業内容を踏まえれば特殊な勘定であるといえる未着品勘定が存在し、その額も約
50億円ある棚卸資産のうち、約 99％と大半を占めていること。 
・未着品の回転期間は約 3.7ヶ月と異常な運送期間を示していること。 
 ・自社の資金繰りの悪化があるにもかかわらず、不可解な資金の貸付けが見られること。 
 ・棚卸資産評価損の計上に関して対立していた前会計監査人が株主総会直前に交代しており、
監査人交代を契機に、同社の債務超過が解消されたこと。 
 これらの点を踏まえ、同社が行った不正手口を推察すると以下のような手口であったと思わ
れる。 
まず、同社は短期借入金等により資金を調達し、それを原資としてパートナー企業を起点と
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する架空循環取引を行うことで架空の売上を計上した。そして、当該資金を未着品に係る買入
債務の決済項目で一時簿外の存在とし、それを架空売上に係る売掛金の回収名目で自社に還流
させた。なお、同社の事業内容においては特殊な勘定である未着品勘定についてはパートナー
営業という営業形態を隠れ蓑としている。また、同社は連結損益計算書等の利益を水増しする
ため、かつ、監査人等の現物確認を困難にするために、未着品として架空資産を計上し、多額
となった未着品に関しては、他の項目に振り替える若しくは、定期的に棚卸資産評価損を計上
することでその額を減少させていた。 
 上記の文章を、図にすると以下のようになる。 
【図2－2－2】 不正の手口
 
 
 日本経済新聞によると、同社の平成 15年 3月期の有価証券報告書にある連結ベースの売上
高約 165億円は、実際のところ、約 25億円であり、実にその 85％にあたる約 140億円を架空
計上していたとされる79。また、同社は上場を果たした平成 13年 3月期にはすでに当該架空
循環取引による売上の架空計上を行っていたと報じられている80。 
 当該事件の協力会社の中には、名立たる大手企業の子会社も多数関与していたとされ、当該
事件が明るみに出た後、多くの企業が決算訂正を行っている81。また、メディア・リンクス事
                                                   
79 平成 16年 11月 24日付 日本経済新聞夕刊 
80 平成 16年 11月 23日付 日本経済新聞朝刊 
81 平成 17年 1月 31日付 日本経済新聞夕刊 
メディア・リンクス 
未着品 
（架空） 
パートナー企業等 
（複数社を介在）  
パートナー営業 
 （エンドユーザの隠蔽） 
架空売上 
（架空循環取引） 
 
PKW 
（架空かつ無形の物品） 
架空仕入 
（買掛金の発生） 
簿外資金の創出 一部は資産計上 
（利益の水増し） 
回収実績を偽装 
買掛金の決済 
（資金の拠出） 
短期借入金等 
※パートナー企業等の協力会社の中には、不正を知らずに加担していた企業や役
員の一人が単独で協力していた企業もあったとされる。 
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件の主犯者は当時の同社社長と数名の幹部であり、関与者としては、パートナー企業の役員等
も挙げられている82。関係者の供述によれば、当時のメディア・リンクス社長は、協力会社に
架空循環取引の話を持ちかけ、最終的な損失はメディア・リンクスが被ることを条件に多数の
会社を不正取引に巻き込んだとされる。その協力会社の中には、通常の取引と誤認し、意図せ
ず当該不正に協力してしまった会社も存在したという。また、当該不正取引に係る証憑につい
ては、専用の伝票を用意するとともに、自社の内部統制である会計システムのプログラムを一
部書換える等、社内での情報隠蔽も徹底し、監査人の調査に際して、信頼性のある内部統制の
存在等も示していたとされる83。さらには、架空循環取引だけでなく、協力会社の領収書等の
偽造84行い、架空循環取引とは別に、伝票上の架空売上の計上も行っていたとされる。 
 また、「(2) 公表書類の異常点の明確化 F．不可解な貸付けについて」で同社が行った不可
解な貸付けに関して、不正の手口に絡めて推察を行う。結論から言えば、当該貸付けは協力会
社に対するものであった可能性が高い。架空循環取引とは、「複数の企業が共謀し、販売取引
を当該企業間で連続させ、半永久的に循環させるよう仮装した取引であり、通常現金による債
権債務の決済があり、証憑書類等も整備されているため、発見が困難なものをいう85」と定義
されるが、当該取引に関しては、転売する商品の金額が転売するごとに大きくなり、いずれは
資金的にも当該商品の債権を決済するための資金が不足するといった事態も生じる86。そのた
め、同社に協力していた企業の中には当該資金が不足し、協力できなくなった企業が出た可能
性が高い。事実として、同社は上場した平成 13年 3月期にはすでに架空循環取引を行ってい
たと報道されており、不正が発覚した平成 15年 3月期には、当該転売商品の金額は膨大なも
のになっていた可能性がある。 
したがって、これらの可能性を踏まえれば、メディア・リンクスは何としても関与企業をつ
なぎとめておくよう、資金を一時的に貸し出したのではないのだろうか。資金を一時的に貸し
出せば、当該資金を受け取った会社は、転売対象の商品を仕入れ、次なる関与企業に対し転売
することが可能になる。また、当該商品に係る債権を回収することでメディア・リンクスに返
済する資金も確保でき、一会計間の間に当該貸付けを返済することも可能であると推察できる。
この点に関しては、事実として確定したものではないが、メディア・リンクスの当時の資金繰
りの状況や架空循環取引を行うためには協力会社が欠かせないことを踏まえれば、このような
推察も可能であろう。 
以上のように、メディア・リンクスは、多数の大手企業をも巻き込み、日本経済全体に大き
                                                   
82 平成 16年 11月 23日付 日本経済新聞朝刊 
83 平成 16年 11月 24日付 日本経済新聞朝刊 
84 平成 16年 11月 25日付 日本経済新聞朝刊 
85 米澤勝(2011年)「架空循環取引 法務・会計・税務の実務対応」より引用した。 
86 架空循環取引は、循環対象物である財貨を他の関与企業に転売する際、一定の利益を上乗せ
していくことから、企業間で転売が繰り返される毎に徐々に取引規模が大きくなる。また、当
該取引を適正な取引に仮装するためには当該取引によって生じた債権債務の決済を伴う必要
があるため、循環させるほど多額の資金が必要となるといった特徴を持つ。 
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な影響をもたらした事件を引き起こした。また、同社は従来から存在する IT業界の特有の慣
行（スルー取引）を悪用している87ことから、このような取引慣行に透明性を求める意見が多
発し、当該事件以降、多くの企業や監査業界に属する組織で様々な対応が図られている。この
点に関しては、「第四項 事件の影響」で詳細に説明する。 
 
第三項 メディア・リンクス事件の背景 
 上記の検討を行った結果、メディア・リンクスは IT業界の特有の慣行や勘定科目特有の性
質を悪用し、監査人を騙していた事実が判明した。また、後任の監査人にはオピニオン・ショ
ッピングの疑いがあり、監査人としての自覚の欠如等も疑われる。そこで、本項では、当該事
件の不正を看過した原因を推察する。 
 
(1) 不正の動機の推察 
 まず、同社の不正の動機を推察するが、平成 17年 11月 20日に発行された日本経済新聞の
朝刊には、次のような記事が掲載されている。 
「（メディア・リンクス社長は、上場を控えた平成 13年当時）業績が伸びているように見せ
かけるため、上場に必要な毎月の売り上げ目標を設定し、月末が近づくと、取引先に「今月は
どうしましょうか」などと持ちかけては、架空取引による水増し額を決めていた。」 
 この記事を見る限り、同社の不正の主な動機は、上場することにあったといえる。また、当
時の同社社長等は、架空増資によるインサイダー取引を行い、不当に金銭を横領している。こ
のことから、当該事件の動機は経営者等自身の利得のために行われた可能性が高い。 
 また、前述したとおり、当時の社長は、自社の内部統制のシステムの一部を変更することで、
内部統制を無効化する仕掛けを行っており、不正を行う機会を自らが作るとともに、自社の社
員や監査人等に気づかれないような環境を作っていたことから、自己の利益の獲得を目的とし
た積極的な不正であったといえよう。 
 
(2) 不正看過の原因の推察 
 本件は、経営者等の利得を動機としたものであった可能性が高い。そのため、ここでは、こ
のような不正をどのように発見すべきかについて検討する。 
まず、一般的な会計監査において、不正を看過しないためには不正リスク要因の把握が重要
となる。不正リスク要因とは、不正のトライアングルとも呼ばれ、①不正に関与しようとする
「動機・プレッシャー」、②不正を実行する「機会」、③不正行為に対する「姿勢・正当化」が
挙げられる88。本件においては、経営者自身が利得を追及するという動機があり、経営者等が
                                                   
87 メディア・リンクスの行った取引は、スルー取引を悪用したものであると判明しており、こ
れによって売上の架空計上を行った。また、メディア・リンクスは監査人に対しては IT業界
の慣行であることを理由に会計処理を認めさせていたとされる。(平成 16年 11月 23日付 日
本経済新聞朝刊) 
88 盛田良久．蟹江章．友杉芳正．長吉眞一．山浦久司．2008．「スタンダードテキスト 監査
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内部統制を無効化するようなプログラムの変更を行うことによって、不正を行う機会が監査人
の気付かぬうちに作られていた。さらには、上場以前から不正を行っていたことや監査人との
対立があったことを踏まえると、不正に関与した者には、不正に対する罪の意識の低さが窺え、
不正に対する姿勢・正当化が見られる。このような背景を踏まえ、当該不正を看過した原因は
以下の点にあると推察される。 
まず、一点目として、監査人が勘定科目や会計数値自体の本質とそれを使用する企業の実態
との整合性を把握していなかった、あるいは、メディア・リンクスに存在する違和感を徹底的
に追及しなかった点である。 
本件では、メディア・リンクスの事業内容に照らすと、明らかに特殊な勘定といえる未着品
が使用されていた。同社がこの勘定科目を使用した理由は、架空仕入に係る資産の現物確認等
を困難にするためであると推察されるが、実務上、運送途中であることを理由として実査が拒
否された場合、監査人が強制的に実査を実施することは困難である。そのため、実査に代わる
手続きとして、確認や質問が行われたと思われるが、この点に関しても、メディア・リンクス
は完璧な証票等や協力会社との整合性のある回答を用意し、当該取引自体の合理性には IT業
界の慣行を引き合いに出したと推察される。しかしながら、監査人としても、上記で検討した
とおり、これだけ数値に違和感があれば、不正の兆候を得ていたと考えられる。この兆候を認
知した際に、IT業界の状況を自身で調査、または、信頼できる専門家に協力を求め、相手の自
白を促せるような効果的な質問等が行えたならば、本件のような事件は未然に防げたかもしれ
ない。ただし、前監査人であった新日本監査法人は平成 15年 3月期には、そのような兆候に
気付き、指摘をしていたと推察される。結果としては、監査契約を解消されてしまい、指導は
聞き入れてもらえなかったものの、監査人としては適正な判断であったといえよう。 
二点目としては、オピニオン・ショッピングを行った疑いのある後任の監査人の使命感に問
題があった点である。この点に関しては、実際にオピニオン・ショッピングがあったのかは不
明であるものの、明らかに違和感のある数値を許容したことから、その可能性は高いといえる
89。あるいは、オピニオン・ショッピング自体は存在しなくとも、メディア・リンクスの現状
を時間的もしくは専門的な能力の欠如を理由として、理解の徹底をせず、安易に適正意見を表
明したという可能性もあるが、監査人としての使命を忘れている以上、これに関しても同罪で
あるといえよう。このように、監査人の本来あるべき姿が問われる事態はあってはならない。 
そして三点目として、IT業界の不透明な取引慣行に対し、監査人の理解が曖昧であった点で
ある。本件事件では、IT業界に特有の「口座貸し取引」が利用されていた90。前章でも述べた
とおり、口座貸し取引とは、端的に「メーカーが信用力の乏しい中小企業などに機器を売る際
                                                                                                                                                          
論」．中央経済社(p.381) 
89 公認会計士及び監査法人に対し、監査上何らかの問題があったとして処分が下された場合に
は、金融庁のHP(http://www.fsa.go.jp/index.html)にその内容が公表されることになる。しか
し、本件事件に関する公表資料が当該 HPに存在しないことから、監査を担当していた新日本
監査法人と公認会計士みのり共同事務所は、共に処分を受けていないものと思われる。 
90 平成 17年 2月 24日付 日本経済産業新聞 
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に、信用力のある企業を伝票上で介在させる取引」のことである。このような、IT業界の特有
の取引の合理性や、当該取引に関わる不適切な会計処理を見抜く、あるいは事前に対策を練っ
ておくことができなかったことも原因の一つであるといえよう。 
このように、本件は、様々な原因が絡み合って看過された事件であるといえる。本章の冒頭
で示したとおり、メディア・リンクス事件は会計監査の段階で不正が発見したものではなく、
社長等の個人的な刑事罰により把握されたものである。そのため、そのような事態が生じなか
った場合には、発覚がより遅れ、影響も拡大していたかもしれない。 
 
第四項 事件の影響 
メディア・リンクス事件後の監査制度等の対応であるが、このような事件を経て、公認会計
士協会は、平成 17 年 3 月 11 日に『IT 業界における特殊な取引検討プロジェクトチーム報告
「情報サービス産業における監査上の諸問題について」』を公表した。本報告では、情報サー
ビス産業に関して、監査上の留意点を、事例を踏まえた上で解説しており、監査人の IT リテ
ラシーの不足に対し、注意喚起を行っている。 
また、同社の粉飾に加担してしまった企業の中には、伊藤忠テクノサイエンスや富士通関西
システムズ、日本 IBMなど、自社の社員が当該不正会計に関与してしまったことを潔く公表
したものもある。これら協力企業はそれぞれ、日本の経済を牽引するような大企業、もしくは
その子会社であったことから、市場には大きな動揺が起きた。さらには、メディア・リンクス
の不正に知らずして関与してしまった会社の中には、当該不正手口として用いられた口座貸し
取引に関して、自社独自の内部統制の基準を設け、一定の水準を下回る薄利な口座貸し取引に
は、一定の承認を経ることとし、不正に加担しない慎重な判断を求めるように見直した企業も
あるという。このように、不正に加担してしまった企業は信用回復のため、内部統制等の見直
しをせざる負えなくなった。 
以上が、メディア・リンクス事件の考察である。このように、本件は IT業界やそれに関わ
る業界に多大な影響を与えた事件であり、多くの企業や監査人等の市場関係者に対し、教訓を
施したものであるといえよう。しかしながら、一部の IT企業はこの事件の反省を真摯に受け
止めていなかったことが後に判明したため、次節でその内容を示す。 
 
第三節 止まらない IT業界の架空循環取引 
前節でメディア・リンクス事件を考察したが、メディア・リンクスの処分から約 10年が経
過した今もなお、解決されたとは言えない。なぜなら、平成 20年に告発された IXIの虚偽記
載事件91、及び、平成 22年に告発されたニイウスコーの虚偽記載事件92はいずれも本件事件の
手口を引き継いでいたことが後に判明したためである。 
 まず、これら一連の架空循環取引の流れを示すため、以下に【図 2－3－1】を示す。 
                                                   
91 平成 20年 5月 29日付 日本経済新聞夕刊 
92 平成 22年 2月 10日付 日本経済新聞朝刊 
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【図2－3－1】 IT業界の架空循環取引
 
 上記【図 2－3－1】のように、IT業界の架空循環取引は次々に引き継がれていることが判明
している。IT業界における架空循環取引は平成 16年に告発されたメディア・リンクスから始
まり、その後、IXI へと引き継がれることになる。メディア・リンクス時代の架空循環取引で
は、当該取引によって生じた滞留債権を未着品に変換するといった手口であったが、IXI 時代
には情報サービス仕掛品に変換されていた。また、IXI による架空循環取引は、三井物産株式
会社の有力グループである日本ユニシス株式会社も関与しており、さらに、その子会社である
株式会社ネットマークス（以下、「ネットマークス」とする）が引き継ぐ結果となった。ネッ
トマークスによる架空循環取引は従業員が単独で行ったものであったが、その取引相手には、
日本 IBMが存在していた。 
 そして、IXI による架空循環取引は、ネットマークスによるものとは別に、ニイウスコーへ
と引き継がれ、ニイウスコーは平成 22 年 3 月に告発されることになる。ニイウスコーは、架
空循環取引をさらに複雑なものとすべく、当該取引にリース取引を介入させ、滞留債権をリー
ス資産に変換させていた。加えて、平成 25 年 6 月にジャスダックに上場しているゲーム制作
会社の株式会社インデックスが架空循環取引を行った疑いで強制調査を受け、同社の架空循環
取引は、ニイウスコーが行っていた架空循環取引を引き継いだのではないかという報道がなさ
れている93。 
                                                   
93 平成 25年 6月 13日付 日本経済新聞朝刊 
メディア・リンクス 
IXI 
ニイウスコー 
ネットマークス 日本 IBM 
インデックス 
【平成 16年 11月 告発】 
【平成 20年 6月 告発】 【平成 20年 1月 課徴金処分】 
※未処分 
【平成 22年 3月 告発】 
未着品による隠蔽 
情報サービス仕掛品 
による隠蔽 
リース会計による隠蔽 
【平成 25年 6月  
強制捜査開始】 
⇒ 架空循環取引を引き継いだ可能性？ 
日本ユニシス 
関与 
資本関係 
※未処分 
従業員による不正 
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以上のように、IT業界には架空循環取引がはびこっており、その期間もメディア・リンクス
が処分された日から 10 年が経過している。これは、監査人としては信用問題に発展するよう
な事態であり、早期に対応が図られなければならないところであるが、現実として、架空循環
取引に関しては、監査人による会計監査が有効に機能しているとは言えない状況である。 
したがって、次章においては、この架空循環取引をテーマに挙げ、詳細な分析を行うと共に、
監査人が、実務上、どのような監査対応を行うべきかを考察することとする。 
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第三章 架空循環取引の脅威と監査アプローチの考察 
 本章では、架空循環取引をテーマに議論を進めていく。本章においては、当該取引の特徴や
問題点の考察を行った後、当該取引を体系化し、監査人が実際の監査現場でどのようなアプロ
ーチを採るべきかについて、一種のフレームワーク構築の検討を行う。 
 
第一節 IT業界と架空循環取引 
 まずは、本節で架空循環取引に関する意義と歴史的経緯、IT業界と架空循環取引との関係性
についての考察を行う。 
 
第一項 架空循環取引の意義と歴史的経緯 
 架空循環取引は IT業界に限らず、様々な業界において確認されている。また、その形態は
一様でなく、時代や環境によって複雑なスキームが組まれ、会計の専門家である監査人の目を
掻い潜り、資本市場に多大な損害をもたらせてきた。そこで、まずは当該取引の特徴と歴史的
経緯について考察を行う。 
 
(1) 架空循環取引の特徴と定義 
 架空循環取引の特徴を検討する前に、典型的な架空循環取引のパターンについて解説を行う。
【図 3－1－1】は、A～Eの 5社が共謀し、物品を循環させた場合の図である。 
【図3－1－1】 典型的な架空循環取引のパターン
 
 
【図 3－1－1】では、A社が起点となって B社へ 100万円で販売した物品が 10万円ずつ価
A社 
B社 
C社 D社 
E社 
100万円 
110万円 
120万円 
130万円 
140万円 
150万円 
160万円 
170万円 
180万円 
190万円 
【首謀者】 
1周目取引 
2周目取引 
A社を起点に販売された同一 
れながら企業間を循環する。 
製品が一定の利益を上乗せさ 
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格を上乗せしながら C社、D社、E社へ転売され、その後 A社に戻るという架空循環取引の
典型的なパターンを表した図である。また、当該取引は【図 3－1－1】で起点となっている A
社に到達した後、再度 B社へと転売がなされ、同様の循環を何巡も繰り返すことになる。この
ような取引により、A社~E社においては一巡ごとに 10万円のマージンが不正に発生する上に、
売上高も大幅に水増しされることになる。また、企業を経由するごとに一定のマージンが付加
されることから、取引金額は雪だるま式に膨れ上がり、取引規模も大きく仮装することが可能
となる。このように架空循環取引は、単に企業間で物品等を循環させているに過ぎず売上とし
て認識することには問題がある取引であり、加えて、取引金額が膨大なものとなることから、
関与企業の資金繰りを圧迫し、売上を順調に伸ばしていた企業が急に破綻をきたすといった事
象を生じさせる危険性がある取引である。したがって、当該取引は不適切な取引であるとして、
修正指導が監査人に求められると共に、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせかねない取引
として、監査上、把握しておかなければならない取引といえよう。しかしながら、実際に行わ
れる架空循環取引は【図 3－1－1】のように単純な構造ではなく、複雑なスキームが組まれて
いる94。また、関与企業の全体像を把握することが困難であるといった点や監査の時間的・資
源的な制約による監査人の限界が存在するといった点により、架空循環取引への対応は困難が
伴うものである。 
そこで、まずは架空循環取引に共通する特徴について考察を行うこととする。過去に架空循
環取引であると判定され、処分を受けた企業の事例を基にその特徴を考察したところ、次のよ
うな特徴が見受けられた95。 
・伝票上のみの取引ゆえ、循環の環に加担することが容易で、売上目標達成の安易な手段と
して利用される。 
・業界96によっては、架空循環取引が慣習化しており、実物が存在する場合には、担当者に
不正の意識がないことがある。 
・典型的な商社取引で、若干のマージンを上乗せするも合理的根拠がない場合がほとんどで
あり、相手先への実質的な金融支援の手段としても利用される。 
・同業者間で物品等の売買が行われ、循環の流れは常に一定ではなく、仕入先と得意先が入
れ替わることもある。 
・循環速度が速ければ早いほど、売上が嵩上げされる。 
・循環の環の中に著名企業や、金融機関が参加していることもある。 
・循環の出口(エンド・ユーザ)が存在しない場合、架空循環取引はいつか破綻する。 
                                                   
94 具体的には、関与企業を一巡するごとに循環対象物の名称を変更したり、加工等によって形
態を変化させたりといった技術的なスキームの場合や、循環の環の中にリース取引を介入させ
るといった会計的なスキームの場合がある。 
95 平成 23年に清文社より出版された霞晴久氏、中西和幸氏、米澤勝氏の共同著書「架空循環
取引 法務・会計・税務の実務対応」の内容を参考に記載した。 
96 当該記述における「業界」とは、IT業界を指しているものと思われる。 
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 上記のような特徴及び問題点に加え、架空循環取引が社内及び会計監査で問題視されない理
由として、以下の点がある。 
 ・通常現金による決済があり、債権債務が滞留化せず、問題となりにくい。 
 ・注文書、検収書、請求書等の基本証憑は適切に整備保管されている場合が通常である。 
 これらのような点から、架空循環取引は発見が遅れ、近年では、長期間繰り返された結果、
マージンは薄いながらも雪だるま式に膨らんだ取引金額が破綻し、多大な金額的損害をもたら
した事例もある。また、架空循環取引の販売対象物は物品とは限らず、役務の場合もあるし、
架空の場合もあれば、実在する物品等である場合もある。さらに、実際の架空循環取引におい
ては、当該取引に参加した企業が必ずしも当該取引の全貌を知っているとは限らず、架空循環
取引の起点となった企業から仕入先及び販売先、並びに仕入価格及び販売価格を指示されて、
その指示通りに売買活動を実行していたに過ぎない企業も存在する。 
以上のような特徴と問題点を踏まえた上で、平成 23年に清文社より発行された霞晴久氏、
中西和幸氏、米澤勝氏の著書『架空循環取引 法務・会計・税務の実務対応』では、架空循環
取引を次のように定義した。 
「（架空循環取引とは、）複数の企業が共謀し、販売取引を当該企業間で連続させ、半永久的
に循環させるように仮装した取引であり、通常現金による債権債務の決済があり、証憑書類等
も整備されているため、発見が困難なものをいう。」 
 上記の定義97では、架空循環取引について、①複数の企業の共謀、②販売取引の循環、③現
金決済や証憑完備等による適正取引の仮装、の 3点を共通要件としていると思われ、本章にお
いても、同様の要件を具備する不正取引を架空循環取引であると定義し、議論を進めていくこ
ととする。 
 
(2) 架空循環取引の歴史的経緯 
次に、架空循環取引の歴史的経緯について考察する。 
架空循環取引の歴史であるが、平成 18年に東洋経済新聞社から出版された高橋篤史氏の著
書『粉飾の論理』によれば、1970年代の繊維業界で行われていた備蓄取引という取引慣行が
発端であったとされる。 
備蓄取引とは、毛布メーカーが総合商社との間で製造と販売の季節的なギャップを埋めるた
めに始めた取引であり、冬場に需要が集中する毛布に対し、毛布メーカーの工場操業の効率を
上げるため、商社が需要のない時期に毛布をいったん買い上げ、冬場になって市場に供給する
という事業モデルである。これは、メーカーにとっては出荷基準によって商社に毛布を買い上
げてもらった時点で売上計上及び代金回収ができ、商社にとっては需要が膨らむ冬場に一気に
                                                   
97 このほかにも、平成 24年に清文社より発行された宇澤亜弓氏の著書『不正会計 早期発見
の視点と実務対応』において、「会社が仕入取引等の名目で支出した自らの資金等を利用して、
当該資金を協力会社等の取引先を経由させ、自社に還流させることにより、当該資金の自社へ
の入金を売掛金の回収取引として装う仮装取引を利用した不正会計の手口」と定義されている。 
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毛布を市場に投入し、利益を稼ぐことができる。このような事業モデルは、双方にとって合理
性のあるものであったが、商社側で毛布が売れ残った場合には、商社側のメリットが薄れるこ
とから、慣行として、需要期が終わった春先に毛布メーカーが毛布の売れ残り在庫を買戻し、
それを次の需要期に向けそのまま商社向けの再備蓄とする契約が生まれた。加えて、当時は商
社の決算月が 3月、毛布メーカーは需要期が終わる春先の 4月を決算月としていたことが悪用
され、商社において売れ残った毛布は 3月末までにメーカーに返品し、3月決算時に不良在庫
の問題を回避した後、メーカーは 4月の決算期までに商社に売れ残り在庫を再販売することで
こちらも不良在庫を回避するようになった。ここまでの説明を図にすると、【図 3－1－2】の
ようになる。 
【図3－1－2】 繊維業界での架空循環取引
 
 
本来であれば、毛布の商流は川上であるメーカーから川中の商社に流れ、そこから川下の小
売店へと一直線に流れていくのが通常である。しかし、暖冬等の影響で備蓄取引したはずの毛
布が売れ残るようになると、【図 3－1－2】のように商社からメーカーあるいは、小売店から
商社へ売れ残った毛布が買戻しを通じで逆流するようになり、その後、このような買戻しが慣
行化すると不良在庫の毛布が商流の中をぐるぐると回り続ける状態が発生した。これを、高橋
氏の著書では「無重力状態」を呼んでおり、繊維業界における「宇宙遊泳」と呼ばれる現象に
つながったという。加えて、一度計上した売上を取り消されないよう、備蓄した毛布が買い戻
される前に資金による決済を手形によって仮装することで、架空循環取引の原型が生まれるこ
ととなった。 
 このように繊維業界の備蓄取引を発端として姿を現した架空循環取引であるが、その後、石
油業界において開始されるようになる。石油業界においては、主力製品であるガソリン等の石
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油製品が連産品であったことと、石油の元売業者が系列特約店に対する販売を慣行としていた
ことに端を発し、地域間の需給バランスが崩れ、そこに商社が介入し、業界内で石油製品が取
引することで需給の調整弁として機能した石油業界の慣行取引である「業者間転売取引（通称
「業転」）」を悪用した架空循環取引が開始された98。 
 さらに、その後においては、水産業界においても「帳合取引99」という慣行取引が端を発し、
平成 19年に当時東証 1部に上場していた株式会社加ト吉が、平成 21年には当時大証 2部に上
場していた株式会社大水が架空循環取引による不当な利益を得たとして処分を受けている。 
 このように繊維業界から発生した後、様々な業界において確認されている架空循環取引であ
るが、IT業界において利用されるようになったのは、ITバブルが崩壊した平成 14年頃である
と思われる。この点に関する詳細な内容は事項において考察するが、IT業界における架空循環
取引は、他業界における当該取引と比較して、悪質性の高いものであったとされる。 
 以上が架空循環取引の歴史的経緯である。上記のように、架空循環取引は様々な業界の取引
環境や時代背景を基に、その姿を変え、今現在においては IT業界で蔓延している状態である。
したがって、以降では、IT業界における架空循環取引に焦点を充て、考察を行うこととする。 
 
第二項 IT業界にとっての架空循環取引 
 IT業界における架空循環取引であるが、その発端は前章で触れたメディア・リンクス事件で
ある。当該事件は平成 16年に発覚したが、経緯を見る限り、ITバブルが崩壊したとされる 2002
年（平成 14年）前後から行われていたのは間違いないとされる。ただし、メディア・リンク
スにおいて行われた架空循環取引は、パートナー経営という隠れ蓑や未着品という特殊な勘定
科目を組み合わせていたものの、その全体像は【図 3－1－1】で見るような架空循環取引の典
型例の形態であったといえる。したがって、メディア・リンクスの場合は、IT業界における架
空循環取引と言えど、循環対象物が無形である点を除けば、他業界において行われる架空循環
取引と特段変わるものではないと思われる。 
しかし、当該循環取引の首謀者であるメディア・リンクスが処分を受けたことで終焉を迎え
たと思われたはずの架空循環取引は、その後の平成 20年、メディア・リンクスの同業者で、
かつ、メディア・リンクスの循環取引に協力していたとされる IXIが首謀者となり、当該循環
取引を引き継いでいたことが発覚する。さらに、IXIが処分を受けた後には、平成 22年にニ
イウスコーの不正が発覚し、同社は IXIの架空循環取引を引き継いでいたことが判明した。こ
のことから、メディア・リンクスを端に発した架空循環取引は平成 16年から平成 22年までの
6年もの間、IT業界の中を循環し続けていたことになる。また、現時点で金融庁より処分が公
表されたものではないため、事実として確定した情報とは言えないが、平成 25年には株式会
                                                   
98 平成 19年 9月 25日付 兼松株式会社「独立調査委員会報告書」 
99 水産業界でいう「介入取引」のことであり、平成 19年 7月 11日に公表された株式会社加
ト吉の改善報告書においては、「取引の確定している二業者間に、第三者（例えば当社）がそ
の信用力を背景に一定の手数料を得る目的で介入する取引」と定義している。 
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社インデックスが架空循環取引を行ったとして、強制調査を受け、同社の当該取引に関しても、
メディア・リンクスから生じた当該取引を引き継いでいるのではないかという疑いが浮上して
いる。 
なお、当初のメディア・リンクスにおける架空循環取引では、滞留債権が未着品として循環
していたが、IXIのときには外注取引が複合されたため、「情報サービス仕掛品」として循環し、
ニイウスコーのときにはリース取引を複合されたために、「リース資産」として循環していた。
したがって、架空循環取引は特定の勘定科目のみにその兆候が現れるわけではないことに留意
すべきである。 
このように、IT業界において生じた架空循環取引はその期間もさることながら、証憑偽造や
決済偽装などの単なる仮装だけでなく、会計的な隠蔽工作を織り交ぜている点に悪質性がある
といえよう。IT業界では、第一章で考察したとおり、事業対象物が無形であるという会計環境
が、架空循環取引の悪質性を増加させている主要因であるといえよう。すなわち、IT業界の企
業は無形の財貨を扱うことが当然のことであり、また、無形の財貨は循環すること運送面の問
題や管理面の問題がなく、障害が少ない。さらに、無形であることから会計的な隠蔽工作を仕
掛けやすい上に、監査人等に発見されにくく、架空循環取引の関与者の心理面からしても不正
の実態が目に見えないことは不正を行うことへの罪悪感を低くしているとも考えられる。加え
て、我が国においては、IT業界の企業に対する会計環境が整備されていないために架空循環取
引が通常の取引に仮装しやすいことや、新興の業界で歴史的な経緯が浅い IT業界に対応する
監査人の能力と経験が十分に蓄積しきれていないために、非合理な取引を看過してしまうこと
も要因の 1つであると考えられる。 
以上のように、IT業界の架空循環取引は、首謀者の処分によって解決したとは言えないとい
うことを過去の事例から学ぶべきであり、架空循環取引のメカニズムや監査人としての具体的
なアプローチの手法を確立する必要があるといえよう。したがって、以降では、これらの点に
ついて考察していくこととする。 
 
第二節 架空循環取引の体系化 
 前節で架空循環取引の特徴と意義及びその歴史的経緯を考察したが、IT業界における架空循
環取引は、他の業界と比較して隠蔽期間の長さや手口の巧妙さが伺え、早急に対処せねばなら
ないといえる。そこで、本節においては、監査人が当該取引に対し効果的なアプローチを図る
ための前段階として、架空循環取引の発生のメカニズムや架空循環取引を構成する要素の検討
を行い、架空循環取引の体系化を行い、当該取引の分類を検討する。 
 
第一項 架空循環取引発生のメカニズム 
 本項では、架空循環取引がどのように開始され、どこで発生しやすいのかについての考察を
行う。 
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(1) 架空循環取引開始の契機 
 架空循環取引が開始されるきっかけであるが、過去の事例を見ると架空循環取引は、①過度
な売上目標の達成、②失敗取引の損失補填、③過去の成功体験の継続に対する欲求、④長期間
の業界慣行による不正意識の欠如、という四つのケースから生じると考えられる。そのため、
それぞれのケースについて考察する。 
 
A．過度な売上目標の達成 
 架空循環取引は、前述した当該取引の特徴にもあるとおり、複数の企業間で販売取引を循環
させることによって、雪だるま式に売上が水増しされるという特徴がある。そのため、企業内
部の担当者に売上を評価指標とした過度な目標達成の圧力がある場合や、株主や取引先、親会
社等から経営者に対し、売上達成の過重な期待が寄せられている場合には、安易な売上目標達
成の手段として、架空循環取引が行われることがある。具体的には、営業担当者のノルマとし
て毎期 20%の売上成長率が設定されているケースや、新規上場のために会社の実力を上回る過
大な売上設定を置いているケース、経営者が親会社を含む株主に対する成長性アピールのため
に売上成長や株価上昇を掲げているケースなどがある。これらのケースは、共に平成 21年に
不正が発覚した株式会社アイ・ビー・イー・ホールディングスやジャパン・デジタル・コンテ
ンツ信託株式会社による架空循環取引が該当する100。 
 上記のようなケースは、外部からのプレッシャーを原因として発生しており、自己の保身や
会社存続等、マイナス意識からやむを得ず架空循環取引に手を染めてしまうケースであるが、
このような過度な売上目標の達成を契機とした架空循環取引は、プラス意識が作用して、不正
実行者が積極的に手を染めるケースもある。例えば、平成 22年に告発されたニイウスコーで
は、営業担当者に対し高い売上目標を設定し、その達成率に応じて高額な給与やボーナスの支
給を行っていた。この件について、ニイウスコーは平成 20年 4月 3日に公表した『調査委員
会の調査結果概要と当社としての再発防止策について』で次のような記載を行っている。 
「旧経営陣は、当社の上場直後から、売上と利益成長を経営の第一目標に掲げ、東証一部上
場を目標として、社員を指揮してきました。営業部門へは、達成不可能とも思われる高い社内
予算を課す代わりに、その達成率に応じて高額な給与またはボーナスの支給を保証してきたこ
とが明らかになっています。その結果、営業担当者らは、不適切な取引によるか否かは別とし
て、目標達成と高額なインセンティブの取得へと邁進してきました。（中略） 
 一連の不適切な取引の背景には一部社員のコンプライアンス意識の低さの問題が挙げられ
ます。当時は、売上および利益増加を重視するあまり、先行発注や、仕入先に対する営業協力
（貸しを作る）という形で立替払いをすることができ、会社に損害を与えるリスクを伴った取
引であるという意識が一部の社員の間に欠如していた模様です。」 
                                                   
100 平成 21年 2月 12日付 株式会社アイ・ビー・イーホールディングス「社外部調査委員会
報告書の要旨」、平成 21年 3月 23日付 ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社「外部
調査委員会調査報告書の要旨」 
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 上記のように、ニイウスコーにおいては、一部の社員自体が架空循環取引を進んで行った形
跡があり、特異な例ではあるものの、売上目標を達成するための過度なインセンティブがかか
っていた。このような不当なインセンティブは不正実行者に対し、より巧妙スキームを考案さ
せる動機となり、長期間に渡る不正を実施させる動機にもなりかねない。 
 以上のように、過度な売上目標の達成に対し、外部からのプレッシャーや達成に対する高額
なインセンティブが存在する場合には、架空循環取引が行われる契機となり得ることに注意が
必要といえよう。 
 
B．失敗取引の損失補填 
 架空循環取引は、基本的な証憑偽造が必要である点を除けば、他の企業と共謀することで容
易に収益や利益の水増しが可能であるという特徴があると述べた。そのため、大口の案件等を
失注した等の理由によって、会社が多大な損害を被った場合にその損失の穴埋めをすべく、架
空循環取引が開始されることがある。例えば、平成 19年に不正が発覚した株式会社ネットマ
ークスによる虚偽記載事件では、同社の担当者が、あるプロジェクトで必要であった特殊なソ
フトウェアを相手方とのプロジェクト契約締結に先んじて他のソフトウェア開発業者に発注
したところ、プロジェクトの相手方で同プロジェクトの予算化が見送られてしまい、当該ソフ
トウェアの発注自体が損失となってしまった。そこで、担当者はその失敗を補填すべく、相手
先への売却までの時間を稼ぐことを目的として架空循環取引を開始したという101。また、IT
業界の企業ではないが、平成 18年に起きたフクビ化学工業株式会社の不正事例102や平成 20
年の鹿島建設株式会社の事例103、平成 22年のメルシャン株式会社の事例104についても、同様
に失敗取引による損失補填を契機とした架空循環取引が行われており、このような失敗取引が
あった後には、架空循環取引によって当該失敗の穴埋めが行われる可能性があることは注意し
ておく必要があろう。また、とりわけ IT業界については、第一章で考察したとおり、ソフト
ウェア等の開発費が膨大であることや受注金額の確定に時間的な差異が生じやすいこともあ
り、上記のネットマークスのような失敗が起こる可能性が高いと思われる。したがって、失敗
取引の内容や時期、担当者の組織内での位置付け等には注意が必要であり、一人の担当者によ
っても架空循環取引が引き起こされる可能性があることを監査人は認知しておくべきであろ
う。 
 
 
 
                                                   
101 平成 19年 10月 2日付 株式会社ネットマークス「改善報告書」 
102 平成 18年 7月 13日付 フクビ化学工業株式会社「調査委員会報告」 
103 平成 20年 10月 15日付 鹿島建設株式会社「社内調査委員会報告書」 
104 平成 22年 8月 12日付 メルシャン株式会社「社内調査報告書」 
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C．過去の成功体験の継続に対する欲求 
 架空循環取引は、企業間での転売取引の繰返しを止めない限りは、幾重にも売上が嵩増しさ
れていく。そのため、架空循環取引の首謀者が、過去の成功体験を引きずり、その名声や地位
を保持するための手段として架空循環取引が行われることがある。例えば、一時的な好況によ
り、一定期間に業績を向上させた経営者がその業績を維持すべく架空循環取引に手を染めるケ
ースや、過去に成功体験のある社員に業績低迷に苦しむ営業所等の業績回復を命じたところ架
空循環取引によって業績回復を仮装したケース等がある。このような要因を契機とする架空循
環取引については、IT業界に属する企業の事例はないが、他業界の事例として、平成 20年に
不正が発覚した照明事業を営む株式会社ジーエス・ユアサコーポレーションの事例がある105。
このように、実績のある経営者や社員にとっても自己のプライドや周囲からの期待に応えるこ
とを目的として、架空循環取引に手を染める可能性もあるため、過去の成功があることに先入
観を持たずに取引の検討をする必要があるといえよう。 
 
D．長期間の業界慣行による不正意識の欠如 
 架空循環取引は、前節で解説した歴史的経緯から見ても、業界内の慣行を悪用したよって生
じたものであるといえよう。そのため、長年慣行として行ってきた取引に類似した形態を採っ
ているものも多く、実際の取引実行者にとっては企業間で転売取引を繰りかえすことに関して、
不正の意識が欠如している、あるいは、架空循環取引を何ら従来の慣行取引と変化がないもの
と誤認し、当該取引を実行している可能性がある。例えば、前章で考察した IT業界の慣行取
引であるスルー取引やクロス取引、Uターン取引といったものは、一定の経済的合理性の基に
業界慣行として常用化されており、それを意図的に利用して実質的に架空循環取引を行ってい
たメディア・リンクスのような事例がある。一方で、意図的であるかどうかは不明であるが、
メディア・リンクスの架空循環取引に協力していた企業では、業界慣行の取引であるが故に、
不正の疑いを持たず、結果として会社や利害関係者に損害を与えてしまった企業もあるであろ
う。このように、業界慣行の取引は、取引担当者の感覚を麻痺させている場合があり、実行者
に不正の意識がないまま架空循環取引がなされている可能性があることから、監査人としては、
慣行取引と架空循環取引を含む不適切な取引との区別を、経済的合理性を基礎として区別する
必要があるといえよう。 
 
 以上の 4点が架空循環取引開始の契機である。架空循環取引は、開始された当初には違和感
が受けず、発見が困難であるという特徴があるが、長期的に隠蔽され当該取引が発覚した際に
は、多くの利害関係者に多大な損失をもたらすものである。そのため、不正対応の観点から言
えば、当該取引の開始時に上記のようなケースを中心に懐疑心を持ち、取引のプロセスや規模、
損益指標や資産項目の動きの変化に目を付けておく必要があろう。 
                                                   
105 平成 20年 10月 28日付 株式会社ジーエス・ユアサコーポレーション「外部調査委員会調
査報告書」 
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(2) 架空循環取引の発生箇所 
 次に、架空循環取引が発生しやすい組織内の位置や首謀者についての考察を行い、監査上、
ヒアリングや実査などの監査手続のターゲットとすべき箇所の特定を検討する。 
 架空循環取引は、監査人等の企業外部の人間からは発見がされないという特徴があるものの、
企業全体で当該取引を実施していない限り、業界に精通した企業内部の人間（管理者や内部監
査人など）には発覚する虞がある。また、監査人が企業外部の人間であるとはいえ、監査の対
象とされやすい企業の中心的な事業部で堂々と当該取引を実施する可能性は低いといえよう。
そのため、監査人の注目が集まりにくく、企業としても管理体制等のリソースが集中しづらい
ノンコア事業や地方や海外に位置する小規模な支店には注意が必要である。 
また、当該取引を行うためには、証憑の偽造や共謀者の存在等といった、ある程度の不正に
適した環境が必要とされる。そのため、不正に適した環境が新たに整備されやすい新規設立事
業についても注意が必要である。新規設立事業は、監査人の注目を集めやすいといった欠点が
あるものの、管理体制が十分に確立していない場合が多いことや、事業のプロセスが明確に定
まっておらず、不正実行者の都合の良いように説明することが容易であること、共謀者が急に
取引先として現れたとしても新規事業であることから違和感を抱かれにくい点などの利点が
あり、過去の事例においても、架空循環取引は新規設立事業において行われることが多い。例
えば、ネットマークスの事例も新規事業において架空循環取引が発生している。 
このように、架空循環取引はノンコア事業や地域の支店、新規設立事業といったニッチな部
門・支店において起きることが多いが、これらの箇所は、組織図の中で規模が小さく、閉鎖的
な空間が形成されやすいといった点で共通している。また、ニッチな箇所であるが故に、当該
箇所を任される人物には運営に関する権限が集中することが多く、本社側も管理を任せてしま
うといった心理面の問題点も挙げられるであろう。さらに、当該箇所においては、本社の注目
度の低さから、管理者のローテーションがなされておらず、人事が固定化されている危険性も
ある。人事が固定化されていることは、架空循環取引に限らず不正の温床となりやすい上に、
架空循環取引は長期化すればするほど損害額が膨大なものになるといった特徴を有している
ため、巨額な不正が引き起こされる可能性が高い。しかし、特に新規事業の場合には、社内に
新規事業に関する知見を有した人材が少ないことが多く、人的資源の面からローテーションを
行えていない場合も想定され、このような架空循環取引が発生しやすい組織構造を持つ企業は
数多く存在していると思われる。したがって、監査人としては、権限が集中し長期間に渡り同
じポストに居座り続けている管理者は必ず識別することとし、当該人物が架空循環取引の首謀
者となった場合には、複雑なスキームの構築や隠蔽工作が行い易くなることを肝に銘じておく
必要があろう。 
以上が、監査上、架空循環取引のターゲットとすべき箇所と首謀者の特定の考察である。 
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第二項 架空循環取引の分析 
 架空循環取引により架空の業績を創り上げた企業は過去に何件も告発されているが、それら
企業の架空循環取引の体系は一様ではない。架空循環取引は様々な業界において発生しており、
同じ業界の企業が行った架空循環取引であっても、当該取引の痕跡は異なる勘定科目に表れて
いたりする。 
そのため、本項では、当該取引の構成要素を考察し、様々なスキームについて紹介を行う。 
 
(1) 架空循環取引の構成要素 
 架空循環取引は、ある物品等を用いて複数の企業間での転売取引を繰り返すことは共通して
いるが、個々の架空循環取引でその隠蔽期間や不正額には変化が見られる。そのような変化を
もたらす要因について過去の事例を比較・検討したところ、①循環対象物の特性、②関与企業
の事業内容、③循環中の偽装工作、の三点に違いが見られた。したがって、ここでは、それら
の要因について考察する。 
 
A．循環対象物の特性 
 まず、循環対象物の特性についてであるが、循環対象物は大別すると有形物か無形物に分け
られる。 
循環対象物が実物の製品や商品等の有形物であった場合には、監査人等に発見される虞があ
るものの、架空循環取引であることを知らされていない関与企業や社内の人間など、循環相手
先や企業内部者からの発覚が少ないという特徴がある。中でも、架空循環取引の発覚パターン
として最も多いのが、循環相手先からの取引内容の照会や内部告発106であり、循環対象物が有
形物である場合は、架空循環取引をより通常の取引の実態に近く装うことが可能であるため、
善意の取引相手や社内の人物からの発覚が起こりにくい。また、当該取引の実行者の心理面か
ら見ても、有形物を他社へ転売しているという事実が存在することから不正の意識が低くなる
傾向にあり、当該取引が公然と問題にならない限り、自発的な修正意識が働かず、長期間にわ
たる循環が行われる可能性がある。このような有形物を対象とした架空循環取引では、一般的
に流通経路の複雑で、高い保存性を持ち、陳腐化せず、加工性に優れる物品が循環対象物とし
て選択されることが多い。実際に、過去の事例として用いられた有形の循環対象物としては、
飼料、鉄鋼原料、化学品、建設資材、機械装置、照明器具などが挙げられる。しかしながら、
有形物であることから、循環させる回数には限度があり、また、転売に際して物品の移動コス
トや時間がかかり、循環速度にも限界が見られる。加えて、監査人の監査手続によって発覚す
ることがあるといった特徴を有するであろう。 
一方、循環対象物がソフトウェアや役務等の無形物であった場合、企業内部者や取引関与者
に疑いを持たれやすくなるといった危険性があるが、無形物であるが故に、循環回数に制限は
なく、循環速度も容易に調整することが可能であり、不正額を短期間のうちに大規模化させる
                                                   
106 架空循環取引の発覚パターンについては、後述する。 
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ことが可能であるといった特徴がある。また、監査人が行う監査手続に強く、偽装が容易であ
るといった特徴もあろう。このような無形の循環対象物として用いられるのはソフトウェアや
システム等の IT製品が大半であるが、中でも、独自開発したソフトウェアやシステムを対象
とすることが多い。この理由としては、自社の都合の良いように説明を付けることが容易であ
る点や他社にはない独自性を主張することで取引価額の検討を困難にできる点などが挙げら
れ、たとえ当該取引について違和感を持たれたとしても、架空循環取引であることの確証を得
させないことが可能である点が選ばれる理由であろう。現に、メディア・リンクスの事例にお
いても「PKW」という独自開発の製品を用いて、架空循環取引を行っていたとされる。 
以上のように、循環対象物の特性は、架空循環取引の不正額や発覚の経緯について大きく影
響をもたらす要因であることが見てとれ、中でも、循環対象物が無形であることは有形物であ
る場合と比較して、大きな危険を伴うものであるといえよう。 
 
B．関与企業の事業内容 
 次に、関与企業の事業内容についてであるが、一般的に循環取引に関与する企業は同業者も
しくは同じ商流に属する企業(サプライヤーやバイヤー)が多い。しかし、循環の環の中に、商
社・金融機関・リース会社が存在していた場合には、発見が困難になるといった特徴がある。 
 まず、商社が関与していた場合、業界内で循環させていた対象物が他業界に転売される可能
性がある。このことは、架空循環取引の関与企業の範囲が拡大することのほか、転売経路の複
雑化することや他業界において加工が施されることによって、架空循環取引の判定に有効な同
一物認定107が困難になることといった危険性がある。また、架空循環取引の判断を行う際には
エンドユーザの把握が効果的であるが、商社が関与することで、エンドユーザの把握は一段と
困難になる。このように、商社の関与は架空循環取引の複雑性に大きく影響をもたらす危険性
があるといえる。 
 次に、金融機関が関与していた場合である。架空循環取引は不正な取引であるとはいえ、当
該取引おいて転売された対象物に係る資金決済を行わなければ、利益の水増しを図ることは出
来ず、適正な取引を装うことは出来ない。そのため、当該取引を実行する企業は、適正な取引
に仮装するため、通常は資金による決済を行うのだが、循環回数が大きくなるにつれ取引金額
は膨れ上がり、資金が行き詰ることが多い。現に、架空循環取引が監査において発覚した例で
は、資金難を原因とするものが多数を占めている。しかし、金融機関が関与していた場合には、
そのような資金難が原因で当該取引が発覚する可能性が低くなる108。これは、資金を豊富に有
                                                   
107 平成 17年に日本公認会計士協会から公表された『IT業界における特殊な取引検討プロジ
ェクトチーム報告「情報サービス産業における監査上の諸問題について」』では、架空循環取
引に対応する有効な手続として、「エンドユーザの把握」と「同一物認定」を挙げている。し
かし、商社が循環の環に介入した場合には、他業界にまで循環の環が広がることで、循環対象
物の外形に変更がなされる場合があり、このような場合には同一物認定が困難になる虞がある。 
108 金融機関が関与する架空循環取引の例(金融機関スキーム)については、後述する「第三項 
架空循環取引の解消スキーム」にて解説を行う。 
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する金融機関が循環の環に介入する、あるいは、循環の環の外部から資金的な支援を行うこと
によって、資金難が解消されるためである。このように、金融機関が架空循環取引に関する不
正に関与することは、当該取引の隠蔽期間が長期化することを指し、監査人としても注意が必
要であろう。 
 最後に、リース会社が関与していた場合である。通常、架空循環取引が行われると水増しし
た売上の分だけ売掛金が増加し、不正実行者が何らかの手を打たなければ、貸借対照表上にお
いて違和感が発生し、監査人に気付かれやすくなる。しかし、リース会社が架空循環取引に関
与していた場合には、この違和感が解消されてしまう。なぜなら、循環対象物を一旦、リース
会社を経由させることで、通常の取引がリース取引に変換されることによって、会計上、表示
される勘定科目が取引内容によって多様に変化し、監査上、一部の監査手続が困難になるとい
ったことが発生するためである。この点に関する詳細な説明は、後述する「(2) 架空循環取引
の解消方法」で行うが、平成 22 年に告発されたニイウスコーの事件のように、実際にリース
会社が関与した架空循環取引も発生しており、監査人には注意が必要であろう。 
 以上が関与企業の事業内容による架空循環取引の変化である。上記のように、特殊な事業内
容を持つ会社が当該取引に関与すると、その複雑性や隠蔽期間は大きく変化する。また、監査
人もそのような事実を入手した場合、当該取引に関するアプローチの方法を再検討しなければ
ならないことから、関与したと疑われる企業の事業内容についても注意が必要といえよう。 
 
C．循環中の偽装工作 
 最後に、循環中の偽装工作について考察する。循環中に行われる偽装工作はその程度によっ
て、架空循環取引の発見を困難にさせる。その種類は複数考えられるが、当該取引を用いた不
正の大半が行う偽装工作としては、基本証憑の偽造、当該取引によって生じた債権の回収偽装、
監査人への虚偽説明及び虚偽証憑の提示が挙げられる。 
 まず、基本証憑の偽造であるが、基本証憑には契約書や出荷指図書、検収書、納品書、作業
報告書、及びそれら証憑の控えなど多数の証憑が存在する。中でも、当該取引を仮装するに際
して偽造対象となる証憑は、売上認識に関連する証憑であることが多い。例えば、循環取引の
首謀者である企業が売上認識基準として検収基準を採用していた場合には、検収書を中心とし
て偽造が行われる。ただし、完全に適正な取引に仮装することを目的として、通常の取引で発
行される全ての証憑を巧妙に偽造する企業も存在し得ることには留意が必要である。また、当
該偽装工作に関しては、循環相手先の共謀の可能性が高く故意に不適切な証憑を発行している
可能性が高いものの、当該取引の首謀者から直接に取引を行っていない企業の場合（関与企業
の場合）には、当該取引を適正な取引であると誤解し、故意に証憑を発行していない場合があ
る。なぜならば、架空循環取引における証憑偽造は、不適正な取引を適正な取引であると仮装
するため、つまり、取引の正当性を証明するために行うのであるが、当該取引の違和感は循環
の環に属する企業を経由するごとに適正な取引に近似していき、直接に当該取引の首謀者と取
引を行っていない企業（循環の環の中間地点に位置する企業）にとっては、不適切な取引であ
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るとの判断がつかず、通常の取引と同様のプロセスを経て、適正な伝票を発行してしまう虞が
あるためである。なお、当該取引が不正であると善意の関与企業が疑いを持つ時点は当該取引
に関する決済が行われなかった時点であることが多く、決済が滞っていない循環の最中は関与
企業が気付く可能性が低い。以上のように、基本証憑が偽造されることは、監査人にとって当
該取引の正当性を認めてしまう危険性があり、形式的な証憑発行が慣行化されている IT業界
においては、最も注意すべき隠蔽工作であろう。 
 次に、当該取引に関して発生した債権の回収偽装であるが、これは、水増しした売上高に係
る売上債権が監査人の行う監査手続によって発覚されないよう、あるいは、当該債権に係る貸
倒引当金に関する費用認識を避けるために行われる。回収偽装に関する具体的な手口について
は、売上債権を他の科目に振替えるといった手法109や、ネットバンク等と通じて第三者口座か
らのあたかも適正な入金がなされたように仮装する手法110などが挙げられる。当該入金事実の
仮装のためには、その元手となる資金が必要不可欠であるが、架空資産取得によって簿外資金
を創出し、それを入金補填に充てる場合や実行者の個人資産により入金補填を行う場合、金融
機関などから調達した資金による入金補填などがある111。このように回収偽装には多くの手段
が考えられるものの、その実行には困難が伴い、これが契機となって架空循環取引が発覚する
ケースが多い。そのため、監査人としても、違和感を受けた取引に関する債権回収については
注意して監査手続を実施すべきであろう。 
 最後に、監査人への虚偽説明及び虚偽証憑の提示であるが、この隠蔽工作が過去に多くの監
査人の頭を悩ませてきたものであると言っても過言ではない。架空循環取引に関する合理性を
監査人に納得させるために、当該取引を行う企業は業界慣行や専門知識を悪用し、監査人を騙
してくる。また、場合によっては、恫喝などによって説明を拒否してくる可能性もあるであろ
う。このように、企業の説明する虚偽の内容を専門分野外の監査人が否定することは困難であ
り、とりわけ、専門性が高く現行の会計制度になじまない業界慣行が存在する IT業界では注
意が必要である。しかしながら、この点については、監査人個人の能力に頼るほかなく、監査
事務所としても業界に特化した会計士の育成や雇用を行い、状況に応じた対応ができる環境を
整備しておく必要がある。また、会計士個人としても、知識の蓄積の過程で、自身の活躍でき
るフィールドを確保することが重要といえよう。 
 以上が、循環中の主な隠蔽工作に関する考察である。上記のように、隠蔽工作は企業によっ
                                                   
109 例えば、取引相手方の同意があるかのような証憑を偽造し、滞留している売上債権に利息
を付け、貸付金に振替えたようにみせかける手法などがある。 
110 このようなネットバンクを経由させた回収偽装を行った事件としては、平成 22年に不正が
発覚した株式会社シニアコミュニケーションズの例がある。本件は、架空循環取引に関係した
事件ではないが、平成 22年 6月に同社が公表した『外部調査委員会による調査報告書』では、
同社が架空債権に関する回収偽装を行うため、簿外資金を口座名義の変更が可能なネットバン
クを経由させて第三者口座に振り込み、そこから本社口座に資金を還流させていた旨が記載さ
れている。 
111 この点に関する具体的な手法については、「第三項 架空循環取引の各種解消スキームの紹
介」にて詳細に説明を行う。 
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て異なり一様に区別することは出来ない。また、隠蔽工作は時間が経過するごとにより巧妙性
が増し、架空循環取引と適正取引の区別が困難になる危険性がある。しかしながら、隠蔽工作
自体は監査人が当該取引の兆候をつかむきっかけとなり得るものであり、脅威にも機会にも変
化し得るものであることを監査人は認知すべきであろう。そのため、監査人としては、隠蔽工
作が行われたと早期に気付く視点を定着させることが当該取引への対応の第一段階であると
いえる。 
なお、このほかにも、当該取引の首謀者が循環先の指定を行ったり、循環速度や循環方向を
監査人の対応に合わせて変更したりといった数々の隠蔽工作が想定される。このような隠蔽工
作については、企業の経営環境や採用している会計方針、監査人が採った行動により多様に変
化するものであることから、監査人が過去のケースを常に学習することで最新の知識を保持し、
より適切なアプローチを採ることが求められる。 
以上が、架空循環取引の構成要素であると考えられる。上記のような内容が架空循環取引の
隠蔽期間や不正額を変化させる要因であると思われ、監査人はこれらの要因に注意して当該取
引への対応を図るべきであろう。 
 
(2) 架空循環取引の兆候の発生ポイント 
 続いて、架空循環取引に関する分析として、典型的な当該取引を前提に、当該取引を行った
場合に事業活動上、どのような点で兆候が表れるかについて考察を行う。複雑なスキームを用
いない架空循環取引の場合には、前述した当該取引の特徴から、異常な収益の拡大や在庫の急
激な増加、好調な業績に反した営業 CFのマイナスといった財務諸表上の兆候が表れる他、当
該取引に関する与信枠が上限に抵触するといった兆候がある。したがって、以下ではこれらの
点を実際の事例のデータを基に考察する。 
  
A．異常な収益の拡大 
 架空循環取引は循環させる度にその取引規模が大きくなるといった特徴がある。そのため、
異常なほど収益が拡大するといった現象が確認される。また、売上高が急上昇すると同時に、
粗利率は減少ないし安定化するといった現象も生じる。このような兆候を示すデータとして、
【表 3－2－1】に、粉飾発覚前のメディア・リンクス及び IXIの売上推移に関する資料を示す。 
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【表3－2－1】 架空循環取引実行企業の売上推移
【メディア・リンクスの場合】
売上高 (単位：百万円)
【IXIの場合】
売上高 (単位：百万円)
(出典：『黒字倒産の循環取引』井端和男（平成21年度 税務経理協会）を参考） 
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 このように、メディア・リンクス場合は売上高が平成 14年度 3月期より急上昇しており、
その反面、粗利率は急激に下落している。また、IXIの場合は平成 17年度に急激に売上高が
上昇した一方で、粗利率は安定している。この点については、架空循環取引が①関与企業間を
転売される度に一定の利益を付加するため、取引規模が膨大なものになることにより、一回の
転売取引によって計上される売上高が増加していくことと、②早期に取引規模が増加しないよ
う、付加する一定の利益は薄利なものにすることが多いこと、といった 2点の特徴を有するた
めであると推察される。このように架空循環取引を行った企業には拡大する収益と下落、ある
いは安定する粗利率という兆候が表れることから、この点を当該取引の兆候として把握すべき
であろう。 
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B．在庫の急激な増加 
 上記の異常な収益の拡大とともに架空循環取引の兆候として表れるのが在庫である。これは、
循環を繰り返した結果、膨大となった循環対象物の価額が循環して自社に滞り、在庫として保
有されることになるためである。 
このことを示すため、【表 3－2－2】に、メディア・リンクスと IXIの在庫の増加額と増加
率の推移について、不正が告発された年度の有価証券報告書のデータを基に示す。 
【表3－2－2】 架空循環取引実行企業の在庫の推移
　　在庫金額(単位：千円)
0
1,000,000
2,000,000
3,000,000
4,000,000
5,000,000
6,000,000
7,000,000
不正発覚前年度 不正発覚年度
メディア・リンクス IXI
 
 
 上記【表 3－2－2】を見ると、両者の在庫水準は一年間で 20億円程度増加していることが
わかる。このように、架空循環取引を行うと、売上と同時に仕入による在庫も増え、財務諸表
に違和感を生じさせることになる。したがって、監査人は売上の異常な上昇とともに、異常に
膨れ上がる在庫を確認した場合には、架空循環取引を疑うべきであろう。ただし、不正企業が
保有する在庫は、棚卸資産の勘定科目を用いて保有されているとは限らない。メディア・リン
クスでは、未着品として保有しており、IXIでは情報サービス仕掛品として保有されていた。
このように、棚卸資産の内訳に関しても監査人は注意を向けて監査手続を実施すべきであろう。 
なお、これらのケースについては前述したような架空循環取引の典型例の形態を採っていた
ために、このような異常な在庫水準になっているのだが、ニイウスコーのように、当該取引に
リース取引等の複雑な取引を組み合わせることによって、在庫の変動は抑えることが可能であ
る点には留意が必要といえよう112。 
 
 
                                                   
112 ニイウスコーのような複雑な架空循環取引のスキームについては、後述する「3．架空循環
取引の各種解消スキームの紹介」において、詳細に説明する。 
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C．業績に反した営業 CFのマイナス 
 架空循環取引の兆候は、損益計算書や貸借対照表だけでなく、CF計算書の営業 CFにも表
れる。架空循環取引を行う企業は売上債権が過大に膨れ上がり、営業 CFにおける売上債権の
増加額及び棚卸資産の増加額が急激に増加し、営業 CFが急激なマイナスとなる現象が起きる。 
例えば、先ほどからも例に挙げられているように、メディア・リンクスでは不正発覚時の売
上高が約 168億円（前年度約 65億円）に対し、営業 CFは約 44億円のマイナス（前年度約 2
億円のマイナス）であった。IXIについては、不正発覚時の売上高が約 400億円（前年度約 176
億円）に対し、営業 CFは約 13億円のマイナス（前年度約 8億円のプラス）であった。この
ように、架空循環取引を行う企業は、売上高が異常なほど好調になる一方で、本業の資金繰り
が一気に悪化するという傾向がある。また、これと同様の指標として財務 CFにも注意が必要
である。平成 24年に清文社より発行された宇澤亜弓氏の著書『不正会計 早期発見の視点と実
務対応』によると、損益が黒字、営業 CFが赤字、財務 CFが黒字の場合には架空循環取引に
よる不正会計が思料されるといい、循環のための資金を借入金等によって調達している可能性
があると指摘している。この点を踏まえても、CF計算書の内訳は必ず検討すべきといえ、先
ほどの在庫の指摘も踏まえると、営業 CF の赤字理由が棚卸資産の増加額にあった場合には、
当該取引を十分に疑うべきであろう。 
 
D．与信枠の抵触 
 また、架空循環取引の兆候は、財務諸表に表れる数値だけではない。架空循環取引の結果と
して、取引金額が膨大となり、社内規定として設けられている与信枠に抵触するような事態が
生じ、社内で問題視される、あるいは、与信枠が増額されるように社内規定が変更されるとい
った事象からも当該取引の兆候を把握することが可能である。IT業界の企業ではないが、実際
に起きた事例として、平成 20年に起きた鹿島建設株式会社における架空循環取引では、1社
当たりの与信枠が最大 5億円に設定されたことで社内の内部監査人が疑問に思い、当該取引が
発覚した。また、平成 22年に起きたメルシャン株式会社の水産飼料事業部において発生した
架空循環取引では、与信枠の規定の一部である売上債権の回収サイトについて、本社が 9ヶ月
に設定していたのに対し、当該事業部のみが独断で 10ヶ月に設定していたことがきっかけで
架空循環取引が判明した。このように、与信枠の内容を把握し、通常の取引と比較して逸脱し
た与信枠が設定されていたり、新たに変更がなされたりした場合には当該取引の兆候を把握す
ることができるであろう。 
 
 以上のように、架空循環取引は様々な情報を入手し、分析を行うことで把握することが可能
である。このことを念頭に入れ監査人は当該取引の兆候を把握すべきであろう。 
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(3) 架空循環取引の発覚パターン 
 最後に、架空循環取引がどのように発覚するのかについて紹介する。架空循環取引が発覚す
るパターンは多くの場合、不正の意図及び取引の実態の有無について善意であった当該取引の
関与企業や社内の者による疑念、あるいは、法によって規定されている会計監査や税務調査等
の外部の専門家による調査によって発覚するのが大半である。したがって、以下では、当該取
引が発覚する主なパターンを示す113。 
 
A．循環相手先からの取引内容の照会 
 まず、前述の内容においても触れたが、架空循環取引が発覚するケースとして最も多いのは、
循環相手先からの取引内容の照会である。これは、特に善意であった循環取引の関与企業が当
該取引に対し、何らかの疑念を持った際に生じる。とりわけ、取引に関する決済がなされてい
ない、あるいは、頻繁に遅延するといった事象が生じた際に循環相手先に疑念が生じるであろ
う。ただし、当該取引の首謀者が循環相手先に対し、強い立場を有していた場合には、循環相
手先は疑念を持ったとしても取引内容の照会を行わない、あるいは、照会を行い当該取引が不
適切であると認識しても、馴合いによる共謀にはしる虞がある事には留意が必要といえよう。 
 
B．循環相手先からの未計上債務に関する支払要求 
 次に多いのが、循環相手先から未計上の債務に関する支払要求があった場合である。架空循
環取引を実行した際には、架空の売上に係る現金回収があった後に回収資金の一部を架空仕入
の支払に充当するという手順を踏まなければ、たちまち資金的な負担が生じ、社内で問題とな
ってしまう。そのため、当該取引の実行者は、架空に計上した売上に係る現金回収の目途が立
つまでは、できる限り架空仕入の計上を遅らせようと画策しているであろう。しかし、自身が
転売している先の関与企業が何らかの理由で循環の環から離脱してしまった場合には、当該企
業に関する売上債権の現金回収の目途が立たず、一部の仕入債務を簿外処理するといった行動
に出ることが多い。そして、当該簿外債務に関する支払い要求が循環相手先からあった場合に
は、社内の経理・財務部等に当該取引に関する疑念が生じ、当該取引が発覚する。このような
パターンが過去にも確認されており、平成 19年に発生したネットマークスによる架空循環取
引はこのような経緯を経て発覚した。 
 
C．循環相手先から第三者への通報 
 架空循環取引は、取引に疑義を持った人物の通報によっても発覚し、中でも、循環相手先か
らの通報が多い。これには、当該取引を行うことに後ろめたさを感じた当該取引の関与者が第
三者の手を借りてでも当該取引を中断させるといったこともあり、IT業界における架空循環取
引ではないが、株式会社加ト吉で起こった架空循環取引はこのような経緯を経て発覚している。
                                                   
113 霞晴久．中西和幸．米澤勝(2011)『架空循環取引 法務・会計・税務の実務対応』清文社の
記載を参考にした。 
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循環相手先の通報の対象となる第三者としては、監査人が多いことから、このような通報があ
ることを念頭に、窓口等の内部告発を促進する環境の整備を行っておく必要があるであろう。 
 
D．後任経営者による前任経営者の行為の調査 
 また、架空循環取引は売上等の指標を増加させるものの、その決済のための資金が枯渇し、
資金難に陥ることが多い。そのため、追加出資を仰ぎ事業を立て直すために、経営陣が入れ替
わるといったことがある。この際に、後任の経営陣が前任の経営陣の行ってきた当該取引を発
見し、当該取引の存在を公にするといった事例もある。実際には、ニイウスコーの架空循環取
引がこのような形で発覚している114。 
 
E．税務調査による指摘 
 最後に当該取引発覚の経緯として多いのは、税務調査による発覚である。税務調査はもとよ
り、反面調査権を有していることから、強制力を行使して当該取引の真実に迫ることが可能で
ある。また、当該取引によって生じた債権の回収偽装を架空の経費等によって一部の資金を一
旦簿外に処理し、再度その資金を第三者口座等から入金させるといった手口があるが、このよ
うな処理が原因となって税務調査が開始され、当該取引が発覚するといったことも考えられる
であろう。 
 
 以上が、架空循環取引の発覚パターンである。会計監査は外部からの調査であって、また、
強制捜査権を有していないことから当該取引を発見することが困難であると思われる。しかし
ながら、このような発覚パターンの中には、監査人の厳しい追及の結果として、自白したケー
スもあり、今後とも監査人は懐疑心を発揮した監査を実施するとともに、企業が自ら当該取引
を告白できるような対応を図ることが重要であるといえよう。 
 
 ここまでで、架空循環取引の分析を行い、当該取引を構成する要素、当該取引の兆候、発覚
のパターンの検討を行った。結果として、当該取引は構成要素を巧みに組み合わせることによ
って適正な取引に仮装し、多くの不正な収益を生み出す手段であるが、監査人が監査期間中に
その兆候を把握することは決して不可能ではないといえるほどの違和感を財務指標等に表す
ことがわかる。また同時に、現実として架空循環取引の発覚は、会計監査以外の点で発見され
ていることが判明し、現場に周知しているところからの発覚が最も多いことから、監査人も可
能な限り現場に近い視点で取引を見ることが重要といえる。 
 
                                                   
114 平成 20年 4月 30日付 ニイウスコー株式会社『調査委員会の調査結果概要と再発防止策』 
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第三項 架空循環取引の各種解消スキームの紹介115 
ここまで、架空循環取引に関する分析等を行ってきた結果、当該取引は短期間に架空の収益
を上げることは判明した。そこで、次は収益を水増しした結果として生じてしまう滞留債権や
支払い不能債務の解消をどのような会計上の手段を用いて行うのかについて各種スキームの
検討をする。また、同時に当該スキームに関する特徴と監査上の対応策についても考察する。
なお、考察したスキームの中には、実際に過去に行われたものもあるが、生じる可能性のある
スキームの紹介も行うこととし、本項では 7つのスキームについて説明する。 
 
(1) 代替資産取得スキーム 
 代替資産取得スキームとは、架空資産の取得、あるいは、架空仕入を行うことによって、簿
外資金を創出し、それを架空循環取引により生じた滞留債権の回収資金に充当し、適正な取引
に仮装するスキームである。当該スキームにおいて用いられる資産には建物や備品等の有形固
定資産や商品、製品等の棚卸資産、ソフトウェア等の無形固定資産が挙げられ、具体的な取引
の全体像と会計処理を示すと【図 3－2－1】のようになる。 
【図3－2－1】 代替資産取得スキーム
 取引の全体像
 会計処理
【建物やソフトウェアの場合】
【棚卸資産の場合】
 
                                                   
115 ここで用いられている各種スキームの名称は、用語として規定されたものではなく、本論
文における説明の便宜上、付けたものである点に留意されたい。 
不正実行者 
共謀者 
(架空業者) 
建物やソフトウェアの架空取得 
(商品や製品の架空仕入) 
現金による決済を仮装 
簿外資金 
滞留債権 
外部から入金することでの回収を偽装 架空の建物等 
減価償却や評価損により、各期に費用配分 解消 
仕入（繰越商品）×××   買掛金    ××× 
買掛金     ×××   現金     ××× 
現金      ×××   売掛金    ××× 
建物等     ×××   現金     ××× 
現金      ×××   売掛金    ××× 
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 【図 3－2－1】にある通り、代替資産取得スキームを用いた場合には、滞留債権が建物等の
償却性資産、あるいは、棚卸資産に振替えられ、減価償却等による費用配分が行われる。当該
スキームにおいて、建物や製品といった有形の架空資産に振り替えた場合には、減損会計や棚
卸資産の評価といった損失発生の危険性や監査人の実査や立会といった監査手続への対応が
必要となるが、ソフトウェア等の無形の架空資産であった場合には、監査手続への対応は不要
とされる。また、IT業界のようにソフトウェア等の無形資産が存在することに不自然がない企
業では、ソフトウェアによる当該スキームが組まれることが多い。さらに、通信産業のように
インフラ設備などの有形固定資産の割合が高い企業においては、あえて有形固定資産を取得し
たと仮装することで、監査人の金額的重要性に基づくサンプリングで抽出されないようにする
ことも考えられる。ただし、架空の有形固定資産の取得については固定資産税等の税金対応が
企業側で生じることから、このような点についても違和感がないか監査人は判断すべきといえ
る。 
当該スキームへの対応としては、架空資産が有形の場合には、実物の確認、取得（仕入）ル
ートの合理性の検討と相手先へのヒアリング、不動産登記簿や仕入証憑の閲覧、用途（販売計
画）等のヒアリング等が有効と考えられる。 
 
(2) 自社還元スキーム 
 自社還元スキームとは、自社利用目的のソフトウェアに係る会計処理116を利用したスキーム
である。自社を起点に開始した架空ソフトウェアを企業間で循環させた後、当該ソフトウェア
を自社利用のソフトウェアとして購入したと見せかけることで、架空循環取引によって生じた
売上債権を自社利用ソフトウェアに振替える手法であり、具体的な取引の全体像と会計処理を
示すと【図 3－2－2】のようになる。 
                                                   
116 会計制度委員会報告第 12号『研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指
針』：11－13項「資産計上することとなる自社利用のソフトウェアの取扱い」 
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【図3－2－2】 自社還元スキーム
 取引の全体像
 会計処理
 
 
 【図 3－2－2】のように、自社還元スキームでは、何度も循環させ、取引規模の膨らんだ架
空のソフトウェアを最終的には、自社利用という名目によって取得することで、一時の損失計
上を逃れる手法である。ここで、我が国の現行制度では、自社利用のソフトウェアについて 5
年間の定額法による償却を原則としている117ことから、当該スキームを行えば、架空循環取引
で発生した不正額が 5年間に渡って解消されることになる。なお、企業会計基準第 23号『研
究開発費等に係る会計基準』においては、自社利用のソフトウェアを資産計上するに当たり、
「将来の収益獲得及び費用削減が確実であると認められる場合」という条件を課しているが、
この点については、あえて架空循環取引の起点となることで、循環対象物に自社のビジネスモ
デルに適合するシステム等を選択、あるいは、作成することで対応が可能であると思われる。 
この場合の対応としては、監査人や ITの専門家による同一物認定が最も有効であると考え
られる。また、監査人はこのようなスキームに事前に対応するため、企業が設計・開発する製
品の仕様をあらかじめ確認しておくことが効果的であると考えられる。 
 
 
 
 
                                                   
117 会計制度委員会報告第 12号「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」
21項 自社利用のソフトウェアの減価償却の方法 
ソフトウェア  ×××   現金     ××× 
現金      ×××   売掛金    ××× 
(自社利用目的) 
不正実行者 
関与企業 A 
関与企業 B 
関与企業 C 
架空ソフトウェア 
架空循環取引 
架空ソフトウェアを対象に 
架空循環取引を開始 
取引規模の増加したソフトウェアを 
「自社利用のソフトウェア」として取得 
減価償却により、各期に費用配分 解消 
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(3) リーススキーム 
 リーススキームとは、架空循環取引にリース取引を介入させるスキームであり、リース契約
の内容によっては、当該取引によって生じた債権の解消期間や金額、振替えられる勘定科目等
に変化がある。ここで、IT業界に多いリース取引としては、ソフトウェア・リース取引が挙げ
られる。当該取引の特徴については、国税局が平成 12年 12月に『ソフトウェア・リース取引
に関する税務上の取扱いに関する質疑応答』という文書を公表しており以下の三点を挙げてい
る。 
 ・ソフトウェア・リース取引は、リース会社がメーカー等（著作者、販売者等）との間で、
「ソフトウェア使用権（無形固定資産）設定契約」に基づき使用権を取得（購入）し、そ
のソフトウェア使用権をリース契約に基づきユーザ（使用者）に再許諾する賃貸借取引で
あること。 
 ・リース取引の対象とするソフトウェアは、ユーザが使用（当該ユーザの子会社・関連会社
等と共用する場合を含む。以下同じ。）するために開発したソフトウェアの使用権又はユ
ーザが使用するためにメーカー等が開発したソフトウェア（いわゆる汎用ソフトウェアを
含む。）の使用権であること。 
 ・ソフトウェア・リース契約の終了時又は中途解約時において、ユーザは当該ソフトウェア
の使用を終了する旨を記載した書面（以下「契約終了通知書」という。）をリース会社に
対して交付することにより返還・廃棄を行い、リース会社は、原則として、ユーザから受
領した「契約終了通知書」の写しをメーカー等に送付するものであること。ただし、リー
ス会社のメーカー等への「契約終了通知書」の写しの送付については、その契約に別段の
定めがある場合は、当該契約に基づき処理することができるものであること。 
以上のように、ソフトウェア・リース取引は、使用権の賃貸借取引であるという性質が強く、
通常のリース取引と比較して、検証することに困難が付きまとうことは監査人も留意しておく
べきであるといえよう。 
リーススキームは、ファイナンス・リース、オペレーティング・リース、セール・アンド・
リースバックの三つに分類できることから、以下では、それぞれについて取引の全体像と会計
処理を説明することとする。 
 
A．ファイナンス・リース 
 まず、ファイナンス・リース取引に関するリーススキームであるが、当該取引を利用したリ
ーススキームの場合は、【図 3－2－3】のような取引の全体像と会計処理になる。 
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【図3－2－3】 ファイナンス・リーススキーム
 取引の全体像
 会計処理
 
 
 【図 3－2－3】のように、ファイナンス・リース取引を用いたリーススキームは、架空のリ
ース料の支払いによって生じた簿外資金を滞留債権の回収偽装に充て、その痕跡を解消するス
キームである。当該スキームの場合、回収偽装に利用される簿外資金は、毎月のリース料によ
って創出されるため、一度に滞留債権を解消することは出来ず、リース期間にわたって当該債
権を解消することになる。また、架空循環取引による不正額は当該リース契約によって計上さ
れたリース資産の減価償却費、及び、リース債務に関する支払利息を通じて各期に配分される
ことになる。 
 
B．オペレーティング・リース 
 次に、オペレーティング・リース取引を利用した場合のリーススキームは、【図 3－2－4】
のような取引の全体像と会計処理になる。 
リース資産   ×××   リース負債  ××× 
リース負債   ×××   現金      ××× 
不正実行者 
関与企業 A 関与企業 B 
リース会社 
架空循環取引 
リース物件の移転 
リース料支払い 
簿外資金 滞留債権 回収偽装 
支払利息    ×××   (リース料) 
リース資産 
リース負債 
現金      ×××    売掛金    ××× 
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【図3－2－4】 オペレーティング・リーススキーム
 取引の全体像
 会計処理
 
 
 【図 3－2－4】のように、オペレーティング・リース取引を利用したリーススキームの場合
は、賃貸借取引となるためリース資産及びリース負債の計上がない。そのため、架空循環取引
によって生じた滞留債権は、リース料を支払う度に徐々に解消されていくことになる。また、
解消期間については、上述したファイナンス・リーススキームと同様、リース期間となる。 
ただし、企業会計基準適用指針第 16号『リース取引に関する会計基準の適用指針（以下、
「リース取引会計基準適用指針」とする）』の第 5項にもある通り、オペレーティング・リー
スと判定されるためには、当該リース取引の契約が、①リース契約に基づくリース期間の中途
において当該契約を解除することができないリース取引又はこれに準ずるリース取引である
こと（ノンキャンセラブル）、②借手が、当該契約に基づき使用する物件（リース物件）から
もたらされる経済的利益を実質的に享受することができ、かつ、当該リース物件の使用に伴っ
て生じるコストを実質的に負担することとなるリース取引であること（フルペイアウト）、と
いう 2要件を同時に満たしていないことが必要であり、恣意的にオペレーティング・リースを
選択するためには、上記の二要件のいずれか、あるいは、両方が満たされないよう契約内容を
操作することが必要となる。ここで、上記①②の要件を恣意的に外す方法を検討すると、①の
要件については、リース契約が解約可能であればいいことから、リース会社と共謀すれば容易
に外すことが可能であろう。しかし、このように借手に一方的に有利なリース契約は、経済的
合理性に欠けるため、監査人に疑いの目を向けられやすく、当該リース取引の検討を通じて架
空循環取引が発覚する虞がある。そこで、より巧妙なオペレーティング・リーススキームでは、
②の要件を恣意的に外してくることが想定される。そこで、②に関する具体的な判定基準をリ
支払リース料  ×××   現金      ××× 
不正実行者 
関与企業 A 関与企業 B 
リース会社 
架空循環取引 
リース物件の移転 
リース料支払い 
簿外資金 
滞留債権 回収偽装 
現金      ×××    売掛金    ××× 
リース契約内容を調整 
(リース料総額における 
維持管理費用等の割合 
を増やす) 
オペレーティング・リース 
契約を締結 
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ース取引会計基準適用指針の第 9項では、現在価値基準と経済的耐用年数基準によって判定す
ると規定しており、これらの基準のうちいずれにも該当しない場合にはオペレーティング・リ
ース取引であるとしている。このうち、経済的耐用年数基準については、循環対象物がソフト
ウェアであれば、物的劣化を伴わないことから、経済的耐用年数は技術革新が生じない限り半
永久的であるといえ、容易に調整が可能であろう。とすれば、残る一方の現在価値基準につい
て、リース料総額の現在価値が見積現金購入価額の概ね 90%を下回るようにリース契約を調整
すれば、恣意的にオペレーティング・リース取引と判定できるようになる。この点については、
同適用指針の第 14項において維持管理費用等に関する取扱いの規定を悪用する方法が考えら
れる。同規定には、現在価値基準の判定に当たり、維持管理費用及び役務提供の相当額はリー
ス料総額から控除することが原則であるとする記載があることから、リース契約時にリース料
総額は変更せず、その中の維持管理費用の割合を何らかの理由（例えば、貸手によるシステム
保守サービスやユーザのトレーニングサービスに係る費用をリース契約に盛り込む等）をつけ
て増額することで、見積現金購入価額の 90%を恣意的に下回らせることが可能である。このよ
うな一連の方法によって、オペレーティング・リーススキームが使用されると思われる。 
 
C．セール・アンド・リースバック 
 セール・アンド・リースバック取引を利用した場合にリーススキームは、【図 3－2－5】の
取引の全体像と会計処理になる。 
【図3－2－5】 セール・アンド・リースバック・スキーム
 取引の全体像
 会計処理
 
架空建物等   ×××   現金     ××× 
現金      ×××   架空建物等  ××× 
不正実行者 
関与企業 A 関与企業 B 
リース会社 
架空循環取引 
架空資産の売却 
リースバック 
簿外資金 
架空資産取得 
現金      ×××    売掛金    ××× 
滞留債権 
回収偽装 
長期前払費用  ×××   売却益    ××× 
リース資産   ×××   リース負債  ××× 
リース料の支払 簿外資金 
回収偽装 
リース負債   ×××   現金     ××× 
支払利息    ×××   
架空資産取得 
セール&リースバック 
リース料支払 
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 【表 3－2－5】のように、セール・アンド・リースバック取引を組み合わせた場合には、よ
りリーススキームは複雑性が増す。まず、不正実行者は外部から架空の建物等を取得し、そこ
で生じた簿外資金を一時的な滞留債権の回収偽装に利用する。そして、当該架空資産をリース
会社へ売却すると同時に、リースバック契約を締結し、そのリースバック契約によって生じる
支払リース料に係る支出も回収偽装に充てるというものである。当該スキームを用いた場合に
は、一時的に滞留債権が解消される部分と徐々に解消される部分が生じるため、滞留債権の滞
留期間に合わせた解消が可能である。そのため、監査手続の一つである売上債権の年齢調べに
対応するためや、不自然な債権回収を自然な形に見せるべく利用されることが想定される。 
 
 以上のように、リーススキームは非常に巧妙な解消スキームであるといえよう。実際にも、
ニイウスコーの架空循環取引はリーススキームを用いていた。ニイウスコーが行ったリースス
キームは①ニイウスコーがリース会社に製品を販売及び代金回収、②リース会社が関与企業へ
当該製品をリース及びリース料の受け取り、③関与企業が当該リース物品（ニイウスコーの製
品）によって、ニイウスコーへの役務を提供及び当該役務提供の対価（リース料相当額）の受
け取る、というスキームを組んでおり、①~③が繰り返されることで、架空循環取引の痕跡が
隠蔽されていた。 
 したがって、今後とも監査人は架空循環取引の疑いのある企業でリース取引が見られた際に
は当該リース取引に注意すべきであろう。当該スキームの対応策としては、まず、無関連であ
りそうな転売取引とリース取引の関連性を見出すことが重要である。そして、リース契約内容
の把握や、債権の入金記録と支払リース料の出金記録の比較といった手続が有効と考えられる。
ただし、ソフトウェアに関するリース取引は、先にも述べたとおり、通常の物品のリースとは
異なり、使用権の移動である。そのため、基本的なリース契約の確認は証憑突合等が中心とな
ってしまい、リース契約自体が架空である場合にも留意して監査を行うべきであろう。 
 
(4) 金融機関スキーム 
 金融機関スキームとは、架空循環取引の関与企業に金融機関が含まれた場合のスキームであ
り、滞留した債権とは別個に資金を貸し出すことによって、資金の借手は当該資金によって債
権の回収偽装を行う手法である。資金を貸し出す方法としては、借入金や第三者割当によるも
のが想定され、前者の場合には滞留債権が借入金に振替えられ、後者の場合には滞留債権が資
本金等となる。当該スキームの具体的な取引の全体像と会計処理は、【図 3－2－7】となる。 
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【図3－2－7】 金融機関スキーム 
 取引の全体像
 会計処理
 
 
 【図 3－2－7】のように、金融機関スキームは金融機関が循環の環の外側から協力するスキ
ームである。不正実行者は金融機関から金銭を借り入れる、または、出資してもらうことで架
空循環取引に必要な資金を調達し、それを一旦、何らかの架空資産を取得したと仮装すること
で簿外処理を行い、その簿外資金で滞留債権を回収偽装する。偽装によって、解消された滞留
債権は、借り入れた（出資を受けた）資金によって架空資産へと振替えられることになる。こ
のように、金融機関スキームは、取引金額が膨大なものとなり、資金難から終焉を迎えようと
している架空循環取引を復活させかねないスキームであることが伺える。しかしながら、当該
スキームについては、金融機関に対し財務指標上のメリットは少ないことから、金融機関側の
担当者等にリベート等の個人的な利得がある場合が想定されよう。 
 当該スキームについては、借入先の内訳資料や融資条件の把握、資金の用途についてのヒア
リング、調達資金によって取得された資産等の実査などが効果的と考えられる。また、このよ
うなスキームについては、金融機関側にメリットが少ない以上、従来から取引関係にあったメ
インバンク等の主要金融機関よりも、それら以外の金融機関からの融資に危険性があると思わ
れる。したがって、突如として現れた借入先や日本の法制度の届かない海外の金融機関等には
注意すべきである。 
 
 
現金      ×××   借入金    ××× 
架空資産等   ×××   現金     ××× 
(資本金) 
不正実行者 
関与企業 A 
関与企業 B 
関与企業 C 
滞留債権 
架空循環取引 
回収偽装 
金融機関 
資金の借入れ 
新株発行 
資金調達 
簿外処理 
(架空資産の購入名義等) 
現金      ×××    売掛金    ××× 
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(5) 架空経費スキーム 
 架空経費スキームとは、架空の経費を計上することで簿外資金を創出し、それを回収偽装に
充てるスキームである。架空経費として挙げられるのは、役員報酬（不正実行者が経営者であ
る場合）、退職した従業員の給与、下請け企業に対する外注費などであり、当該スキームの取
引の全体像と会計処理を示すと、【図 3－2－8】のようになる。 
【図3－2－8】 架空経費スキーム 
 取引の全体像
 会計処理
 
 
 【図 3－2－8】にあるとおり、架空経費スキームは架空に計上した経費に係る支払によって
資金を社外に支出することで、簿外資金を創出し、それを再び企業に還流させ、滞留債権の回
収偽装を図る。 
しかしながら、架空経費スキームは一度に支出できる金額が小さく、複数の名目に分けて架
空経費を計上しなければならないことや、架空経費は税務調査において発覚しやすいといった
ことがあるため、大規模な架空循環取引に関しては当該スキームが利用されることは少ないと
思われる。ただし、外注費については IXIの事例でも利用されたように、「(1)代替資産取得ス
キーム」との併用が可能となり118、大規模な架空循環取引が引き起こされる虞があるため、注
意が必要であろう。 
 当該スキームについての対応策としては、経費に関する社内規定を把握し、職権ごとの経費
に関する限度額や回数などを背景に経費申請をした者に対するヒアリング、及び、当該ヒアリ
                                                   
118 関与外注先に架空外注費を支払うのみでは、架空経費スキームとなるものの、当該外注費
を支払った循環対象物を自社に戻した（買い取った）場合には、当該外注費は「棚卸資産」に
変化することから、監査人はこの点にも注意すべきといえる。 
役員報酬等   ×××   現金     ××× 
(給与や外注費でも可) 
不正実行者 関与外注先 
関与役員 
滞留債権 
架空給与の 
退職従業員 
簿外資金等 
現金      ×××    売掛金    ××× 
支払 
架空外注費の 
支払 
回収偽装の原資 
とする目的での 
役員報酬 
回収偽装 
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ングの内容によっては支出先への問合せも検討すべきであろう。また、外注先への往査や退職
従業員への問合せ、関与役員の報酬額に関する妥当性等の検討も必要であると考えられる。 
 
(6) M&Aスキーム 
 M&Aスキームとは、企業結合会計における処理を悪用したスキームであり、滞留債権をあ
る企業に集中させ、当該企業を自社に吸収する、あるいは、その逆を行うことで、架空循環取
引を行った企業の存在自体を証券市場から消滅させるスキームである。当該スキームの取引
（関与企業 Dを不正実行者が吸収するスキーム）の全体像と会計処理を示すと、【図 3－2－9】
のようになる。 
【図3－2－9】 M&Aスキーム 
 取引の全体像
 会計処理
 
 
 【図 3－2－9】のような M&A スキームは代物弁済を利用することによって、滞留債権を対
価とした吸収合併を図ることであり、同時に外部のコンサルタントと共謀し、のれんの評価を
過大にすることで、滞留債権を事実上、のれんに振り替えるスキームである。このようなスキ
ームを組むことにより、のれん振替えられた滞留債権はのれん償却費を通じて各期（原則であ
れば 20 年119）に費用配分されることになる。ただし、のれんの減損処理には対応が必要とな
る。 
また、M&A スキームとしては、不正実行者自身が循環相手先を吸収する形だけでなく、循
環相手先に自社を吸収させるスキームも想定している。この場合には、自社の消滅をもって架
空循環取引を永久に隠蔽することから、ある意味究極的な架空循環取引のスキームであるとい
                                                   
119 企業会計基準第 21号『企業結合に関する会計基準』第 32項 
識別可能資産  ×××   識別可能負債 ××× 
のれん     ×××   滞留債権   ××× 
不正実行者 関与企業 A 
関与企業 B 関与企業 C 
架空循環取引 
関与企業 D 
(代物弁済) 
合併 
循環を止め、 
不正実行者に対する債務を 
Dに集める。 
関与外部コンサルタント 
のれん過大評価 
合併対価を Dに対する債権とする 
(※) 関与企業 Dと不正実行者の立場が逆の場合も考えられる。 
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えよう。ともあれ、どちらのスキームを利用したとしても、企業が一つ消滅するという事態が
生じることから、企業間のパワーバランスや信頼関係、M&A を実現できる環境が揃っていな
ければならないスキームといえる。 
 このようなスキームについての対応策としては、M&A の話が浮上した際に、その相手企業
の調査、企業間の関係の把握、のれんの評価にあたる専門家の妥当性についての検討は必須で
あろう。また、当該M&A に関して代物弁済を利用するような経営者からの提案や雰囲気が感
じ取れた場合には、更なる注意が必要である。この場合には、架空循環取引の兆候がないか再
度検討するため、相手企業との過去の取引分析を前会計年度以前のデータも踏まえて行うべき
であろう。 
 
(7) 自己犠牲スキーム 
 自己犠牲スキームとは、不正実行者が自らの個人資産をもって回収偽装を行い、滞留債権を
解消させるスキームである。例えば、新規上場以前から経営者が架空循環取引を行っていた場
合には、新規上場に伴い上昇した株価で自己の保有する株式を売却し、当該資金をもって架空
循環取引により生じた滞留債権の回収偽装を行うといったことが考えられよう。また、経営者
自身が金融機関から資金を借り、MBO(Management Buy Out)120を実施することで株式非公
開化を図り、財務資料の開示義務を免除されることを利用して、滞留債権の存在を企業ごと隠
蔽してしまうような手も考えられる。 
当該スキームについての対応としては、経営者自身の人柄や性格、人脈など、日頃から経営
者をよく観察することであろう。当該スキームを選択する経営者は自己が損失を被ってでも会
社を存続、あるいは、有名にしたいという動機から架空循環取引を行っていると推察できる。
そのため、経営者に襲い掛かる心理的・金銭的不安は多大なものであるといえ、そのような状
況であれば経営者自身の発言や行動に当該取引の兆候が表れると想定できる。 
 
 以上が、架空循環取引の痕跡を解消する 7つのスキームである。上記のようなスキームは事
業環境や不正の動機などによって変化し、複雑な構造を採っている。監査人としては不正の発
見が第一目標ではないが、会計・監査の専門家として職を得ている以上、このような兆候を捉
える姿勢を維持し、不正の抑止力としての機能を発揮するためにも様々な状況で想定できる不
正手法については事前の知識を有しておくべきといえる。 
 
 
 
 
                                                   
120 経営者による株式の買取を指す。MBOには敵対的買収防衛を目的とするものと、株式非公
開化を目的とするものがあるが、当該スキームにおけるMBOは後者を指す。 
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第四項 架空循環取引の体系化と分類 
 本節の最後に、上記で紹介した 7つのスキーム及び、架空循環取引が開始される目的を組み
合わせ、当該取引を体系化し、それぞれの型に対応した監査人のアプローチ手法について検討
を行う。 
 まず、次に示す【図 3－2－10】は、架空循環取引を目的別に分類した図である。なお、図
中の横軸は当該取引よってもたらされる不正の規模を、縦軸は競争環境の激化などの外部環境
の脅威の強さを表しており、矢印の方向に行くにつれて大きくなっているのを示している。 
【図3－2－10】 架空循環取引の目的別分類
 
 
 【図 3－2－10】で示すように、本論文においては、架空循環取引を開始目的の根本的な原因
である「外的環境の脅威」と当該目的を達成するために不正実行者が想定する「不正規模」の
2軸を基に 4つの形態に分類した。架空循環取引は業界慣行から偶然に発生してしまったとい
う歴史的経緯があるものの、現代のように会計環境が整備された状況においては、架空循環取
引が偶発的に生じることは考えられず、当該取引が開始された経緯には、必ず目的があると推
察される。また、当該開始目的については、競争激化による業績の低迷や個人的な失敗取引の
損失填補、株主等からの株価上昇に対する期待等、何らかの環境の変化がもたらすと考えられ
る。さらに、架空循環取引が容易に収益ないし利益を水増しできる手段であることを踏まえれ
ば、当該取引を実行する目的には、自身の力では変化させることができない外的環境が大きく
影響すると思われ、【図 3－2－10】のような二軸を採用した。 
 これらの形態別に特徴を見ると、外的環境の脅威が大きい目的達成型と現状維持型の架空循
環取引は、それらの開始目的が満たされるか否かによって、影響を受ける利害関係者が多数存
在することもあり、比較的、組織全体としての架空循環取引あるいは、経営者レベルでの架空
循環取引が実行される可能性が高い。一方で、外的環境の脅威が小さい個人利得型と責任回避
(不正規模) 
(外的環境の脅威) 
現状維持型 目的達成型 
責任回避型 個人利得型 
新規上場や売上目標の達成等、 
身の丈に合わない過度な目的の 
達成を図った架空循環取引 
株価上昇による売却益の獲得等、 
個人の利得を得るためだけに実行 
される架空循環取引 
上場維持や株価の維持等、 
現状を維持することを目的と 
して実行される架空循環取引 
失敗取引の填補や責任転嫁等、 
責任回避を図り、一時的に実行 
される架空循環取引 
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型は、組織というよりも個人の心境や内部心理を原因として発生することから、従業員レベル
や事業部レベル等、組織の一部分において発生することが想定される。 
また、不正規模については、目的達成型の場合、事業活動を行うに当たり、ある目的が達成
された時点でまた新たな目的が設定されるという管理が通常であることから、架空循環取引が
目的ごとに次第に大規模になっていくことが想定され、長期的にみれば、不正規模は大きくな
る可能性が高いと考えられる。個人利得型についても、架空循環取引という粉飾を行った際の
刑罰や処分等のリスクに見合う利得を得ようとし不正に手を染めるのであるから、悪質性が高
く、不正規模が大きくなりやすいといえよう。一方で、現状維持型については、現状に至るま
では適正な事業活動によって努力していた事実があり、それが外的環境の脅威が増したことを
もって悪化した事実をどうにかしようとした結果、不正に手を染めてしまうというケースが過
去の事例を見ても大半である。そのため、不正による収益等の水増し分も低迷して現生じた業
績の範囲内、あるいは、従来の業績に不整合がない範囲内において行われると考えられること
から、不正規模は小さいと考えられる。同様に、責任回避型についても、一時的な失敗取引に
よって生じてしまった損失を補填するといった短期的な架空循環取引が考えられることから、
不正規模も小さいであろう。 
 以上のように、4つに分類した架空循環取引の形態であるが、これらの分類には適合する解
消スキームがあると考えられ、これらを体系化することで、監査人も架空循環取引に対するア
プローチを採りやすくなると考えられる。 
したがって、【表 3－2－3】に、上の四つの形態と解消スキームの適合する組合せを示す図
を用意した。 
【表3－2－3】 架空循環取引の形態とスキームの組合せ
形態 スキーム 不正規模 循環期間 解消期間
代替資産取得スキーム
自己還元スキーム
リーススキーム リース期間
金融機関スキーム 借入期間
M&Aスキーム(※1) 原則20年
代替資産取得スキーム
自己還元スキーム
リーススキーム リース期間
金融機関スキーム 借入期間
架空給与スキーム
自己犠牲スキーム
代替資産取得スキーム
自己還元スキーム
リーススキーム リース期間
M&Aスキーム(※2) 他社が引継ぐ
架空給与スキーム
自己犠牲スキーム
(※1) 他者を自社に取り込む場合
(※2) 自社を他社に取り込ませる場合
中長期
責任回避型
目的達成型 大 長期
現状維持型
短期
小
個人利得型 大 中長期
小 短期
個々の資産の
償却期間
個々の資産の
償却期間
個々の資産の
償却期間
一時的
一時的
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 【表 3－2－3】のように、形態ごとの開始目的に応じて適合するスキームは限られており、
例えば、個人利得型の開始目的と自己犠牲スキームの効果は互いに背反することから、両者が
組み合わさることは、ほとんどないといえよう。ただし、時間の経過による不正実行者の心境
の変化や外的環境の変化によっては、組み合わさることもあるため、企業の状況を見て総合的
に判断すべきであろう。また、【表 3－2－3】を見ると、圧倒的にリスクが高い架空循環取引
は目的達成型である。過去の事例として大規模な粉飾をおこなった架空循環取引の大半はこの
形態であり、不正の規模が大きいだけでなく、採られるスキームも多岐にわたり、一つの架空
循環取引に関する痕跡を複数のスキームに分割して解消を図る可能性もあるであろう。したが
って、監査人は疑わしい一つの取引だけでなく、他の取引についても注意を向ける必要がある
といえよう。 
 
 以上、これまでの考察の結果、一応の架空循環取引に関する体系化が図れた。したがって、
次は本節で分類した当該取引の形態やスキームを念頭に、監査人が実務でどのようなアプロー
チを採るべきかについて検討を行うこととする。 
 
第三節 架空循環取引に対する監査人のアプローチ 
 これまで架空循環取引について考察を行い、その危険性が認知された。そこで、本項では監
査人が監査を実施するに際して、当該取引を看過しないためにどのようなアプローチを採るべ
きかについて考察を行う。 
 
第一項 監査人が架空循環取引を発見できない要因 
 まず、架空循環取引について具体的なアプローチを検討する前に、これまで過去に何件もの
架空循環取引を看過してきてしまった監査人の要因について考察を行う。 
 この点について、平成 23年 9月 15日に公認会計士協会の当時の会長であった山崎彰三氏に
より公表された会長通牒平成 23年第 3号『循環取引等不適切な会計処理への監査上の対応等
について』では、監査人が架空循環取引を発見できない監査上の要因として、以下の 3点を挙
げている。 
 ・結果として異常性、不整合、不一致、不釣合いなど不適切な問題があると認められる場合
における、その「兆候」の見落とし又は追及が不十分である（不正のリスクを認識しなが
らの手続不足などを含む。） 
 ・重要な虚偽表示のリスクの評価及び評価結果への対応が不十分である。 
 ・監査業務における審査が有効に機能していない。 
 上記の内容を見る限り、架空循環取引が看過される要因には、当該取引が巧妙な隠蔽工作に
よって仮装されることで、発見が困難になることだけでなく、当該取引に直面した監査人自身
の対応にも問題があったといえよう。しかしながら、実際の現場で対応を求められた監査人と
しては、当該取引に関する具体的なアプローチの方法が確立されていない状況で個人の判断に
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より行動するには時間的制約や個人の能力の問題から、困難であると考えられる。したがって、
以降においては、前述の内容より把握された架空循環取引に関する特徴や手法、当該取引の兆
候が表れるポイントなどを踏まえ、監査人が当該取引に直面してしまった、あるいは、当該取
引に直面する以前からの対応に関して具体的な監査アプローチを考察し、当該取引に対する一
種のフレームワークを構築することとする。 
 
第二項 架空循環取引に対する監査対応プロセス 
 まず、架空循環取引について対応を図る以前に、企業が行った取引が架空循環取引であるか
どうかの判断が必要である。また、監査には時間的・資源的な制約が存在することから、当該
判断を全ての取引に対して実施することは不可能であるといえ、詳細な調査が必要とされるリ
スクの高い取引を選別するための分析が重要であると思われる。すなわち、より慎重に架空循
環取引に対応するためには、①事前分析、②実態調査、③調査結果対応、という三段階のプロ
セスを経るというアプローチを採用し、監査人の架空循環取引に関する心証を通常の監査手続
を通じて、徐々に形成していくのが妥当であると考えられる。また、このような三段階のプロ
セスを経た後、当該プロセス群の結果を基に、④指導行為というフェーズに入ることで、企業
の自発的な修正作業を促すと同時に、監査人のより責任感のある（確固たる）意見形成がなさ
れることを目的とする。 
したがって、以下では、これら一連の監査アプローチについて、各々のプロセスの内容と目
的、実際に監査人が行うべき具体的な監査手続についての検討を行う。 
 
(1) 第一段階：事前分析 
 このプロセスにおいては、監査対象の企業の事業活動に関係する諸要因について分析を行い、
架空循環取引の兆候があるかどうか、または、今後発生し得る要因が存在しているかどうかを
把握し、重点的な調査対象とすべき取引を洗い出す。この際、企業全体のレベルから徐々に事
業レベル等へとフォーカスしていくことが重要と考えられる。なぜならば、架空循環取引は、
経営者が主導することで全社的に実行される場合と一従業員が自己の権限の範囲で単独に実
行する場合があり、当該取引の兆候が表れる箇所を一概に特定することが難しいことから、分
析範囲に変化を持たせることが重要であるためである。また、企業レベルというマクロな視点
から分析を始めることで、分析の初期に感じ取った違和感は対象範囲が小さくなるにつれ、
徐々に確実なものとなり、当該取引の核心的な部分へと監査人の注意が向く、あるいは、安易
に看過される危険性が低減されることが期待されることから、このような分析の流れを採用し
た。 
 ここで、当該プロセスの全体像を示すと、【図 3－3－1】になる。 
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【図3－3－1】 事前分析
 
  
【図 3－3－1】にもあるとおり、具体的な手続としては、まず①企業レベル分析として、対
象企業のビジネスモデル、組織図、内部統制、事業計画、経営陣や従業員の不正に対する意識・
姿勢等の企業の内的要因、及び、業界の景気や慣行、取引先との関係等の外的要因の把握を行
った上で、企業全体のリスクを識別し、評価する。次に、②事業レベル分析として、当該リス
ク評価の結果を踏まえた上で、架空循環取引が行われやすい組織図上の箇所をピックアップし、
主要事業部や主要地域の子会社・支店、関係の強い取引先、権限を有する担当者を把握し、当
該箇所や人物に関する取引を把握する。そして、③取引レベル分析として、②でピックアップ
した調査対象の取引について異常性分析等を行い、架空循環取引の兆候が見られるかどうかを
検討し、当該兆候が把握されたならば、当該取引を次段階のプロセス（実態調査）へ移すこと
になる。このように、これら一連のプロセスは、初期の企業レベル分析において漠然としたリ
スクを把握していき、その後の事業レベル分析や取引レベル分析で徐々に具体的なリスクを識
別していくことで、網羅的に架空循環取引を抽出していく構造となっている。なお、架空循環
取引については、時間が経つ共に財務数値上の違和感、あるいは、合理性のない企業の行動が
判明しやすくなるといった特徴があることから、リスク評価及び異常性分析に関しては、時系
列に沿った分析が最も有効であると考えられる。 
 また、当該プロセスにおいては、調査対象を絞り込むことだけが目的ではなく、その後のプ
ロセスにおいて、当該調査対象にどのような手続を実施すべきか、はたまた、当該手続によっ
て何を得るべきなのかといった点を明確にする必要がある。つまり、調査手法の選別や調査目
的の明確化についても、当該プロセスの目的に含まれている。 
 ただし、異常性分析の実施中に著しく異常性のある取引を認知したとしても、当該プロセス
の終了前においては次段階のプロセスに走ってはならない。異常を感じた部分に対して、すぐ
企業レベル分析 
事業レベル分析 
取引レベル分析 
架空循環取引について、企業全体としてのリスクを評価 
(例) ビジネスモデル、組織図(内部統制)、事業環境等 
… 
リスクの高い組織上の位置(事業部や支店)に着目し、 
分析対象を事業レベルに狭める。 
… 
… 
架空循環取引について、事業や子会社、支店等、 
独立した事業活動主体のリスクを評価 
(例) 各事業部の業績、取引先、担当者の権限等 
組織図上の位置や担当者の権限等から架空循環取引が発生し得る 
箇所や人物に着目し、分析対象を取引レベルに狭める。 
抽出した分析対象の取引に関して異常性分析等を行い、 
取引規模の増大等の異常性があるかどうかを分析する。 
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さま調査を開始することは、他の重要な部分を見落とす結果になりかねず、悪質性の高い不正
実行者ほど、あえて異常性の高い項目を監査人に見つかるように設定し、監査人の目の前で修
正作業に応じることによって、自身の不正に対する姿勢を仮装し、監査人を騙そうとするであ
ろう。架空循環取引は巧妙に適正な取引に仮装し、事前の準備なしでは判断できないという点
を踏まえれば、当該プロセスで功を焦ってしまっては、最悪の結果を招く恐れがある。したが
って、架空循環取引への対応として当該プロセスが一番の核となることから、慎重かつ冷静な
対応が必要といえる。 
 以上が第一段階のプロセスである。 
 
(2) 第二段階：実態調査 
 次に、第二のプロセスにおいては、調査対象とした取引に関する詳細な手続を実施すること
で、当該取引の実態を把握し、架空循環取引の可能性が高いかどうかについて判断を行う。具
体的には、取引の合理性の検討や取引対象物自体の確認、財務数値として計上された残高の照
会、取引担当者及び管理者へのヒアリング等の各手続を第一段階におけるリスク評価を基に適
切な選別を行った上で実施する。すなわち、当該プロセスは、異常性が見られる取引に対して
監査人が調査を実施することで、当該取引に合理性があるかどうか（違和感がないか）を検知
し、違和感が検知されたのであれば、その違和感の原因を調査することが主な内容となる。 
 この点を踏まえて、当該プロセスの全体像を示すと【図 3－3－2】になる。 
【図3－3－2】 実態調査
 
 
上記の図で示したとおり、当該プロセスの最終的な目的は、検知した「違和感」を「納得感」
に変えることができるかどうかを判断することであるといえる。したがって、異常性を感じた
取引について、取引の合理性の判断がつかない場合や専門知識の高さから監査人の理解ができ
ていない場合は、「納得感」を得たとは言えず、当該取引に一応の手続を実施したからといっ
て、調査対象から外すようなことはしてはならない。監査人が納得できないのであれば、当該
取引に関して徹底した追及をすべきであるし、理解できないということを理由に調査を終了す
違和感の検知 
前段階の分析において、異常性が感じられた取引に対し、 
… 
残高照会や取引関与者へのヒアリング等を行うことで取引 
の実態を把握し、当該取引に経済的合理性があるかどうか 
を判断する。 
違和感の原因調査 
違和感が検知された（経済的合理性を欠く）取引が識別された場合 
… 
違和感の原因となっている項目について重点的な調査を 
実施し、「違和感」が「納得感」に変えられるかどうかを 
判断する。 
  
118 
 
るのであればあきらかに能力が欠如しているといえ、監査の担当を外れるべきであろう。 
 しかし、IT業界におけるソフトウェア取引のような専門性の高い分野に関しては、監査人が
ITの専門家でない以上、理解できないとする監査人が大半であると思われる。そのため、監査
人が安易な判断を行わないよう、本プロセスの次にもう一段階プロセスを設定した。 
 
(3) 第三段階：調査結果対応 
 本プロセスは、調査を行った取引が架空循環取引であるかどうかの判定を行うことを目的と
しており、前段階のプロセスで実施した調査の結果を基に架空循環取引に対する対応方法の検
討を行う。具体的には、調査対象となった取引に関して、前段階以前のプロセスで収集した情
報を整理し、当該取引の全体像の把握や担当者等への質問の回答内容や販売計画等及び財務数
値間の整合性の確認等を行い、未だ調査対象取引に関して「納得感」が得られない場合には、
専門家の利用や関係会社等への往査、実際の取引現場の視察等の集中的な調査を行う。 
 これらを踏まえ、本プロセスの全体像を図で示すと【図 3－3－3】になる。 
【図3－3－3】 調査結果対応
 
  
 上記にもあるとおり、本プロセスにおいては、前段階までで得られた情報間の整合性の検討
や取引の全体像の把握を行った後、企業から提示された情報の証拠力の調査を外部の情報を基
礎にして行う。そして、企業側の情報に虚偽の可能性や違和感を感じ取った場合には、一度、
企業が不正を行ったとの仮定を設定し、当該仮定と企業の事業環境や財務情報等を基に監査人
自身が不正のスキームを推定及び検証を行うという仮説検証アプローチを採る。ここで、本プ
ロセスの最後に設定している仮説検証アプローチのポイントは、監査人自身が不正のスキーム
を企業側の視点に立って構築するという点である。不正は、外部から眺めていても発見するこ
情報整理及び 
情報間の整合性の検討 
証拠力調査 
仮説検証アプローチ 
企業側が提示する非財務情報と財務情報を整理し、 
企業の提示する情報自体に違和感を受ける場合 
… 
… 
… 
専門家の利用や関与会社への往査等、企業外部からの情報 
を入手し、企業が提示する情報の証拠力を調査する。 
企業の提示する情報が虚偽である、あるいは、 
虚偽である可能性が高い場合 
当該取引が不正であるとの仮説を構築することで、 
仮定した不正のスキームや影響等を推定し、 
情報間に整合性があるかどうかの分析を行う。 
企業の実態や財務情報の違和感から、仮定した不正 
が実現された可能性があるかどうかを検証する。 
（取引の全体像の把握も行う。） 
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とは困難であり、また、次段階のプロセスである指導行為において、効果的な指導がなされる
ためにも、具体的なスキームは構築されていた方がよい。そのため、監査人自身が、一旦、企
業から独立した第三者であるという視点を外し、自分が不正実行者であったならばどういった
不正なスキームを構築するかといった考えを張り巡らせることが重要である。 
なお、専門家の利用や関係会社等への往査等、取引の核心部分を調査することに適している
手続については、前段階のプロセスである実態調査において採用せず、本プロセスにおいて設
定しているが、その理由は、不正に関する疑念を持たれる側への配慮である。専門家の利用や
関係会社等への往査は取引の妥当性を判断するに当たり、非常に強力なものであると同時に、
強力であるからこそ、調査される側には疑いをもたれているという過度な被害妄想を受けやす
い。どのような人物においても、不正の疑いをかけられ気分を良くするものはいないであろう。
ましてや、監査人は国家権力ではなく、民間団体として機能している以上、このような被監査
企業との関係悪化は監査人側からしても望ましくない。また、現実問題として、踏み込み過ぎ
た監査手続は被監査会社側からの反感を買い、債務不履行責任等の法的な責任を生じさせやす
く、監査人にはリスクが大きすぎる。そのため、不正であると確信を持っていない監査人側は、
被監査会社が適正な企業であった場合の可能性を捨てきれず、妥協をしてしまう121といったこ
とも起きているであろう。したがって、本プロセスにおいて設定した専門家の利用や関与企業
への往査等の強力な手続については、第一及び第二プロセスを踏むという慎重な判断を行った
上で実施すべきであろう。 
 
(4) 指導行為 
 最後に、架空循環取引に対する指導行為について検討する。 
 本プロセスは、架空循環取引であると判定された取引について、企業側に修正作業を行わせ
ることを目的としている。そのため、当該取引を企業側が認めた場合には、即座に当該取引を
中止させると共に、第三者委員会の設置や内部統制等の問題点の見直し、不正実行者の処分、
今後の対応策の検討等を行うことになる。また、当該取引が既に過去の財務諸表等に反映され
ている場合には、外部への公表方法の検討や改善報告書の提出、株主等からの訴訟への対応と
いった手続も加わることになるであろう。このようにして、架空循環取引は適正に修正作業が
なされなければならない。 
 一方で、企業側が必ずしも不正会計を認めるとは限らず、それどころか、認めない企業が大
半であると思われる。また、監査人自身も確実な証拠を得られるとは限らず、そのような場合
についても何等かの指導行為は実施されなければならない。そのため、本プロセスにおいては、
                                                   
121 監査人が意見表明として、不適切意見又は意見不表明を表明した場合には、被監査企業は
上場廃止となる虞があり、市場に多大な損害をもたらすことから、監査人側に相当な確信がな
い限りはそのような意見が表明されることはない。そのため、これらのリスクを勘案した結果、
不正の疑いがあったとしても意見が表明されてしまうような事例は過去に幾度か発生してお
り、このような事態を防ぐためにも、強力な監査手続は実施するタイミングを十分に検討しな
ければならないといえる。 
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そのような場合に対応するための方法についても検討する。 
 企業側が不正を認めない場合における対応策としては、不正の疑いのある取引に関して納得
感が得られない理由を企業に提示することが有効であろう。つまり、架空循環取引の疑いが捨
てきれない取引について、当該取引が適正なものであるという納得感を得るために必要な条件
を企業側に提示することである。例えば、本論文の第一章にて取り上げたメディア・リンクス
の場合には、違和感の原因が、①大量かつ長期運送の未着品、②パートナー営業という不透明
な営業形態、③PKWという無形製品の存在、という 3つが少なくとも挙げられている。その
ため、違和感を払拭する条件としては、①未着品の現在地の提示、及び、今までの運送履歴と
運送会社への照会によって未着品の存在を監査人が直接確かめられること、②パートナー企業
として登録してある企業への往査と製品の転売履歴、転売先への納品事実が確認できること、
③実際に PKWを利用している複数のユーザの内、当該製品の利用環境が類似する者を抽出し、
契約内容や操作性等に関する質問を同時に行い、各々のユーザの回答が概ね一致すること、ま
た、当該回答結果を基に監査人（あるいは、監査人が指定する専門家）が PKWを操作し、ユ
ーザの回答と概ね同様の感想が得られること、等が挙げられよう。このようにして、違和感の
原因となる事項について意見表明をするための一定の条件を提示し、それらを網羅できるので
あれば当該取引は適正、条件を拒否するのであれば修正を求めることになる。なお、企業が指
導行為にも従わない場合も考えられるが、その場合には、監査契約の解除等も想定されること
になる。 
また、このような条件提示を行う際には、その後の法的な争いにも備え、書面による提示が
必要であろう。そのため、例えば、条件ごとのチェックリスト形式による書面等を交付し、そ
れに企業側からの回答を求めるといった手続が考えられる。 
 以上が、指導行為のプロセスであり、架空循環取引に対する一連の監査アプローチである。 
 
第三項 架空循環取引対応アプローチの提言 
 本節の最後に、上記で検討した架空循環取引の監査対応を踏まえ、【図 3－3－1】として、
架空循環取引対応アプローチという一種のフレームワークを示す。 
なお、当該フレームワークの実施主体となる監査人については、一定の理解力や観察力、判
断能力、懐疑心等の保持を前提としている点に留意されたい。 
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【図3－3－4】 架空循環取引対応アプローチ
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【図 3－3－4】で示す架空循環取引対応アプローチは、前項で説明したとおり、企業が行う
取引に対し、事前分析、実態調査、調査結果対応、指導行為という各プロセスの手続を実施す
ることで架空循環取引を識別し、対処するという流れになっている。この点、個々のプロセス
の内容については、前項で説明したとおりであるが、個々のプロセスの間には、上記【図 3－
3－4】中におけるローマ数字で示した箇所にもあるように、監査人による判断が介入する構造
となっている。これは、一つのプロセスの手続を完了する度に、次段階のプロセスに移るべき
かどうかの判断を監査人自身が決めることによって、人員的にも時間的にも制約がある監査資
源を効率的に消費するためである。 
これら監査人の判断内容について説明すると、まず、監査人は事前分析プロセスの完了時に
(ⅰ)「調査対象とすべき取引が存在するかどうか」を判断することになる。企業レベルから分
析を開始し、リスクを識別したら徐々に事業レベル、取引レベルと分析範囲を狭めていくのだ
が、最終的に取引レベル分析にまで到達し、当該分析が完了した際、当該取引に異常性や架空
循環取引の兆候、誘発要因等のリスクが認められるか否かによって、当該取引を調査対象とす
べきかどうかの判断を行う。そして、調査必要項目であると監査人が判断した場合に、次の実
態調査プロセスに移行する。 
次に、監査人は、実態調査プロセスが完了した際に、(ⅱ)「納得感が得られているかどうか」
を判断することになる。ここでは、実態調査プロセス時に行った取引実態の把握や合理性の検
討の結果を基に、調査対象の取引に何らかの違和感がないかどうかを調べ、違和感があればそ
の原因の調査及び企業からの説明を受けることで、監査人が納得できるかどうかの判断を行う。
そして、納得感が入手できていない、あるいは、専門性の高さ等によって監査人が独自に判断
することが困難である場合に、次の調査結果対応プロセスに移行することになる。 
最後に、監査人は、調査結果プロセスが完了した後、(ⅲ)「調査した取引が不正なものかど
うか」を判断することになる。ここでは、監査人が違和感を受けた項目が不正につながるかど
うかを仮説・検証し、最終的に当該違和感が不正によって生じたものなのかについての判断を
下す、すなわち、指導的機能を発揮すべきか否かの判断を行う。 
なお、当該アプローチは最初に、事前分析中の企業レベル分析が行われることになっている
が、当該分析自体は、架空循環取引対応アプローチ特有の手続というわけではなく、リスクア
プローチによる監査において通常実施される手続と類似する手続を行うことになっている。そ
のため、監査人がリスク評価手続の最中に、企業レベルで架空循環取引のリスクや異常性を感
じない限りは、リスクアプローチによる監査が実施されることになる。 
 このように、架空循環取引対応アプローチは、監査人に対し、企業に対する理解と徹底的な
調査を求めるフレームワークであるといえよう。 
 
 以上、ここまでが架空循環取引に対する考察である。本章においては、IT業界において行わ
れる不正の手口の中でも「架空循環取引」をテーマに挙げ、その分析及び対応方法の検討を行
った。この結果、架空循環取引の特徴や構成要素、各種スキーム、対応方法について一応の結
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論が得られたものの、未だ議論の余地が残る部分があるであろう。したがって、これらのよう
な検討結果を基に、今後も対応方法が改良されていくべきであろう。 
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おわりに 監査人にとっての ITとは 
 ここまでで、IT取引を中心に、不正や会計・監査上の問題について研究を行ってきた。本論
文を通じた結果として得られるのは、「会計・監査にとってどれほど ITが危険な存在であるか」
ということであろう。 
正直なところ、長年 IT企業の不正が絶えず、次々と監査人が不正を看過している現状を見
る限り、会計士業界は ITへの対応を十分に実施しているとは思えず、また、実際に IT企業の
監査を担当する監査人がどれほど ITリテラシーを有していたのかにも疑問が残る。監査は企
業の作成した財務諸表の適正性について意見を述べ、その適正性を保証することであり、不正
の積極的発見が直接の目的ではないといった意見や監査人はあくまで会計及び監査の専門家
であり、ITの専門家ではないといった意見があることは承知しているが、その主張を今後も続
けていて良いのかという点については意見を述べたいと思う。 
現在においては、監査対象となる企業の内、全く ITを活用していない企業はないであろう。
また、今後は更に ITが企業に浸透し、会計証憑は全て ITによる電子化、取引の間には必ず IT
が経由し、記録手段は ITが行うといった事態が予想される。これは、ITを知らなければ会計
証憑や取引実態、内部統制の把握等、監査人がこれまで行ってきた全ての作業が満足に行えな
いことを指し、ITによって得られる監査証拠を、ITを知らない監査人が得たところで、それ
を保証と呼べるのであろうか。監査基準にあるように、監査人には専門能力の蓄積が求められ
ている。ITが発展した今、監査に必要な情報を得る手段は ITであり、また、企業の事業には
必ず ITが介在する。そのような環境において未だ ITは監査人にとっての専門能力に入っては
いないのであろうか。「ITありきの会計」という時代が到来するのは時間の問題であると考え
られ、会計士業界や監査人個人の ITへの対応は急務であると思われる。 
また、前述したように ITは目まぐるしく技術革新を繰り返し、日々急速に変化していく。
近年話題であるクラウド・サービスのように会計証憑をインターネット上で管理したり、
SNS122のように企業の情報発信手段が変化したり、ビッグデータ123の活用やデータマイニング
124の発展によって戦略の転換が行われたりと ITはすぐさま経営の形を変化させる。それら IT
の中心である IT業界を担当する監査人は少なからず ITに精通した人物が適切に選ばれなけれ
                                                   
122 Social networking Service(Site)の略で、社交目的のネットワークを提供するサービス（サ
イト）のことを指す。近年では、SNS上で法人や経営者が自らのアカウントを通じて消費者に
情報を発信しており、企業のトップと一般の消費者が直接やり取りするといったこともインタ
ーネット上で頻繁に行われている。 
123 総務省が発行した「情報通信白書 平成 24年度版」において、ビッグデータは『事業に役
立つ知見を導出するためのデータ』と定義されており、『ICT(情報通信技術)の進展により生
成・収集・蓄積等が可能・容易になる多種多量のデータ(ビッグデータ)を活用することにより、
異変の察知や近未来の予測等を通じ、利用者個々のニーズに即したサービスの提供、業務運営
の効率化や新産業の創出等が可能』との記載がなされている。 
124 1993年に米国の IBMアルマデン研究所が提唱した概念であり、データベースなど、デー
タの集積された集合から、規則性を見つけ出すことを指す。 
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ばならないであろう。とりわけ、IT業界においては不正事例の多発、架空循環取引という発見
困難な不正、未整備の会計制度と悪しき慣行の存在、無形の事業対象物と技術革新の速さを特
徴とした会計環境、といった危険性が高いことは本論文で詳細に触れた。このことから見ても、
ITには ITでなければ対応できないと考えられ、ITに精通する監査人の確保及び育成、あるい
は、監査に精通した ITの専門家との連携が必要不可欠であると思われる。 
 以上のように、本論文では ITに関する諸問題を大きく取り上げ、監査にとっての ITの危険
性を示し、それに対する対応策を示したが、未だ ITに関する問題点は多数存在しており、ま
た、これからも増え続けていくであろう。このような事態に監査人も対応すべく今後も研究を
重ねていこうと思う。 
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